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序  文 

 
独立行政法人国際協力機構は、スリランカ民主社会主義共和国の感染性廃棄物管理改善計画にかかる協

力準備調査を実施することを決定し、同調査を八千代エンジニヤリング株式会社・株式会社コーエイリサ

ーチ&コンサルティング共同企業体に委託しました。 

調査団は、スリランカの政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、

帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願うも

のです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
2022 年 12 月 

独立行政法人国際協力機構 

人 間 開 発 部 

部 長   佐 久 間  潤 
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要  約 

 
① 国の概要 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」という。）の気候は熱帯性であり高温多湿で、海

岸部・低地では年平均気温 27-28℃であるが、高地の気候は冷涼である。ヌワラ・エリヤ（標高約 1,890m）

では年平均気温 22℃と、一年中常春のような気候である。気候の特色はモンスーンの影響が強いことで、

年 2 回の季節風である南西モンスーンと北東モンスーンに伴い、季節に応じて降雨量が変化する。5 月か

ら 9 月にかけての南西モンスーンの時期はヤラ期（yala）と呼ばれ、風が山岳地帯に遮られて島の南西部

に多量の雨をもたらす。 

スリランカは、国土の広さが 7 万 km2（北海道の約 0.8 倍）で、インド南部のインド洋に浮かぶ島国で

ある。スリランカの人口は、約 2,216 万人（2021 年推計、世界銀行）である。最近 10 年間の人口増加率

は、年により変動があるが 0.5%～1.1%の間で推移しており、増加傾向にある。 

スリランカ経済は、2016 年 4.5%、2017 年 3.6%、2018 年 3.3%と持続的な経済成長を維持し、2018 年の

観光客数は 233 万人に達した。しかし、2019 年の経済成長率は同年に発生した連続爆破テロ事件等の影

響もあり、2.3%にとどまった。2020 年は新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」という。）拡大

による度重なる外出禁止令の発令による経済活動の停滞や観光客の大幅な減少（前年比 73.5%減）、海外

労働者送金の減少等により、3.6%のマイナス成長となった。2021 年には反動で 3.7%成長となったものの

観光客数は伸び悩み、前年比 62%減の 19 万人にとどまった。慢性的な貿易赤字及び財政赤字を背景とし

て、外貨流出が続く中、外貨流出防止を狙いとした輸入規制の導入により、食料・燃料等の生活必需品の

不足と物価上昇が急激に進行した。2022 年 3 月に中央銀行が変動相場制への移行を発表して以降、ルピ

ー安が急激に進行したことで輸入品価格の上昇に拍車がかかり、2022 年 4 月の全国消費者物価指数は前

年同月比で 33.8%（食品は 45.1%、非食品は 23.9%）で現行の統計基準において過去最高となった。2022
年 4 月末時点の外貨準備高は約 16 億ドルで 1 か月分の輸入額にも満たない水準となり、4 月 12 日には、

スリランカ財務省が国際通貨基金（IMF：International Monetary Fund）による経済調整プログラムに沿っ

た債務再編が行われるまでの間、対外債務の支払いを一時的に停止する措置を発表するに至った。 

 
② プロジェクトの背景、経緯及び概要 

2022 年 8 月にはスリランカにおける COVID-19 の人口百万人当たりの死者数は、約 759 人と南アジア

諸国の中で最も高くなった。これに対して、スリランカ政府は、感染拡大抑制のためにワクチン接種を推

進し、国民の 66.8%が接種を完了し、37.4%がブースター接種を受けている。（2022 年 8 月 15 日時点、Our 
World in Data）。その結果、3,992 万回分を超える注射筒や注射針が使用され（2022 年 8 月 29 日時点、保

健省）、さらに感染予防策として用いられる個人防護具（マスク・ガウン等）の需要増加も伴い、各医療

施設における感染性廃棄物量は急増している。 

保健省は、「感染性廃棄物管理に関するガイドライン」（2020 年 3 月）を発出し、医療施設管理者に対し

て COVID-19 関連の感染性廃棄物は焼却炉及び感染性廃棄物滅菌装置による処理を促しているが、予算

制約により適切な設備導入は不足している。老朽化した焼却炉を使用している医療施設も多く、設備を持

たない医療施設は、感染性廃棄物処理設備を持つ施設への搬出や野焼きで対応している。老朽化した焼却
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炉や野焼きは温度管理や適切な排ガス処理が出来ず、黒煙や悪臭などの苦情が周辺住民から寄せられて

いるほか、適切な温度に満たずダイオキシンが多く発生するため、周辺住民の健康被害につながる恐れも

ある。また、COVID-19 感染拡大による感染性廃棄物量の増加に伴い、既存処理施設の処理容量を超過し、

不適切な管理をされた感染性廃棄物からの感染性病原体への曝露リスクが増大しているため、感染性廃

棄物処理設備の整備が喫緊の課題となっている。 

感染性廃棄物管理改善計画（以下、「本プロジェクト」という。）は、感染性廃棄物処理能力が不足して

いる医療施設に対し、医療廃棄物用焼却炉（以下、「焼却炉」という。）を整備することにより、同課題へ

の対応を図るものであり、「国家保健政策 2016-2025」（2016 年、保健省）で述べられている医療廃棄物の

安全な処理の実現において不可欠な優先度の高いプロジェクトとして位置付けられる。本プロジェクト

の対象は、過去の日本による保健分野の協力実績があり、他の援助機関の支援との重複が無く、既存の感

染性廃棄物処理機材の処理能力が不十分であり、保健省及び州保健局の優先度が高い公的医療施設を選

定する。 

 
③ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

JICA は、現地調査を 2022 年 6 月 19 日から７月 8 日で行い、本プロジェクトに関わる要請内容の確認、

調査対象病院での感染性廃棄物管理の実態把握、機材の選定などを実施した。帰国後は、現地調査結果を

基に国内解析を行い、概略設計を実施するとともに、概略事業費の積算を行った。その結果を基に、2022
年 8 月下旬にオンラインにて概略設計概要説明調査を行った。 

上記の結果を踏まえ、本プロジェクトでは、対象病院の感染性廃棄物が適正に処理されることを目指し

て、15 か所の医療施設（教育病院、州・県レベルの公的病院）において、小型医療廃棄物焼却炉の整備

を行う。本プロジェクトの計画内容は、以下のとおりである。 

表 1 本プロジェクトの計画内容 

機材名 モデル 処理能力 台数 

小型医療廃棄物焼却炉 
小規模モデル 約 50kg/h 6 台 

大規模モデル 約 100kg/h 9 台 

出典：調査団 

 
本プロジェクトの対象 15 病院と焼却炉のモデルは、以下のとおりである。 

表 2 本プロジェクトの対象病院と焼却炉のモデル 

州 病院名 焼却炉モデル 
サバラガムワ州 ラトナプラ病院 大規模モデル 
サバラガムワ州 エンビリピティヤ病院 大規模モデル 
中部州 リキラガスカダ病院 小規模モデル 
西部州 ミリガマ病院 小規模モデル 
南部州 ナクルガムワ病院 小規模モデル 
ウバ州 マヒヤンガナ病院 大規模モデル 
北西部州 プッタラム病院 大規模モデル 
北部州 マナー病院 小規模モデル 
北西部州 クルネガラ病院 大規模モデル 
西部州 アビッサウェッラ病院 大規模モデル 
北中部州 メディリジリヤ病院 小規模モデル 
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州 病院名 焼却炉モデル 
北中部州 ウェリカンダ病院 小規模モデル 
東部州 トリンコマリー病院 大規模モデル 
南部州 ハンバントタ病院 大規模モデル 
北部州 キリノッチ病院 大規模モデル 
出典：調査団 

 
本プロジェクトでは、焼却炉の適正な運転・維持管理と、院内医療廃棄物管理にかかわるソフトコンポ

ーネントも実施する。ソフトコンポーネントの成果に加え、相手国実施機関による継続的な活動の実施に

より、達成されるべき目標は以下の通りである。 

 焼却炉の適切な運転、維持管理により、対象病院の感染性廃棄物管理能力を強化する。 
 適切な医療廃棄物の管理と焼却炉の使用により、感染予防能力が向上する。 
 適切な医療廃棄物の管理と焼却炉の使用により、周辺への環境負荷が低減する。 
 
④ プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの所要工期は、我が国の無償資金協力ガイドラインに基づき、実施設計から引き渡しま

で 17 ヶ月である。このうち詳細設計・入札管理が 4 ヶ月、機材調達が 13 ヶ月としている。本プロジェク

トの概算事業費は 5.57 億円（我が国の負担：4.83 億円、相手国側の負担：0.74 億円）と見積もられる。

また相手国側の負担事業の主なものは、銀行手数料負担、関税／港湾税、付加価値税の還付などである。 

 
⑤ プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

1) プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの裨益対象は、対象 15 病院に勤務するスタッフ、患者及び病院管轄地域の住民である。

本プロジェクトの対象病院は、スリランカ全 9 州に位置しており、その裨益人口は 2.3 百万人となる。 

 
2) 緊急性 

保健省は、「感染性廃棄物管理に関するガイドライン」（2020 年 3 月）を発出し、医療施設管理者に対し

て COVID-19 関連の感染性廃棄物は焼却炉及び感染性廃棄物滅菌装置による処理を促しているが、予算

制約により適切な設備導入は不足している。老朽化した焼却炉を使用している医療施設も多く、設備を持

たない医療施設は、感染性廃棄物処理設備を持つ施設への搬出や野焼きで対応している。老朽化した焼却

炉や野焼きは温度管理や適切な排ガス処理が出来ず、黒煙や悪臭などの苦情が周辺住民から寄せられて

ほか、適切な温度に満たずダイオキシンが多く発生するため、周辺住民の健康被害につながる恐れもあ

る。また、COVID-19 感染拡大による感染性廃棄物量の増加に伴い、既存処理施設の処理容量を超過し、

不適切な管理をされた感染性廃棄物からの感染性病原体への曝露リスクが増大しているため、感染性廃

棄物処理設備の整備が喫緊の課題となっている。また、スリランカは所得水準が相対的に高いものの、上

述のとおり人道的なニーズへの対応の他、2022 年以降に顕著となった経済的な危機状態を考慮し、新た

な債務負担を課すことなく、感染性廃棄物管理を改善することは、早急な対応が求められている。 
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3) スリランカ国保健政策の達成に資するプロジェクト 

国家保健政策（2016 年－2025 年）では、予防医療の強化の基本方針の中で、医療サービス提供に係る

環境維持のためのシステム構築が戦略として挙げられ、医療廃棄物の安全な処理が言及されている。また

国家保健サービス戦略フレームワーク（2016 年－2025 年）では、医療廃棄物管理が戦略テーマ「治療サ

ービス」のうちの 1 つとして取り上げられ、「不適切な廃棄物管理、特に廃棄物処理」が課題とされてい

る。その上、近年、廃棄物管理に関する国家政策（2019 年）や医療廃棄物管理ガイドライン（2021 年）

が策定されている。廃棄物管理に関する国家政策（2019 年）には医療廃棄物管理の政策も含められてお

り、医療廃棄物管理が同国保健セクターの課題の 1 つとして、注目されている。さらに医療廃棄物管理ガ

イドライン（2021 年）では、医療施設管理者に対して COVID-19 関連の医療廃棄物は焼却炉や医療廃棄

物用滅菌装置等での処理を促しているが、予算的制約で機材整備が進んでいない。 

このように、本プロジェクトはスリランカ国の保健政策や COVID-19 対応に一致するものであり、その

実現に寄与するものである。 

 
4) 我が国の援助政策・方針との整合性 

対スリランカ民主社会主義共和国国別開発協力方針（2018 年 1 月）において、「脆弱性の軽減」を重点

分野としており、保健・医療分野を中心とした関連施設の整備や能力強化などの社会サービス基盤の改善

を行うとしている。また、対スリランカ民主社会主義共和国 JICA 国別分析ペーパー（2020 年 3 月）にお

いて、「包摂性・脆弱性に配慮した開発協力」を重点分野とし、社会の成熟と変容に伴い発生した新たな

課題の解決を支援するとしており、本プロジェクトはこれら分析、方針に合致する。また、JICA の保健

医療分野の課題別事業戦略では、COVID-19 等の公衆衛生上の危機への対応を強靭化し、人々の生活の基

盤となる健康を守る体制作りを推進しており、本事業はこれにも合致する。さらに、本事業は病院機能強

化に資するものであり、JICA 世界保健医療イニシアティブの「感染症診断・治療体制の強化」にも位置

付けられる。 

これまでスリランカの保健セクターでは、無償資金協力「アヌラダプラ教育病院整備計画」（2008 年度

G/A 締結）及び「ジャフナ教育病院中央機能改善計画」（2009 年度 G/A 締結）により、地域の中核病院の

施設・設備機能を強化した。また、円借款「地方基礎社会サービス改善事業」（2011 年度 L/A 調印）では、

基幹病院を対象とし、「保健医療サービス改善事業」（2018 年度 L/A 調印）では、教育病院、州病院、県

病院を対象に機能改善・拡充を図っている。加えて、技術協力「5S/TQM による保健医療サービス向上プ

ロジェクト」（2009 年～2012 年）では、5S カイゼンアプローチにより保健医療施設における質と安全の

向上に取り組んできた。 

 
(2) 有効性 

1) 定量的効果 

本プロジェクトから得られる定量的効果の指標と、現状の数値（基準値）及び実施後の目標値は、以下

のとおりである。 
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表 3 定量的効果 

指標名 基準値 
（2022 年実績値）

目標値（2027 年） 
【事業完成 3 年後】 

適切に処理される医療廃棄物の量（kg/日）* 2,305 8,324 
*温度管理可能な焼却炉や滅菌装置等により環境負荷の小さい方法で処理される医療廃棄物の量。基準値及び目標値は支援

対象 15 病院の合計値。 
出典：調査団 
 
基準値は 2022 年の対象 15 病院での実績値であり、これには老朽化している焼却炉等での処理は、環境

負荷が大きいため含まない。目標値は 2027 年に対象 15 病院で本プロジェクトの焼却炉及び稼働してい

る既存機材で適正に処理される医療廃棄物量である。 

 
2) 定性的効果 

本プロジェクトを実施することにより、次に示す定性的効果が期待できる。 

 感染性病原体への曝露被害またはそのリスク減少 
 周辺環境への負荷（煙害・悪臭等）の低減 
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写  真 

 

 
アビッサウェッラ病院の既存焼却炉の様子 エンビリピティヤ病院の既存焼却炉の様子 

ナクルガムワ病院の 
既存焼却炉（ドラム缶製）の様子 ハンバントタ病院の既存焼却炉の様子 

 

プッタラム病院の既存焼却炉の様子 クルネガラ病院の野積みされた医療廃棄物 
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マヒヤンガナ病院の既存焼却炉の様子 マナー病院の既存焼却炉の様子 

 

トリンコマリー病院の既存焼却炉の腐食の様子 ラトナプラ病院の焼却炉設置候補地の様子 

ウェリカンダ病院の医療廃棄物 
野焼きの様子 キリノッチ病院の野積みされた医療廃棄物 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

 
1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

1-1-1-1 保健セクター 

(1) 人口動態 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」という）の人口は、世界銀行（WB）の統計によ

ると、約 2,216 万人（2021 年）、年間人口増加率は 1.1%（2021 年）と推定されている。また、1 人当りの

国民所得は 2020 年に 3,680 USD と推計されている。性比は、2019 年のスリランカで 93.9 となり、女性

が男性を上回っており、14 歳以降のすべての年齢層で女性が多い。2019 年時点では、人口の半分以上が

国土の 4 分の 1 以下である、西部、中部、南部の 3 州に集中している。 

 
(2) 保健指標 

スリランカの Annual Health Bulletin 2019 に記載されている SDGs3 にかかる保健関連の主要目標と現状

を表 1-1 に示す。 

表 1-1 主要保健関連指標 

指標  ベースライン値 2030 年（目標値） 2017 年 2018 年 現状（2019 年）

妊産婦死亡（出生 10 万対） 33.7（2015） 16 39 32 28.83

新生児死亡（出生千対） 5.9（2013） 3 6.3 6.5 13.2

5 歳未満死亡（出生千対） 9.8（2013） 5 10.9 10.6 11

5 歳未満発育阻害割合（%） 17.3（2016） <10 11 8.9 8.4

HIV 新規感染率（リスク人口

千対） 
0.01（2015） <0.01 0.01 0.01 0.01

マラリア罹患率（人口千対） 0 0 0 0 0

結核罹患率（人口 10 万対） 65（2015） 13 39 40.1 37.8

デング熱罹患率（人口 10 万人

対） 

41,819（2012-2016

平均）
21,000 179,618 54,532 105,049

交通事故死亡率（人口 10 万

対） 
13.4（2015） 20%まで減少 14.67 14.54 13.07

出典：Annual Health Bulletin 2019 を基に調査団作成 

 
妊産婦死亡率（Maternal Mortality Ratio:MMR）（出生 10 万対）は、ベースラインの 2015 年の 33.7 から

減少傾向であり（2019 年で 28.83）、2030 年に 16 まで低下することを目指している。新生児死亡率（Neonatal 
Mortality Rate : NMR）（出生千対）は、2013 年に 5.9、2019 年に 13.2 と増加している。5 歳未満児死亡率

（Under 5 Mortality Rate:U5MR）（出生千対）は、2013 年に 9.8 であるが、2019 年は 11 に微増している。

ヒト免疫不全ウイルス（Human Immunodeficiency Virus::HIV）新規感染率（リスク人口千対）は 2015 年に

0.01 であり、2019 年も 0.01 と目標値付近でほぼ変化がない状態となっている。また、マラリア罹患率（人
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口千対）も、近年では 0 を維持し、目標を達成している状態にある。交通事故死亡率（人口 10 万対）は、

2015 年に 13.4 が、2019 年に 13.07 と微減している状態である。他方で、デング熱罹患率（人口 10 万対）

は、年ごとに変動があるものの、2019 年は 105,049 と、目標の 21,000 を大きく上回っている。ユニバー

サル・ヘルス・カバレッジ（Universal Health Coverage: UHC）指標は、2019 年に 67 と推計されている1。 

 
(3) 疾病構造 

保健省の Annual Health bulletin 2019 年版から全国の十大疾病の入院患者数を示したのが、表 1-2 であ

る。外傷及び、検査や臨床症状から認められた異常所見等を除くと、呼吸器疾患、肺炎やウイルス性疾患

といった感染症が上位を占めている。泌尿器系疾患、呼吸器系疾患など、主要器官毎に統計が取られてい

るため、詳細な病名は不明ではあるが、10 位以降も、11 位に虚血性心疾患（10 万人あたり、865）、12 位

に腫瘍（10 万人あたり、667）等の非感染性疾患も認められる。 

表 1-2 スリランカ全国における十大疾病（2019 年） 

順位 疾病 症例数 
症例 

（対 10 万人） 

順位 

（2010 年）

1 外傷 1,135,999 5,210 1

2 異常所見による入院 739,006 3,390 2

3 
呼吸器系疾患（上気道疾患、肺炎、

インフルエンザを除く） 
480,000 2,202 3

4 泌尿器系疾患 399,152 1,831 8

5 肺炎 355,221 1,629 5

6 ウイルス性疾患 351,890 1,614 4

7 産科疾患 271,548 1,246 6

8 皮膚疾患 252,332 1,157 7

9 整形 204,527 938 10

10 眼疾患 188,670 865 11

出典：Annual Health Bulletin 2019 を基に調査団作成 

 
また、院内における十大死亡原因について表 1-3 に示す。2010 年に 1 位であった虚血性心疾患が、2019 

年でも引き続き 1 位となっている。2010 年に 6 位であった人獣共通感染症及びその他の細菌感染症が、

2014 年には 3 位に上昇し、2019 年には 2 位となった。同様に、肺炎による院内死亡も 2010 年に 9 位で

あったが 2019 年には、5 位と上昇している。このようにスリランカでは、依然として死因のトップは、

非感染性疾患（Non-Communicable Diseases、以下、「NCDs」という。）である虚血性心疾患であるものの、

感染性疾患による院内死亡も近年増加傾向である。スリランカでは、高齢化やライフスタイルの変化など

により、虚血性心疾患以外の、NCDs の割合も多い。NCDs は、感染性疾患の重症化リスクを上げる要因

になることが知られているが、年間死亡数のうち非感染性疾患が関連するものは、2019 年には約 83%に

達しているという報告もある2。このような疫学的状況から、スリランカは、感染性疾患と NCDs の二重

の負荷に直面していると考えられる。 

                                                        
1 World Bank UHC service coverage index - Sri Lanka https://data.worldbank.org/indicator/SH.UHC.SRVS.CV.XD?locations=LK 
2 Cause of death by NCDs, Sri Lanka, THE World Bank (2020) 
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表 1-3 スリランカ全国における院内十大死因（2019 年） 

順位 院内における死因 死者数 
死亡率 

（10 万人比） 

順位 

（2010 年）

1 虚血性心疾患 8,121 37.2 1

2 人獣共通感染症及びその他細菌感染症 6,506 29.8 6

3 腫瘍 6,296 28.9 2

4 
呼吸器系疾患（上気道疾患、肺炎、イ

ンフルエンザを除く） 
5,749 26.4 5

5 肺炎 4,299 19.7 9

6 肺性心疾患および循環器疾患 4,100 18.8 3

7 脳血管疾患 4,086 18.7 4

8 泌尿器系疾患 3,132 14.4 8

9 消化器系疾患 2,679 12.3 7

10 外傷 1,969 9 11

出典：Annual Health Bulletin 2019 を基に調査団作成 

 
(4) 保健医療サービス供給体制 

スリランカの保健医療サービスは、公的サービスに大きく依存している。2019 年の入院施設を有する

公的分野の病院数は 645、病床数は 86,589 で、これは人口 1,000 人あたり 4 病床となる3。公的医療機関

のリファラル体制は、表 1-4 の通りである。 

表 1-4 公的医療機関のリファラル体制 

病院の種類 リファラル 施設数 所轄 

入院機能を有する施設  645  

国立病院 三次 2 保健省 

教育病院 三次 18 保健省 

州総合病院 三次 2 保健省 

県総合病院 三次 19 保健省 

（三次医療機関合計）  40  

その他病院（がん病院、神経症病院、警察病院等含む） - 38 保健省、国

防・都市開発

基幹病院タイプ A（主要診療科各 2 ユニット、専門診療 二次 29 州政府 

基幹病院タイプ B（主要 4 診療科に各 2 名の専門医及び麻酔

医が配置） 

二次 48 州政府 

（二次医療機関合計）  77  

地区病院タイプ A（100 床以上） 一次 50 州政府 

地区病院タイプ B（50～100 床） 一次 131 州政府 

地区病院タイプ C（50 床以下） 一次 299 州政府 

プライマリメディカルケアユニット・マタニティホーム含む 一次 9 州政府 

                                                        
3 Ministry of Health Annual Health Statistics 2019  
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病院の種類 リファラル 施設数 所轄 

外来機能のみの施設  522  

プライマリメディカルケアユニット 一次 522 州政府 

（一次医療機関合計）  1011  

合計  1167  
出典：Annual Health Bulletin 2019 をもとに調査団作成 

 
(5) 新型コロナウイルス感染症による影響 

スリランカでは、2021 年 2 月以降、新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」という）の大規模

な流行が発生した。2022 年 8 月には人口百万人当たりの死者数が約 759 人と南アジア諸国の中で最も高

くなった。これに対して、スリランカ政府は、感染拡大抑制のためにワクチン接種を推進し、国民の 66.8%
が接種を完了し、37.4%がブースター接種を受けている（2022 年 8 月 15 日時点、Our World in Data）。 

COVID-19 に係る医療廃棄物処理の対応として、2020 年 3 月、保健省の環境・労働衛生・食品安全局

（DE&OH：Directorate of Environmental Health, Occupational Health & Food Safety）は、COVID-19 関連の感

染性廃棄物を管理するためのガイドラインを発行した4。このガイドラインでは、COVID-19 患者を治療

する公的医療施設から発生する感染性廃棄物は、焼却および/または滅菌装置によってのみ処理するよう

指定されている。また、西部、中部、南部のすべての医療施設に関しては、Sisili Hanaro Encare（Pvt）Ltd5

に感染性廃棄物を引き渡し、焼却するように指示している。その他の州の医療機関は、施設内にある焼却

炉または滅菌装置を使用し処分することが義務付けられている。 

 
1-1-1-2 医療廃棄物セクター 

(1) 組織概要 

スリランカの廃棄物管理は 1980 年の国家環境法令 47 号に基づき国家環境法によって中央環境庁

（Central Environmental Authority、以下、「CEA」という）の指導に従って行われている。CEA は国家環境

法に基づく政府の任命機関である。 

CEA は、1980 年国家環境法第 47 条の規定に基づき、1981 年 8 月 12 日に設立された。2001 年 12 月

に設立された環境省は、国の開発プロセスに環境への配慮を組み込むことを目的として、CEA の業務

全般を担当している。1988 年および 2000 年の改正国家環境法第 56 号により、CEA により広範な規制

権限が付与されている。 

 
CEA の役割を図 1-1 に示す。医療廃棄物は、2008 年改正国家環境（保護と品質）規則において指定廃

棄物として規定されており、CEA の廃棄物管理部有害廃棄物・化学物質管理ユニットが担当部署となっ

ている。 

                                                        
4 Guideline for Management of COVID-19 infectious waste MoH, DE&OH 
5 公的機関と契約を結び、廃棄物処理している民間企業 
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出典：Central Environmental Authority ホームページ 

図 1-1 CEA の役割 

 
(2) 関連法令 

医療廃棄物は、2008 年改正国家環境（保護と品質）規則において、指定廃棄物として規定されており、

その指定廃棄物の管理（収集、運搬、保管、回収、資源化あるいは処分し、またはそのための場所や施設

を設置）に関しては指定廃棄物管理ライセンスを CEA から交付される必要があることが規定されている。 

なお、ライセンス保有者は、指定廃棄物管理の実態を指定様式にて記録すること、年次報告書を提出す

ること、要求された情報を提供すること等が義務づけられている。 

特定排出源からの指定廃棄物（同規則付属資料 VIII より） 
No.28 医療実験室や研究所を含む医療機関からの生物及び医療廃棄物のうち 

S281 実験室培養物、隔離病棟からの廃棄物、感染患者に接触したティッシュ（脱 脂綿）、物質ある

いは機器、人体組織あるいは体液を含む感染性廃棄物  
S282 注射針やメスなど尖ったもの 
S283 組織、臓器、身体の一部、胎児、動物の死骸、血液、体液を含む生物学的及び解剖廃棄物  
S284 細胞毒性薬物や化学試薬を含む期限切れ及び廃棄薬剤 
S285 上記の規定された廃棄物に汚染された物質や容器 

 
1-1-2 開発計画 

1-1-2-1 保健政策体系 

スリランカの保健政策は、2016 年に保健省が発表した国家保健政策（National Health Policy 2016-2025）
でビジョンとミッション、戦略の方向性を示している。国家保健サービス戦略フレームワーク（National 
Strategic Framework for Development of Health Service 2016-2025)で戦略目標と戦略を、そして国家保健戦略

マスタープラン（National Health Strategic Master plan 2016-2025）で具体的なプログラムを示すという体系

である。 
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(1) 国家保健政策 2016-2025 年 

国家保健政策では、「質の高い予防・治療・リハビリ・サービスを国民に提供し、最高レベルの保健状

況を創出することにより、スリランカの経済・社会の発展に貢献する」ことを国のミッションに掲げ、7
つの領域で戦略の方向性を示している。この中で、医療廃棄物に関する分野では、①予防にかかる医療サ

ービス強化の中で、医療サービス提供にかかる環境維持のための体制構築が戦略の方向性として示され、

医療廃棄物の安全な処理が言及されている。 

 
(2) 国家保健サービス戦略フレームワーク 2016-2025 年 

同戦略フレームワークは、①公共保健セクター、②治療サービス、③リハビリ・サービス、④保健行政

と人的資源、⑤保健財政の 5 つの戦略領域のもと、計 24 件の戦略課題とそれに応じた戦略が示されてい

る。医療廃棄物管理は、戦略テーマ「治療サービス」が、医療現場対応の 1 つのテーマとして取り上げら

れており、廃棄物の適正処理の徹底などを戦略として掲げている。戦略フレームワークに示されている環

境衛生（廃棄物管理）に係る課題と戦略は表 1-5 の通りである。 

表 1-5 国家保健サービス戦略フレームワークで記載されている環境衛生（廃棄物管理）に関する戦略 

課題 不適切な廃棄物管理・特に廃棄物処理

戦略 リサイクル・リユースの促進
廃棄物分別による廃棄物処理の適正化 
液体廃棄物管理システムの強化

出典：National Strategic Framework for Development of Health Service 2016-2025, MOH 

 
(3) 国家保健戦略マスタープラン 2016-2025 年 

同マスタープランは、政策を実現するための行動を示したもので、各分野に応じたプログラムが計画さ

れている。医療廃棄物管理に関係するプログラムとして、予防分野において、表 1-6 に示す「環境衛生」

プログラムが記載されている。 

表 1-6 国家保健戦略マスタープランで計画される環境衛生に関係するプログラム 

事業名 環境衛生  

担当者/部署 Director / Environmental and Occupational Health

目標 環境衛生サービス提供のための能力強化

概要 環境衛生に係るサービス提供のための保健省人材の能力強化 
環境衛生活動のための関係者の巻き込み強化 
環境被害からコミュニティを守る必須サービスの促進 

達成指標 
（参考） 

環境保護ライセンス（EPL）を取得している病院数
指定廃棄物許可証（SWL）を持つ病院数 等

出典：National Health Strategic Master plan 2016-2025, MOH 
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1-1-2-2 その他医療廃棄物に関係する政策・ガイドライン 

スリランカ政府は、上記以外に、これまで医療廃棄物管理に係る多くの政策、ガイドライン、戦略的計

画策定等を実施している。以下に主要な政策等を示す。 

廃棄物管理に関する国家政策（2019 年）

ビジョン 健康な生活と環境に配慮し、廃棄物を持続的に管理する

目標 環境衛生サービス提供のための能力強化

概要 医療廃棄物管理におけるすべての関係者が責任を負うものとし、資源の効率的な
利用と廃棄物の最小化を通じた循環型経済の促進を目指している。固体、液体、
気体の医療廃棄物に対応している。また、適切な医療廃棄物管理のため、インフ
ラ、労働安全衛生の確保、人材育成、財源確保、国内および国際的な義務の履行
を明記している 

推奨される戦
略（参考） 

a) 有害廃棄物と非有害廃棄物の分別収集、処理、処分方法、及び資源利用効率化
b) 既存廃棄物処理施設のキャパシティの向上、病院等、医療施設から適切に集積
するためのクラスターシステムの構築 
c) 滅菌処理された廃棄物の適切な処理と一般廃棄物との同時処分 
d) 廃棄物管理の適切な記録・報告に基づいたパフォーマンス管理システムの策
定・実施 
e) がん治療や期限切れ医薬品等の取り扱い、安全な処理、処分 
f) 環境配慮・持続可能な技術の選択の推奨 
g) 固形、液体、気体などあらゆる形態の医療廃棄物管理について、保健省が中央
環境当局（CEA）の規定に沿って、明確で使いやすいガイドラインを作成 
h) 臨床廃棄物と他の廃棄物との混合を防ぐため、廃棄物収集網を全国に整備 
i) 廃棄物収集者および排出者の登録義務 
j) 中央環境当局（CEA）が定める環境基準に適合する医療廃棄物管理に必要なイ
ンフラ整備 

 

保健分野におけるクリーナープロダクション国家政策（2007 年）

ミッション 環境と健康に配慮した社会を実現するために、持続可能な消費と生産を実現する。

上位目標 1. スリランカの持続可能な社会経済発展を目指す。
2. スリランカ国民のために最高品質の医療を提供する。 
3. 高度人材を確保する。 
4. 環境に配慮した資源の効率的かつ最適な利用により、生産性を最大にする。

目標 1. 保健医療システムにおいて、最適な資源管理を行うため、環境効率に優れた消
費パターンを確立する。 
2. 保健医療システムにおいて、予防措置及び環境配慮に重点をおいた廃棄物管理
を確立する。 
3. 保健医療分野における環境配慮型消費・生産を通じて、社会的責任と地域社会
への参加を推進する。 
4. 医療従事者の持続可能な消費と生産に対する意識向上を通じ、より良い治療お
よび予防サービスの向上を図る。

 

医療廃棄物管理ガイドライン（2021 年）

概要 保健省、環境・労働衛生・食品安全総局（DE&OH）から発行された廃棄物管理に
係るガイドライン。構成内容は、廃棄物管理の専門家と協議の上、医療従事者に
おいて特定された知識ギャップを考慮して作成されている。 

構成 1. 医療廃棄物の種類、分別、処理方法
2. 院内における医療廃棄物管理計画・モニタリング評価方法 
3. 関連政策、制度 
4. 優良事例の紹介 
5. Covid-19 に関連する医療廃棄物の処理方法
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1-1-3 社会経済状況 

(1) 人口 

スリランカの直近 10 年間における人口推移及び人口増加率を表 1-7 に、2020 年の人口ピラミッドを図

1-2 に示す。人口増加率は、年により変動があるが 0.5%～1.1%の間で推移しており、増加傾向にある。年

齢構成をみると、年少人口（0～14 歳）の人口比率が全体の 24.0%、生産年齢人口（15～64 歳）は 65.2%、

高齢人口（65 歳以上）は 10.8%となっている。国連の定義でいうところの高齢化社会となっている。 

表 1-7 スリランカの人口推移及び人口増加率（2012 年～2021 年） 

年 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 
人口（千人） 20,425 20,585 20,778 20,970 21,203 21,444 21,670 21,803 21,919 22,156
人口増加率 － 0.8% 0.9% 0.9% 1.1% 1.1% 1.1% 0.6% 0.5% 1.1%

出典：世界銀行 
 

 
出典：World Population Prospects 2022（国際連合） 

図 1-2 人口ピラミッド（2021 年） 

 
(2) 経済 

スリランカ経済は、紛争の終結による復興需要や経済活動の活性化等によって、2012 年に過去最高と

なる 9.1%の経済成長を達成した。2016 年 4.5%、2017 年 3.6%、2018 年 3.3%と持続的な経済成長を維持

し、2018 年の観光客数は 233 万人に達したが、2019 年の経済成長率は同年に発生した連続爆破テロ事件

等の影響もあり、2.3%にとどまった。2020 年は COVID-19 拡大による度重なる外出禁止令の発令による

経済活動の停滞や観光客の大幅な減少（前年比 73.5%減）、海外労働者送金の減少等により、3.6%のマイ
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ナス成長となった。2021 年には反動で 3.7%成長となったものの観光客数は伸び悩み、前年比 62%減の 19
万人にとどまった。 

慢性的な貿易赤字及び財政赤字を背景として外貨流出が続く中、外貨流出防止を狙いとした輸入規制の

導入により、食料・燃料等の生活必需品の不足と物価上昇が急激に進行した。2022 年 3 月に中央銀行が

変動相場制への移行を発表して以降、ルピー安が急激に進行したことで輸入品価格の上昇に拍車がかか

り、2022 年 4 月の全国消費者物価指数は前年同月比で 33.8%（食品は 45.1%、非食品は 23.9%）で現行の

統計基準において過去最高となった。2022 年 4 月末時点の外貨準備高は約 16 億ドルで 1 か月分の輸入額

にも満たない水準となり、4 月 12 日には、スリランカ財務・経済安定・国家政策省が国際通貨基金（IMF：
International Monetary Fund）による経済調整プログラムに沿った債務再編が行われるまでの間、対外債務

の支払いを一時的に停止する措置を発表するに至った。 

スリランカ政府は IMF との間で協議を開始・継続中であり、インフレ・食料・燃料等の必需品不足、債

務整理、財政改革、産業基盤強化など課題が山積している。7 月 5 日、ウィクラマシンハ首相が国の「破

産」を宣言した。 

表 1-8 基礎的経済指標 

現地通貨：スリランカ・ルピー（LKR） 

項目 2019 年 2020 年 2021 年 

実質 GDP 成長率 2.26（%） △3.57（%） 3.58（%） 

名目 GDP 総額 84.0（10 億ドル） 80.7（10 億ドル） 82.5（10 億ドル） 

一人当たりの名目 GDP 3,852（ドル） 3,681（ドル） 3,743（ドル） 

消費者物価上昇率 3.53（%） 6.15（%） 7.01（%） 

輸出額（通関ベース（FOB）） 12,053（100 万ドル） 10,798（100 万ドル） 13,484（100 万ドル） 

輸入額（通関ベース（CIF）） 19,925（100 万ドル） 15,972（100 万ドル） 21,955（100 万ドル） 

対米ドル為替レート 178.74（ルピー） 185.59（ルピー） n.a. 

出典：JETRO スリランカ概況・基本統計 最終更新日：2022 年 08 月 31 日 

 
1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

2022 年 8 月にはスリランカにおける COVID-19 による人口百万人当たりの死者数は、約 759 人と南ア

ジア諸国の中で最も高くなった。これに対して、スリランカ政府は、感染拡大抑制のためにワクチン接種

を推進し、国民の 66.8%が接種を完了し、37.4%がブースター接種を受けている。（2022 年 8 月 15 日時点、

Our World in Data）。その結果、3,992 万回分を超える注射筒や注射針が使用され（2022 年 8 月 29 日時点、

保健省）、さらに感染予防策として用いられる個人防護具（マスク・ガウン等）の需要増加も伴い、各医

療施設における感染性廃棄物量は急増している。 

保健省は、「感染性廃棄物管理に関するガイドライン」（2020 年 3 月）を発出し、医療施設管理者に対し

て COVID-19 関連の感染性廃棄物は焼却炉及び感染性廃棄物滅菌装置による処理を促しているが、予算

制約により適切な設備導入は不足している。老朽化した焼却炉を使用している医療施設も多く、設備を持

たない医療施設は、感染性廃棄物処理設備を持つ施設への搬出や野焼きで対応している。老朽化した焼却

炉や野焼きは温度管理や適切な排ガス処理が出来ず、黒煙や悪臭などの苦情が周辺住民から寄せられて

いるほか、適切な温度に満たずダイオキシンが多く発生するため、周辺住民の健康被害につながる恐れも



 スリランカ国感染性廃棄物管理改善計画 
                                               準備調査報告書 

10 

ある。また、COVID-19 感染拡大による感染性廃棄物量の増加に伴い、既存処理施設の処理容量を超過し、

不適切な管理をされた感染性廃棄物からの感染性病原体への曝露リスクが増大しているため、感染性廃

棄物処理設備の整備が喫緊の課題となっている。 

感染性廃棄物管理改善計画（以下、「本プロジェクト」という。）は、感染性廃棄物処理能力が不足して

いる医療施設に対し、医療廃棄物用焼却炉（以下、「焼却炉」という。）を整備することにより、同課題へ

の対応を図るものであり、「国家保健政策 2016-2025」（2016 年、保健省）で述べられている医療廃棄物の

安全な処理の実現において不可欠な優先度の高いプロジェクトとして位置付けられる。本プロジェクト

の対象は、過去の日本による保健分野の協力実績があり、他の援助機関の支援との重複が無く、既存の感

染性廃棄物処理機材の処理能力が不十分であり、保健省及び州保健局の優先度が高い公的医療施設を選

定する。 

 
1-2-1 調査対象地域 

調査対象は、スリランカ全 9 州にある 23 病院である。 

 
1-2-2 要請内容 

本プロジェクトの要請内容は、以下のとおりである。 

① 機材等の内容：医療廃棄物焼却炉 
② コンサルティング・サービス／ソフトコンポーネントの内容 

詳細設計、入札補助、調達監理、調達機材の運営・維持管理に加え、品質管理の手法を病院運営に

応用した研修等 
③ 対象医療機関：表 1-9 に示す 23 病院 

表 1-9 対象医療機関 

 州 分類（※） 病院 
1 サバラガムワ州 TH ラトナプラ病院 
2 サバラガムワ州 DGH エンビリピティヤ病院 
3 中部州 BHB リキラガスカダ病院 
4 西部州 BHB ミリガマ病院 
5 南部州 DH ナクルガムワ病院 
6 ウバ州 BHA マヒヤンガナ病院 
7 北西部州 BHB プッタラム病院 
8 東部州 BHA カルミュナイ（北）病院 
9 北部州 DGH マナー病院 
10 北西部州 TH クルネガラ病院 
11 西部州 DGH アビッサウェッラ病院 
12 北中部州 BHA メディリジリヤ病院 
13 西部州 BH ホマガマ病院 
14 北中部州 BHB ウェリカンダ病院 
15 中部州 DH ガラハ病院 
16 中部州 BHA ダンブッラ病院 
17 西部州 BHB ディンブラ病院 
18 北西部州 BHB ガルガムワ病院 
19 サバラガムワ州 BHB カラワネラ病院 
20 東部州 DGH トリンコマリー病院 
21 南部州 DGH ハンバントタ病院 
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 州 分類（※） 病院 
22 北部州 IDH キリノッチ病院 
23 西部州 BHA カルワンチクディ病院 
出典：調査団 
※TH：教育病院、DGH：県総合病院、 IDH：感染症病院、BHA：基幹病院タイプ A、BHB：基幹病院タイプ B、
DH:地区病院 

 
なお、本調査の実施に先立ち、保健省と独立行政法人国際協力機（JICA）では、調査対象病院選定の協

議を持った。117 の公的医療機関（TH、DGH、IDH、BHA、BHB、DH）から、他の開発パートナーによ

る支援との重複回避、過去の日本の技術協力との相乗効果への期待、さらに保健省が医療廃棄物の一括処

理のために整備をすすめるクラスター構想6の拠点強化を念頭に、調査対象として 23 病院を選定した。 
 
1-3 我が国の援助動向 

我が国の 2019 年度のスリランカに対する援助額（Organisation for Economic Co-operation and Developmen：
OECD/ Development Assistance Committee：DAC 報告基準）は、有償資金協力 281 万ドル、無償資金協力

1,816 万ドル、技術協力 1,171 万ドル、2019 年度までの累計（OECD/DAC 報告基準）では有償資金協力 28
億 9,691 万ドル、無償資金協力 16 億 150 万ドル、技術協力 8 億 7,862 万ドルであり、無償資金協力が最

も多くなっている。我が国は 2018 年時点で、スリランカで最大のドナー国であり、2018 年推計値 2 億ド

ルに対し、2 位の米国は 5,500 万ドルと、2 位以下を大きく引き離している。2018 年の国別開発協力方針

では、「包摂性に配慮した質の高い成長の促進」を大目標に、1) 質の高い成長の促進、2) 包摂性に配慮し

た開発支援、3) 脆弱性の軽減の 3 つを重点分野としている。保健医療分野は、脆弱性の軽減に位置づけ

られており、2020 年の事業展開計画では、NCDs の早期発見、診断、治療サービス向上のために、医療機

関の施設整備や機材整備、人材育成等に関する支援、高齢化対策については医療・介護サービス導入に向

けた支援、また、COVID-19 感染拡大防止の支援を行う方針である。これまでの保健医療分野における技

術協力、有償資金協力、無償資金協力の実績は表 1-10 から表 1-12 に示すとおりである。 

表 1-10 我が国の技術協力の実績（保健医療分野） 

年度 案件名 概要 
1986 スリ・ジャヤワルダナプラ総合病院 医療機器の操作指導及び維持管理 

1996 看護教育プロジェクト 国立看護学校において、教員の人材育成、学校運営管

理、臨床実習の指導などを支援 

1998 ペラデニア大学歯学教育プロジェクト ペラデニア大学歯学部と教育病院における歯学教育、サ

ービス、研究活動の継続的な発展の推進 
2003 口腔保健教育 歯学教育、サービス、研究活動の継続的な発展の推進 

2008 健康増進・予防医療サービス向上プロ

ジェクト 
心血管病予防のための全国展開に向けた検診・保健指

導・健康増進実施計画の策定支援 

2009 5S/TQM による保健医療サービス向上プ

ロジェクト 

5S、CQI（継続的な品質向上、カイゼン）及び TQM ア

プローチによる保健医療施設における質と安全の向上を

実施していくための全国レベルでの能力向上 

2020 
スリランカ国コミュニティにおける高

齢者向けサービス運営能力強化プロジ

ェクト 

スリランカのコミュニティにおける医療・社会サービス

提供体制の強化 

出典：JICA 外務省国別データブック 

 

 

                                                        
6 詳細は 2-1-4 (1) 処理機材の整備概況で後述。 
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表 1-11 我が国の有償資金協力の実績（保健医療分野） 

年度 案件名 概要 

2000 血液供給システム改善計画 

効率的で安全性の高い血液供給システムを構築し，かつ増加す

る輸血血液需要に対応するため，老朽化・作業スペース不足が

生じている中央血液センターの整備，地域血液銀行の供給シス

テム改善のための機材供給，事業実施監理及び人材育成のため

の支援 

2012 地方基礎社会サービス改善事業 早期発見・治療・予防を行う 2 次医療施設の改修・機材整備お

よび、国立必須医薬品製造センターの機材整備 

2017 保健医療サービス改善計画 

西部州，北西部州，中部州，北中部州，東部州，ウバ州におい

て，三次医療機関の施設・機材整備，保健人材養成機関の機材

整備及び医療機材の維持管理体制を強化する。これにより，循

環器系疾患を中心とした非感染性疾患の診断・治療に係る医療

サービスの改善を図る 
出典：JICA 外務省国別データブック 

 

表 1-12 我が国の無償資金協力の実績（保健医療分野） 

年度 案件名/その他 金額(億円) 概要 

1997 スリ・ジャヤワルダナプラ国立看護学校設立

計画 14.45 国立看護学校の建設と教育用機材の

整備 

2000 ラトナプラ総合病院整備計画（第 2 期） 14.28 病院の施設の増築、改修と、医療機

材の整備を支援 
2001 マータラ総合病院医療機材整備計画 3.62 マータラ総合病院への医療機材整備 

2007 アヌラダプラ教育病院整備計画（詳細設計） 1.04 教育病院の外来棟等及び関連医療機

材の整備 

2008 第二次アヌラダプラ教育病院整備計画 3.9 
アヌラダプラ教育病院の整備のた

め、外来部門、産婦人科、小児科の

医療関連機材等の整備 

2009 ジャフナ教育病院中央機能改善計画 22.98 
病院の中央機能棟の建設、および手

術・滅菌・集中治療・検査・画像診

断などの医療機材の調達 
2012 医療機材ノン・プロジェクト無償資金協力 5.5 本邦企業医療機材の整備 

2013 日本方式普及ノン・プロジェクト無償資金協

力（医療・保健パッケージ） 5 本邦企業医療機材の整備 

出典：JICA 外務省国別データブック 

 
1-4 他ドナーの援助動向 

医療廃棄物に係る各開発パートナーの調査時の動向として、国連開発計画（UNDP）は、2020 年 10 月

から 2021 年 4 月に 270 の公的医療施設及び一部民間病院を対象に医療廃棄物管理システムの迅速アセス

メントを実施した。本調査時点では、その結果を踏まえ、医療廃棄物管理の体制構築案を保健省・環境省

と協議中である。また、保健省の環境・労働衛生・食品安全総局は、世界保健機関（WHO）、世界銀行（WB）、
Global Fund 等による資金供与により、医療廃棄物管理を含む環境衛生に関連するトレーニング等の人材

育成を実施している。 

その他、保健分野における開発パートナーの直近の医療廃棄物関係を含む主要な支援内容は、表 1-13 の

とおりである。2018 年にオーストラリアの（借款）支援にて、医療廃棄物用の滅菌機 20 台と、焼却炉 5
台が整備されている。国連児童基金（UNICEF）の支援で、7 カ所の公的医療施設へ医療廃棄物用のごみ

箱、運搬用のカートなどが整備されるとともに、3 病院への焼却炉整備が進められている。またアジア開

発銀行（ADB）と世界保健機関（WHO）も医療廃棄物処理機材の支援をしており、少なくともアジア開発
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銀行（ADB）が 9 病院へ、世界保健機関（WHO）が 1 病院へ焼却炉を整備している。このように他ドナー

の支援はあるものの、全国には 1167 の公的医療施設（TH、DGH、IDH、BHA、BHB、DH）があり、医

療廃棄物処理機材の整備が進んでいない。支援内容は、人材能力強化（保健人材の研修）、施設・機材整

備、保健システムの強化等が認められるが、調査時において本プロジェクトとの直接の重複は確認されて

いない。 

表 1-13 他ドナーの援助動向 

実施年 機関名 案件名 
金額 

（LKR. 
百万） 

援助形態 概要 

2016-
2017 

世界保健機関 
（WHO） 

Promotion of healthy diet and 
prevention of obesity and diet-
related NCDs (q20) Shape your 
meal to shape your body 

- 有償  
食と栄養に関す
るヘルスプロモ
ーション 

2018-
2019 

Laboratory Capacity for 
Leptospirosis  
culture & Genotyping and 
Brucellosis  
surveillance strengthened– 
Bacteriology  
Department（他 3 件） 

10 技術協力 施設能力強化 

2020 

WHO RB Programme 12 直接調達 焼却炉供与 
Capacity building of health staff 
to manage healthcare waste and 
prevention of infections 

1.4 無償 能力強化研修 

2016 韓国国際協力団
（KOICA） 

Matara District Maternal and 
Newborn Health Care 
Strengthening Project（他機材
供与複数件） 

1,135 技術協力 母子保健に係る
能力強化  

2020-
2021 

国際連合開発計
画（UNDP） 

Rapid Assessment on Health 
Care Waste Management - 無償 

医療施設におけ
る医療廃棄物管
理システム評価 

2020 国連児童基金 
（UNICEF） 

Strengthening healthcare waste 
management in healthcare 
institutions during COVID-19 
outbreak 

5.6 無償 

7 カ所の公的医療
施設へ医療廃棄
物用のごみ箱、
運搬用のカート
整備 

2022 国連児童基金 
（UNICEF） 

Conduct TOT workshops on 
healthcare waste management for 
healthcare workers in Kurunegala 
district 

0.7 無償 
医療廃棄物管理
にかかる能力強
化 

Conduct an assessment on the 
management of COVID-19 
vaccination related healthcare 
waste 

0.67 無償 
COVID-19 にかか
る医療廃棄物管
理評価 

WASH assessment in healthcare 
facilities 1.6 無償 水と衛生に係る

施設評価 
Procument of three incinerators 70 無償 焼却炉整備 

2019- 
2023 

アジア開発銀行
（ADB） 

Health System Enhancement 
Project 35,346 - 

プライマリーヘ
ルスケア能力向
上プロジェクト 

2020-
2023 

世界銀行
（WB） 

Covid 19 Emergency Response 
and Health Systems Preparedness 
Project 

79,614 供与 

COVID-19 予防、
検出、対応、公
衆衛生システム
強化 



 スリランカ国感染性廃棄物管理改善計画 
                                               準備調査報告書 

14 

実施年 機関名 案件名 
金額 

（LKR. 
百万） 

援助形態 概要 

2018-
2023 

世界銀行
（WB） 

Primary Healthcare Systems 
Strenghening Project (PSSP) 10,673 供与 

非伝染性疾患の
予防管理、プラ
イマリーヘルス
ケアサービスの
質向上 

2015-
2017 

世界銀行
（WB） 

Health Sector Development 
Project 
（研究施設強化案件複数） 

- 供与 

公衆衛生システ
ム強化 
医療廃棄物改
善、排水システ
ム管理等 

2022
（継続
実施
中） 

世界銀行
（WB） 

Hospital waste disposal 
upgrading 
（他 E&OH 内複数案件） 

- 供与 

E&OH に資金供
与トレーニング
等様々な案件を
実施（医療廃棄
物にかかるトレ
ーニングも実
施） 

2016-
2018 オーストラリア

Establishment of Clinical waste 
management systems in the 
needy hospitals in Sri Lanka 
under Australian Assistance 

USD 
18,444,571 有償 滅菌器・焼却炉

整備 

2017-
2021 中国 

Constructon of National 
Neprology Hospital in 
Polonnaruwa for Kidney Disease

13,000 供与 
日本脳炎、麻疹
等ワクチンサポ
ート 

2018-
2021 中国 

Development of Ambulatory 
Care Centre (OPD) of National 
Hospital of Sri Lanka 

14,600 供与 施設建設 

2015- 
2019 中国 

Construction of a Maternal & 
Childcare  
Hospital at Colombo North 
Teaching  
Hospital Ragama （他施設建設
2 件） 

- - 施設建設 

2021-
2024 

国際基金 
（Global fund） 

Global Fund to Fight AIDS, 
Tuberculosis  1,715 供与 感染症コントロ

ール 
出典：保健省聞き取り、各国、各機関ウェブサイト、Annual Action Plan 2019 (MoH)等を基に調査団作成 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

 
2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

2-1-1-1 中央政府 

(1) 保健省 

保健省は「スリランカ国民が利用できる質の高い啓発、予防、治療及びリハビリテーションサービスを

通じて、国民の健康状態を改善し、社会及び経済の発展へ寄与する」ことを使命とし、以下の 4 つの目的

を掲げている。 

1. コミュニティの健康の維持と促進 
2. 包括的な医療サービスの改善 
3. 管理機能の強化 
4. 人的資源管理の改善 

保健省の機能として、保健政策・計画の策定・実施、モニタリング、人材育成及び州保健局に対する指

導、医薬品の供給等の責任を負う。また、医療機関の運営管理に関しては、国立病院、教育病院等、三次

医療機関は保健省の管轄、基幹病院等二次以下の医療機関と州研修センターは州政府（州保健局）の管轄

という役割分担となっている。 

保健省は、約 120 の部署からなり、保健大臣の下に副保健大臣及び保健次官、保健サービス総局長、主

任財務官、及び次官補が配置されている。各局には局長が配置されており、各局長のもとに関連するユニ

ットが設置されている。図 2-1 に本案件で関連のある事業部署を示す。 

 
出典：MOH 提供資料を基に作成 

図 2-1 保健省の事業関連部署組織図 

 
この中で、環境・労働衛生・食品安全局は、医療廃棄物を含む環境衛生に関連する関係省庁との調整、

中央・地方レベルのインフラ施設の強化、公衆衛生スタッフの研修、地区・地方レベルでのユニットの設

立、産業部門など対象となる高リスクグループに対する啓発・研修プログラムの実施に責任を負ってい

る。図 2-2 に環境・労働衛生・食品安全局の組織図を示す。 
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出典：保健省提供資料を基に作成 

図 2-2 環境・労働衛生・食品安全局組織図 

 
(2) 州政府（州保健局） 

1989 年の州議会令（Provincial Council Act）による地方分権によって、州保健局（Provincial Department 
of Health Services：PDHS）が地方レベルにおける保健行政を担っている。州保健局は、各州における保健

政策策定・保健サービスの実施・管理、ガイドライン、医療人材の管理を行っている。州保健局の組織体

制は、図 2-3 に示す通り州保健局長（Provincial Director of Health Services）の下に、保健サービス、保健

ユニット、国家施策、技術チーム等がある。更には、各保健区に地区保健局長（Regional Director of Health 
Services：RDHS）を配置し、州管轄下の各地区の保健サービスを担っている。 
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出典：保健省提供資料を基に作成 

図 2-3 州保健行政組織図 

 
(3) スリランカ全国における保健人材 

医療サービスに携わる人的資源は、合計 123,845 人となっており、そのうち 66,993 人が保健省に、56,852
人が州に所属している。表 2-1 と図 2-4 に主要な保健人材の人数の推移を示す。医療従事者の数は着実に

増加しており、人口あたりの医療従事者数の増加につながっている。人口あたりの医療従事者数は、2005
年には、人口 1000 人あたりの医療従事者（医師、看護師、その他幹部職を含む）は 2.2 人であったのが、

2015 年には人口 1000 人当たり 3.7 人になっている。これは、過去 10 年間で人口に対する医療従事者の

比率が 70%増加したことになる。また、WHO はユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）達成のため、

人口 1 万人あたり 34.5 人の熟練医療従事者（医師、看護師、助産師）が必要としているが、スリランカ

は、医師、看護師の割合が相対的に高い等のばらつきはあるものの、人口 1 万人あたり 33 人とほぼ達成

している。 

表 2-1 スリランカ全国における保健人材の推移 

職種  1995 年 2000 年 2010 年 2019 年 
医師 4,577 7,963 14,668 20,381 
歯科医 421 637 1,139 1,561 
看護師 13,403 14,716 35,367 46,841 
公衆衛生監査官 932 1,486 1,436 1,668 
公衆衛生助産師 4,383 4,798 5,477 5,716 
助産師 2,288 2,596 2,971 2,633 

出典：Annual health Statistics 2019 
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出典：Annual health Statistics 2019 を基に調査団作成 

図 2-4 スリランカ全国における保健人材の推移 

 
2-1-1-2 調査対象病院 

(1) 調査対象病院医療サービス概要 

本調査で対象となる病院の主要な医療サービス概要を表 2-2 に示す。外来患者数や入院患者数は、病院

のリファラルレベルだけではなく、立地地域の人口・医療施設数等、環境にも大きく影響される。 

表 2-2 対象病院の医療サービス概要 

施設名 施設の種類 病床数 
夜間ベッド占

有率 
外来患者数

(月） 
入院患者数

（月） 

ラトナプラ病院 TH 1,448 62 11,000 10,000
エンビリピティヤ病院 DGH 475 67 9,000 6,000
リキラガスカダ病院 BHB 180 80 12,000 3,000
ミリガマ病院 BHB 162 55 3,900 240
ナクルガムワ病院 DH 22 30 7,500 200
マヒヤンガナ病院 BHA 416 60 7,290 7,400
プッタラム病院 BHB 462 62 10,750 4,000
カルミュナイ（北）病院 BHA 450 150 10,500 350
マナー病院 DGH 331 42 4,300 2,500
クルネガラ病院 TH 2,548 41 25,000 11,000
アビッサウェッラ病院 DGH 548 50 6,800 5,800
メディリジリヤ病院 BHA 194 78 8,000 240
ホマガマ病院 BH 481 74 1,000 - 
ウェリカンダ病院 BHB 60 52 11,500 900
ガラハ病院 DH 35 15 7,500 250
ダンブッラ病院 BHA 355 81 18,000 9,000
ディンブラ病院 BHB 124 43 6,500 120
ガルガムワ病院 BHB 274 44 190 1,700
カラワネラ病院 BHB 396 - 9,000 3,000
トリンコマリー病院 DGH 575 68 9,690 3,900
ハンバントタ病院 DGH 771 52 5,200 7,000
キリノッチ病院 IDH 160 - 0* 150
カルワンチクディ病院 BHA 256 20 5,500 1,064

*キリノッチ病院は、感染症病院という特性上、他の病院のような外来患者を受け入れていない。 
出典：調査団 
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(2) 調査対象病院における医療従事者・職員数 

本調査で対象となる病院の主要な医療従事者・職員数を表 2-3 に示す。医療従事者数は、病院のリファ

ラルレベルだけではなく、立地地域の人口・医療施設数等、環境にも大きく影響される。 

表 2-3 調査対象病院の医療従事者・職員数 

病院名 専門医 医師 看護師 助産師 合計 

ラトナプラ病院 70 260 900 40 2,700
エンビリピティヤ病院 26 120 364 21 975
リキラガスカダ病院 9 46 102 12 330
ミリガマ病院 8 42 50 8 250
ナクルガムワ病院 0 2 6 0 25
マヒヤンガナ病院 16 60 202 22 695
プッタラム病院 24 80 31 26 604
カルミュナイ（北）病院 73 20 215 19 606
マナー病院 23 65 116 16 515
クルネガラ病院 71 477 1444 87 3820
アビッサウェッラ病院 26 155 300 20 778
メディリジリヤ病院 10 47 100 7 383
ホマガマ病院 26 200 300 14 800
ウェリカンダ病院 0 8 10 1 51
ガラハ病院 0 2 6 1 23
ダンブッラ病院 22 67 220 15 460
ディンブラ病院 3 17 45 3 150
ガルガムワ病院 8 44 130 8 436
カラワネラ病院 16 55 210 12 650
トリンコマリー病院 30 140 294 33 856
ハンバントタ病院 35 137 560 28 1,500
キリノッチ病院 0 6 10 0 40
カルワンチクディ病院 8 26 86 0 132

出典：調査団 

 
2-1-2 財政・予算 

2-1-2-1 中央政府 

スリランカの医療費は、政府の税収と民間の支出の 2 つの主要な財源となっている。2015 年以降の保

健分野予算は表 2-4 のとおりである。政府支出に占める保健分野の支出は、金額としては毎年増加してい

るものの、国家支出に占める割合は、毎年約 6%前後で推移している。病院運営費が保健省支出の約半分

を占めている。 

表 2-4 保健分野予算の年次推移 

  2015 2016 2017 2018 2019 
国家支出 （100 万 LKR） 3,203,280 3,106,443 3,470,589 3,970,636 4,075,827
経常支出 （100 万 LKR） 149,790 164,397 172,525 198,334 232,161
保健分野支出 （民間医療セクターを除
く）（100 万 LKR）  181,122 192,535 206,182 234,899 262,436

保健分野支出（民間保健セクターを除
く）：国家支出に占める割合（%） 5.65% 6.2% 5.94% 5.92% 6.44%

一人当たり医療費（民間医療セクターを
除く）（LKR）  8,639 9,081 9,615 10,840 12,037

出典 Annual Health Statistic 2019, MoH を基に調査団 
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保健分野の 2019 年予算の内訳は、表 2-5 に示す通り、保健分野予算の 71%が保健省予算に配分されて

いる。病院運営費が保健省支出の約半分を占めている。 

表 2-5 保健分野支出の内訳（2019 年） 

単位：100 万 LKR 

保健分野支出 保健省 アーユル 
ヴェーダ局* 州保健 合計 

運営活動費 154,215 - - - 
1. 大臣室 61 - - - 
2. 省管理サービス 7,875 - - - 
3. 医療供給部門 54,595 - - - 
4. 病院運営 91,658 - - - 
5. 国務大臣室 27 - - - 
開発活動 33,716 - - - 
1. 病院開発プロジェクト 13,677 - - - 
2. ヘルスプロモーション・予防 2,121 - - - 
3. 感染症・NCDs コントロール 1,442 - - - 
4. 栄養プログラム 2,275 - - - 
5. 調査研究 512 - - - 
6. 伝統医療プロモーション 8 - - - 
7. 人材開発 13,681 - - - 
計 187,931 1,708 72,797 262,436

  *；アーユルヴェーダ（伝統医療）を予防等に推進していく部局 
出典 Annual Health Statistic 2019, MoH を基に調査団作成 

 
2-1-2-2 調査対象病院 

公的医療機関における予算の流れを図 2-5 に示す。表 1-4 で示したように、州総合病院、一部の県総合

病院、教育病院等、保健省の管轄にある三次医療機関の予算の流れとして、まず病院から保健省に予算要

求があり、保健省が予算要求書を財務・経済安定・国家政策省（以下、「財務省」という）に提出する。

財務省が予算案の査定を行い、財務省原案を作成する。財務省から財務議会に予算案が提出され、承認後

予算配分が行われる。他方、基幹病院以下、州・地方政府の管轄にある二次医療機関以下の施設に対する

予算の流れとして、州保健局によって取りまとめられた州保健サービス予算案が、州議会を通じて財務委

員会に送られ、最終的に州予算の規模が決定される（保健省が作成する予算には、財務委員会は関与しな

い）。その後、財務委員会は、財務省に州保健サービスに対する予算の国家予算追加を要請する流れとな

る。予算は、医療サービスの需要と供給を考慮し、州ごとに配分される。支出額が州によって異なる理由

は、流行疾病の特徴、州内の医療機関の数、人口によるものと推察される。 
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出典：Sri Lanka Health Systematic Review を基に調査団作成 

図 2-5 公的医療機関における予算の流れ 

 
表 2-6 に本調査対象病院の中で、医療廃棄物に係る運転費用の回答があった病院を示す。本調査で実施

したアンケート及び聞き取り調査によると、多くの対象病院では、医療廃棄物管理に限定した予算編成を

していない。そのため焼却炉などの運転費用は、燃料費、電気代等の費目に含まれており、正確な運転費

用の把握は困難である。一方で、入手できた情報からは、焼却炉の運転も含めた燃料費、電気代等の費用

は、年間経常支出の 1%に満たない支出であることがわかる。 

感染性廃棄物の継続的な適正処理には、医療廃棄物の増加を考慮した中長期的な財政計画を作成する必

要がある。また、医療廃棄物の適切な管理による感染予防と環境負荷の低減のため、病院運営に係る財源

の拡大・多様化（税、人材雇用、外部委託等）の検討が求められる。 

表 2-6 本調査対象病院の予算内訳（回答のあった病院） 

単位：千 LKR 

費目 クルネガラ病院 ラトナプラ病院 トリンコマリー病院 ハンバントタ病院

個人報酬 4,101,381 2,606,772 1,157,258 1,381,195

賃金 1,805,838 1,134,443 419,761 586,267

残業代・休日出勤手当 1,548,052 994,115 508,488 536,500

その他手当 747,491 478,214 229,009 258,428

旅費 3,159 4,579 3,035 7,877

国内旅費 3,159 4,579 3,035 7,877

国外旅費         

消耗品 233,780 118,714 48,490 92,041

事務用品 16,899 7,156 6,872 5,179

燃料 13,180 7,889 9,541 21,608

食費・制服等 99,287 86,315 21,956 52,239

医薬品         

その他 104,414 17,354 10,121 13,015
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費目 クルネガラ病院 ラトナプラ病院 トリンコマリー病院 ハンバントタ病院

維持管理費 18,166 30,830 11,587 9,812

車両費 5,508 7,482 4,040 5,136

医療機器 877 588 3,770 1,743

施設・建築 11,781 22,760 3,777 2,933

サービス 282,306 261,253 116,065 170,150

輸送費 6,288 6,777   2,225

通信費 29,087 19,885 9,672 8,870

電気水道代 110,348 85,498 34,691 58,704

賃料・地方税 3,561 118 484 161

その他 133,022 148,975 71,218 100,190

伝送 36,920 16,150 1,677 3,720

不動産ローン利息 36,401 16,150 1,677 3,322

その他 519     398

合計（経常支出） 4,675,712 3,038,298 1,338,112 1,664,795

医療廃棄物処理に係る

機材運転費 

（人件費含む） 

2,400
焼却炉運転費のみ 4,200 2,640 9,600

経常支出に係る機材運

転費の割合 
0.05% 0.14% 0.20% 0.58%

出典：調査団 

 
2-1-3 技術水準 

2-1-3-1 病院の技術水準 

調査対象病院における医療廃棄物管理関連指標を表 2-7 に示す。 

表 2-7 調査対象病院対象病院における医療廃棄物管理関連指標 

施設名 

感

染

対

策

委

員

会

感染性

廃棄物

等の外

部委託 

活動

報告

書の

作成 

感染性廃

棄物処理

に携わる

スタッフ

数 

医療廃

棄物管

理に係

るトレ

ーニン

グ実施

の有無 

針刺

事故

の件

数

（年）

焼却炉/滅
菌装置等使

用後の灰や

廃棄物の処

理方法 

院内の廃

棄物管理

に対する

自己評価 

医療廃棄

物管理に

係るモニ

タリン

グ・監査

の有無 

ラトナプラ病院 ○ ○ ○ 60 ○ 60 外部処理 普通 ○ 
エンビリピティヤ病院 ○ ✕ ✕ 2 ○ 57 院内埋立 普通 ○ 
リキラガスカダ病院 ○ ○ ✕ 5 ✕ 5 N/A 普通 ○ 
ミリガマ病院 ○ ○ ◯ 2 ✕ 4 N/A 普通 ○ 
ナクルガムワ病院 ○ N/A ✕ 2 ✕ 0 院内埋立 普通 ○ 
マヒヤンガナ病院 ○ ✕ ◯ 8 ○ 25 院内埋立 やや良い ◯ 
プッタラム病院 ○ ✕ ✕ 7 ✕ 5 院内埋立 やや良い ○ 
カルミュナイ（北）病

院 ○ ○ ○ 5 ○ 5 
灰：院内 

滅菌処理：

外部処理 
良い ○ 

マナー病院 ○ ✕ ✕ 15 ✕ 1 院内埋立 普通 ○ 
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施設名 

感

染

対

策

委

員

会

感染性

廃棄物

等の外

部委託 

活動

報告

書の

作成 

感染性廃

棄物処理

に携わる

スタッフ

数 

医療廃

棄物管

理に係

るトレ

ーニン

グ実施

の有無 

針刺

事故

の件

数

（年）

焼却炉/滅
菌装置等使

用後の灰や

廃棄物の処

理方法 

院内の廃

棄物管理

に対する

自己評価 

医療廃棄

物管理に

係るモニ

タリン

グ・監査

の有無 

クルネガラ病院 ○ ✕ ✕ 4 ○ 20 院内埋立 普通 ○ 
アビッサウェッラ病院 ○ ✕ ○ 1 ○ 15 院内埋立 普通 ○ 
メディリジリヤ病院 ○ ✕ ✕ 22 ○ 5 院内埋立 普通 ◯ 
ホマガマ病院 ○ ✕ ✕ 2 ✕ 3 院内埋立 やや悪い ○ 
ウェリカンダ病院 ○ ✕ ✕ 5 ✕ 10 院内埋立 やや悪い ✕ 
ガラハ病院 ✕ ✕ ✕ 12 ✕ 0 院内埋立 普通 ○ 
ダンブッラ病院 ○ ○ ◯ 18 ✕ 5 N/A 普通 ◯ 
ディンブラ病院 ○ ✕ ○ 2 ✕ 0 院内埋立 やや良い ○ 
ガルガムワ病院 ○ ✕ ✕ 4 ○ 5 外部処理 普通 ○ 
カラワネラ病院 ○ ✕ ○ 6 ○ 5 院内埋立 普通 ○ 
トリンコマリー病院 

○ ✕ ✕ 3 ○ 30 
灰：院内 

滅菌処理：

外部処理 
普通 ○ 

ハンバントタ病院 ○ ✕ ○ 8 ✕ 12 院内埋立 やや良い ◯ 
キリノッチ病院 ○ ✕ ✕ 4 ○ 0 院内埋立 普通 ◯ 
カルワンチクディ病院 ○ ○ ○ 5 ○ 0 N/A やや良い ○ 

出典：調査団 

 
ほぼすべての対象病院において、医療廃棄物管理は、感染対策委員会（Infection Prevention and Control 

Committee：IPCC）が中心的な役割を担っているのが現状である。感染対策委員会は、院内での管理計画・

方針の策定、情報共有、モニタリング評価、各種研修の実施、感染症に係る緊急対応などを担っている7。

対策委員のメンバー構成は、病院レベルによって異なるが、院内からは、以下のメンバーの参画がガイド

ライン等で推奨されている8。 

・院長/副院長 
・微生物コンサルタント 
・医務官/公衆衛生/感染症対策医 
・上級看護師 
・感染症対策看護師 
・薬剤師主任 
・放射線技師主任 
・総務担当 
・会計担当 
・公衆衛生監査 
・清掃管理者 

 
また、保健省及び病院の訪問・聞き取り調査により、判明した課題を以下に示す。 

 保健省は、医療廃棄物管理や感染予防管理に関する政策、規制、ガイドラインを有しているが、
実施状況は、病院によって様々である。特に、地区病院レベル以下の医療施設での医療廃棄物
管理は全般的に依然として脆弱であり、多くの課題を抱えている。病院スタッフからの聞き取
り調査でも同様の意見が認められた。 

 ほぼすべての病院が、医療廃棄物の種類や発生量について記録を残しているものの、半数以上

                                                        
7 保健省環境・労働衛生・食品安全局発行の医療廃棄物管理ガイドラインでは、廃棄物管理委員会という記載が認められ

るが、感染対策委員会が、実質廃棄物管理の役割も担っているのが現状である。 
8 Hospital Infection Prevention and Control Manual 2021 Sri Lanka College of Microbiologists 
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の病院が、医療廃棄物管理に関する報告書を未作成であり、保健省等へ提出していない。 
 多くの病院で、特に清掃員など病院の廃棄物を主に取り扱うスタッフは、廃棄物管理、廃棄物

からの病原体曝露のリスクがある一方で、就学レベルの低い女性が多く雇用されている傾向に
ある。 

 有害廃棄物の分別と回収に関する基準・手順等が多くの病院で未だ十分に整備されていない。
結果として、一般廃棄物と混ぜ、最終的に院内の埋立地に投棄しているなどの病院が認められ
る。 

 保管施設が不適切な場所に設置されている病院が認められる。（屋根がない、雨季に水浸しにな
りやすい、動物や虫が入りやすい、有害・非有害の区分けがされていない）。 

 廃棄物管理に関する周辺区域からの苦情が出ている病院が複数認められる。 
 保健省に対する聞き取りおいて、上述のように様々なガイドラインが存在する一方で、医療機

関で管理が適切に実践されているかどうかをフォローするモニタリング評価のシステムが存在
しないことに加え、資金不足や様々なリソース不足のため、その成果はガイドラインに記載さ
れている基準を満たしていないとの意見があった。 

 リファラルレベルの低い病院においては、感染性廃棄物処理設備がない病院も地域によっては
依然多く、焼却炉設置をすることで、近隣の感染性廃棄物処理設備がない医療施設の廃棄物を
処理する中核施設としての役割を担う病院もある。 

 
2-1-3-2 民間処理業者の状況 

公的医療機関における感染性医療廃棄物処理に関与している民間業者について、少なくても GFC Waste 
Management Ltd および Sisili Hanaro Encare (Pvt) Ltd の 2 社が参入していることが本調査で確認できた。前

者は、調査対象病院の 1 つである DH ナクルガムワ病院の感染性廃棄物処理の回収を、後者については、

DGH ハンバントタ病院や DGH トリンコマリー病院といった調査対象病院の感染性廃棄物処理の回収

を行っている。回収料金は、廃棄物の種類や病院の位置に関係なく、1kg あたり輸送費込みで 103 LKR
（スリランカルピー）の共通料金が設定されている。 

Sisili Hanaro Encare (Pvt) Ltd の場合、保健省や CEA と 3 者協定を取り交わし、西部州、中央州ならびに

南部州における保健省傘下の 37 病院の感染性廃棄物（包帯、鋭利なもの、ならびに毒性細胞に限定）の

回収事業を展開している（契約満了は 2025 年）。また、対象医療機関を拡大する協議が保健省との間で進

められているという。調査病院の中で、Sisili Hanaro Encare (Pvt) Ltd が感染性医療廃棄物の回収を行って

いる病院を表 2-8 に示す。さらに、今後、事業拡大予定の公的医療機関を表 2-9 に示す。ただし、保健省

によれば、各病院とも院内で感染性医療廃棄物を処理したいが、処理機材が不足しているため、同社に委

託せざるを得ない状況になっているとのことである。 

表 2-8 調査対象病院のなかでSisili Hanaro Encare (Pvt) Ltdによる感染性廃棄物処理の回収が行なわれ

ている病院 

 病院名 医療廃棄物 毒性細胞廃棄物 

1 DGH ハンバントタ病院、南部州 ✓ ✓ 

2 DGH トリンコマリー病院、東部州  ✓ 

3 TH ラトナプラ病院、サバラガムワ州  ✓ 

出典：調査団 
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表 2-9 今後 Sisili Hanaro Encare (Pvt) Ltd による感染性廃棄物処理の回収が予定される病院 

 病院名 医療廃棄物 毒性細胞廃棄物 本調査対象病院 

1 TH バドゥラ病院、ウバ州  ✓  

2 BH ケスマティ病院、北西部州 ✓ ✓  

3 BH バラピティヤ病院、南部州 ✓ ✓  

4 DGH チラウ病院、北西部州  ✓  

5 DGH ガンパハ病院、西部州 ✓ ✓  

6 BH テリパライ病院、北部州  ✓  

7 BH タンゴール病院、南部州  ✓  

8 BH リキラガスカダ病院、中部州  ✓ ✓ 

9 DH ベルワラ、西部州 ✓ ✓  

10 TH クルネガラ病院、北西部州 ✓ ✓ ✓ 

11 TH ラトナプラ病院、サバラガムワ州 ✓ ✓ ✓ 

12 DGH アビッサウェッラ病院、西部州  ✓ ✓ 

13 BH タンゴール病院、南部州 ✓ ✓  

出典：調査団 

 
2-1-3-3 対象病院の分別・処理の状況 

(1) 分別状況 

調査対象病院の分別状況を表 2-10に示す。表 2-10中のNo.22の病院は分別なしという回答であったが、

これは当該病院が感染症に特化した病院であり、すべての廃棄物が感染性廃棄物として取り扱われるた

め、とのことである。例外的な No.22 を除き、少なくとも感染性廃棄物については、すべての病院が分別

を実施している。 

表 2-10 調査対象病院の分別状況 

No 州 病院 分別

なし 
感 染

性 

鋭利

なも

の 

生分

解性

ガラ

ス瓶
紙 金属

ﾌﾟﾗｽ

ﾁｯｸ/
ﾎﾟﾘｴ

ﾁﾚﾝ 

非感

染

性、

非危

険 

その他 

1 サバラガムワ州 ラトナプラ病院  1 1 1 1 1  1 1 1 放射線/細胞毒性

2 サバラガムワ州 エンビリピティヤ病院  1 1 1 1 1 1 1 1   
3 中部州 リキラガスカダ病院  1 1 1 1 1  1    
4 西部州 ミリガマ病院  1 1 1 1 1 1 1 1   
5 南部州 ナクルガムワ病院  1 1     1 1   
6 ウバ州 マヒヤンガナ病院  1  1 1 1 1 1 1   
7 北西部州 プッタラム病院  1 1 1  1  1 1   
8 東部州 カルミュナイ（北）病院  1          
9 北部州 マナー病院  1 1 1     1   
10 北西部州 クルネガラ病院  1 1 1 1 1 1 1 1   
11 西部州 アビッサウェッラ病院  1 1 1 1 1 1 1 1   
12 北中部州 メディリジリヤ病院  1 1 1 1 1  1    
13 西部州 ホマガマ病院  1 1 1 1 1  1 1   
14 北中部州 ウェリカンダ病院  1 1 1     1   
15 中部州 ガラハ病院  1 1  1 1  1 1   
16 中部州 ダンブッラ病院  1 1 1 1 1  1 1   
17 西部州 ディンブラ病院  1 1 1 1 1 1 1    
18 北西部州 ガルガムワ病院  1 1 1 1 1  1 1   
19 サバラガムワ州 カラワネラ病院  1 1 1 1 1 1 1 1   
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No 州 病院 分別

なし 
感 染

性 

鋭利

なも

の 

生分

解性

ガラ

ス瓶
紙 金属

ﾌﾟﾗｽ

ﾁｯｸ/
ﾎﾟﾘｴ

ﾁﾚﾝ 

非感

染

性、

非危

険 

その他 

20 東部州 トリンコマリー病院  1 1 1 1 1  1 1 1 癌廃棄物 
21 南部州 ハンバントタ病院  1 1 1 1   1 1   
22 北部州 キリノッチ病院 1           

23 西部州 カルワンチクディ病院  1 1 1 1 1 1 1    

出典：アンケート調査回答 
 
(2) 処理状況 

調査対象病院の処理状況を表 2-11 に示す。アンケート調査によると 6 割以上の病院において焼却処理

を実施しているという結果となっている。ただし、ヒアリングを進めると燃料不足や故障により焼却炉は

稼働していないという病院も見受けられた。また、なしと回答している No.3 BH Rikillagaskada 及び No.4 
BH Meerigama では医療廃棄物は近隣病院へ運搬し、処理している。 

表 2-11 調査対象病院の処理状況 

No 州 病院 なし 埋立 ｵｰﾌﾟﾝﾀﾞ

ﾝﾋﾟﾝｸﾞ9 野焼き 焼却 ｵｰﾄｸﾚｰ

ﾌﾞ 
薬品消

毒 
ﾒﾀﾏｲｻﾞ

ｰ10 その他 

1 サバラガムワ州 ラトナプラ病院      1  1  
2 サバラガムワ州 エンビリピティヤ病院  1  1 1   1  
3 中部州 リキラガスカダ病院 1         
4 西部州 ミリガマ病院 1         
5 南部州 ナクルガムワ病院    1      
6 ウバ州 マヒヤンガナ病院  1   1     
7 北西部州 プッタラム病院  1  1      
8 東部州 カルミュナイ（北）病院     1   1  
9 北部州 マナー病院     1     
10 北西部州 クルネガラ病院     1     
11 西部州 アビッサウェッラ病院     1     
12 北中部州 メディリジリヤ病院    1   1   
13 西部州 ホマガマ病院     1     
14 北中部州 ウェリカンダ病院  1  1      
15 中部州 ガラハ病院  1  1      
16 中部州 ダンブッラ病院     1     
17 西部州 ディンブラ病院     1     
18 北西部州 ガルガムワ病院     1     
19 サバラガムワ州 カラワネラ病院  1  1 1 1  1  
20 東部州 トリンコマリー病院     1   1  
21 南部州 ハンバントタ病院     1     
22 北部州 キリノッチ病院    1     
23 西部州 カルワンチクディ病院     1    
出典：アンケート調査回答 
 
2-1-4 既存施設・機材 

(1) 処理機材の整備概況 

調査対象病院における感染性医療廃棄物処理機材（焼却炉および滅菌装置）の整備概況は、表 2-12 に

示す通りである。調査対象施設の中には、焼却炉や滅菌装置（メタマイザー）を備える施設もあれば、処

理機材がなく、病院敷地内で野焼きしている施設もある。また、一部の感染性医療廃棄物（鋭利なものや

細胞毒性廃棄物など）の回収を民間業者へ委託している病院などもある。またスリランカでは、一定地域

                                                        
9 廃棄物を処理せずにそのまま投棄すること。 
10 オーストラリア政府の支援により感染性医療廃棄物処理用の滅菌装置（オーストラリアのメーカーが製造する機器（通

称 MetaMizer；被滅菌物を粉砕し、その後、高圧蒸気滅菌処理を行う装置。被滅菌物容量の圧縮率は 2 割減ほど）。 
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内の複数の公共病院をグループ化し、発生する医療廃棄物を特定の病院で一括処理するクラスター構想

が進んでいる。調査対象病院の中には、他の医療機関の感染性医療廃棄物を受け入れている施設もある。 

表 2-12 感染性廃棄物処理機器（焼却炉ならびに滅菌装置・メタマイザーに限定）の整備状況 

 州 病院名 
廃棄物処理医療機材 

焼却炉 滅菌装置 

1 

サバラガムワ州 TH ラトナプラ病

院 なし。 モデル：Medivac 240-SSS 
設置年：2017 年 

概要 
- 感染性廃棄物量：1,000kg/日 
- 新病棟（600 床）の建設中（2024 年完成予定） 
- 病理廃棄物、鋭利なものおよび細胞毒性廃棄物は民間業者回収 

2 
サバラガムワ州 DGH エンビリピ

ティヤ病院 

モデル：Fuego IMS IIII 400// Boston Device 
(pvt) ltd. 
設置年：2017 年 

モデル：Medivac 240-SSS 
設置年：2018 年 

概要 - 感染性廃棄物量：1,257kg/日（クラスター10 施設含む） 

3 

中部州 BHB リキラガス

カダ病院 なし なし 

概要 
- 感染性廃棄物量：19kg/日 
- 今後クラスター22 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 57kg/日 
- Sisili Hanaro が週 1 回程度回収 

4 
西部州 BHB ミリガマ病

院 なし なし 

概要 - 感染性廃棄物量：25 kg/日 
- 今後クラスター6 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 50kg/日 

5 

南部州 DH ナクルガムワ

病院 なし なし 

概要 
- 感染性廃棄物量：0.6kg/日 
- 今後クラスター10 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 119kg/日 
- 民間業者（GFC Waste management Ltd.）が回収 

6 
ウバ州 BHA マヒヤンガ

ナ病院 
モデル：スリランカ製品 
設置年：2016 年 なし 

概要 - 感染性廃棄物量：110kg/日 
- 今後クラスター4 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 1,000kg/日

7 

北西部州 BHB プッタラム

病院 なし なし 

概要 

- 感染性廃棄物量：45kg/日 
- 今後クラスター36 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 325kg/日
- UNFPA/World Vision が 2002 年に設置した焼却炉は稼働を停止し、その

後、更新することなく現在に至る 

8 
東部州 BHA カルミュナ

イ（北）病院 
モデル：米国 
設置年：2016 年 

モデル：Medivac 240-SSS 
設置年；2018 年 

概要 - 感染性廃棄物量：220kg/日（クラスター4 施設含む） 
- 焼却炉と滅菌装置の双方が可動 

9 
北部州 DGH マナー病院 モデル：LAN CPM4 / イギリス製 

設置年：2015 年 なし 

概要 - 感染性廃棄物量：55kg/日（クラスター25 施設含む） 
- 既存焼却炉処理量：60kg/時 

10 

北西部州 TH クルネガラ病

院 
モデル：EXCS OS 12 export / イタリア製 
設置年：2021 年 

モデル：Medivac 240-SSS 
設置年：2018 年 

概要 

- 感染性廃棄物量：1,000 kg/日 
- コロンボ、キャンディーの国立病院に次ぐ規模の病院 
- 焼却炉は故障中、滅菌装置も使用せず。現在、鋭利なものと毒性細胞廃

棄物については Sisili Hanaro が回収 

11 西部州 DGH アビッサウ

ェッラ病院 
モデル：B40 / Lanka Refactories (pvt) ltd.  
設置年：2016 年 なし 
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 州 病院名 
廃棄物処理医療機材 

焼却炉 滅菌装置 

概要 - 感染性廃棄物量：981 kg/day（クラスター36 施設含む） 
- 既存焼却炉の処理能力：40kg/時 

12 
北中部州 BHA メディリジ

リヤ病院 なし なし 

概要 - 感染性廃棄物量：40kg/日 
- 今後クラスター8 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 118kg/日 

13 

西部州 BH ホマガマ病院 モデル：B40 / Lanka Refactories (pvt) ltd.  
設置年：2017 年 なし 

概要 
- 感染性廃棄物量：165 kg/day（クラスター6 施設含む） 
- クラスター施設の感染性廃棄物は Regional Director of Health Service 

(RDHS)が回収・運搬 

14 
北中部州 BHB ウェリカン

ダ病院 なし なし 

概要 - 感染性廃棄物量：10kg/日 
- 今後クラスター7 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 250kg/日 

15 
中部州 DH ガラハ病院 なし なし 

 - 感染性廃棄物量：5kg/日 
- 今後クラスター6 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 20kg/日 

16 

中部州 BHA ダンブッラ

病院 なし なし 

概要 
- 感染性廃棄物量：100kg/日 
- 機材設置用の土地がない 
- 現在、感染性廃棄物はダンブッラ市が回収 

17 
西部州 BHB ディンブラ

病院 
モデル：LBL B-30 / Lanka Refactories (pvt) ltd.  
設置年：2018 年 なし 

概要 - 感染性廃棄物量：60kg/日（クラスター15 施設含む） 
- 既存焼却炉処理能力：35 kg/時 

18 

北西部州 BHB ガルガムワ

病院 

モデル：LRL B-60 / Lanka Refactories (pvt) 
ltd.  
設置年：2016 年 

なし 

概要 

- 感染性廃棄物量：32kg/日 
- 既存焼却炉は、院内に用地がなく、約 1km 離れた自治体の固形廃棄物

処理センターの一角に設置 
- 感染性廃棄物の運搬は病院専用車輛で実施 

19 

サバラガムワ州 BHB カラワネラ

病院 
モデル：Fuego IMS IIII 400 / Boston (pvt) ltd.
設置年：2015 年 

モデル：Medivac 240-SSS 
設置年：2018 年 

概要 
- 感染性廃棄物量：100kg/日（クラスター20 施設含む） 
- 滅菌装置を中心に使用し、滅菌装置で処理できない廃棄物を焼却炉で

処理 

20 

東部州 DGH トリンコマ

リー病院 

モデル：Lanka Refactories (pvt) ltd. 
Model No: LRL B-40 
設置年：2017 年 

モデル：Medivac 240-SSS 
設置年：2017 年 

概要 
- 感染性廃棄物量：770kg/日（クラスター7 施設含む） 
- 毒性細胞廃棄物は民間回収へ委託 
- 現在、あらたに 3 棟（救急病棟、心臓病棟、腎臓病棟）を建設中 

21 
南部州 DGH ハンバント

タ病院 

モデル：Lanka Refactories (pvt) ltd. 
Model No: LRL B-40 
設置年；2018 年 

なし 

概要 - 感染性廃棄物量：210kg/日 
- 今後クラスター11 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 433kg/日 

22 
北部州 IDH キリノッチ病

院 なし なし 

概要 - 感染性廃棄物量；100kg/日 
23 西部州 BHA カルワンチ モデル：中国製品 なし 
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 州 病院名 
廃棄物処理医療機材 

焼却炉 滅菌装置 
クディ病院 設置年：2018 年 

概要 

- 感染性廃棄物量：21kg/日 
- 今後クラスター9 施設から受入予定。合計の感染性廃棄物は 95kg/日 
- 既存焼却炉は代理店がシンガポールのためサービスを受けることが困

難 
出典：調査団 

 
(2) 現地焼却炉メーカーの状況 

上述の表 2-12 で整理しているとおり、現在、調査対象病院において稼働している焼却炉の中には、ス

リランカ国産の焼却炉がある。その詳細は表 2-13 のとおりである。 

表 2-13 スリランカ国産焼却炉の詳細 

項 目 内  容 
会社 LANKA REFRACTORIES LTD 
モデル LRL – B60 

時間当たり処理能力 Up to 50 (kg/hr) 
一次燃焼室容積 1.5 (m3) 
二次燃焼室容積 2.25 (m3) 
一次燃焼室温度 850 ± 50 (OC) 
二次燃焼室温度 1,200 ± 50 (OC) 

二次燃焼室滞留時間 ≥ 2 (seconds) 
燃料消費量 12-16 (Diesel or LP Lt/ hr) 

基本寸法 2030 x 2040 x 2440 
(H x W x L in mm) 

重量 ≥ 10 (tons) 
バーナー Two 
電源 230 V, 50Hz 

写真 

 
出典：調査団 

 
2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

2-2-1-1 道路 

スリランカの道路開発庁が管理するスリランカの道路は、図 2-6 に示すとおり各地方への道路網が整備

されており、調査対象病院は首都から車両でのアクセスが可能な場所に立地している。 
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出典：Road Development Authority 

図 2-6 道路網（左：全国道路網（2019 年）、右：高速道路網（2021 年）） 

 
2-2-1-2 電力 

対象病院へのヒアリング調査によると、基本的に三相、240V の電力が各病院に供給されている。 

 
2-2-1-3 水道 

対象病院は、上水または井水による給水が整備されている。 

 
2-2-2 自然条件 

2-2-2-1 プロジェクトサイトの位置 

調査の対象は、23 の病院であり、全国の 9 の州に分布している（表 2-14 及び図 2-7）。 

表 2-14 対象医療機関（再掲） 

No. 州 分類（※） 病院 
1 サバラガムワ州 TH ラトナプラ病院 
2 サバラガムワ州 DGH エンビリピティヤ病院 
3 中部州 BHB リキラガスカダ病院 
4 西部州 BHB ミリガマ病院 
5 南部州 DH ナクルガムワ病院 
6 ウバ州 BHA マヒヤンガナ病院 
7 北西部州 BHB プッタラム病院 
8 東部州 BHA カルミュナイ（北）病院 
9 北部州 DGH マナー病院 
10 北西部州 TH クルネガラ病院 
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No. 州 分類（※） 病院 
11 西部州 DGH アビッサウェッラ病院 
12 北中部州 BHA メディリジリヤ病院 
13 西部州 BH ホマガマ病院 
14 北中部州 BHB ウェリカンダ病院 
15 中部州 DH ガラハ病院 
16 中部州 BHA ダンブッラ病院 
17 西部州 BHB ディンブラ病院 
18 北西部州 BHB ガルガムワ病院 
19 サバラガムワ州 BHB カラワネラ病院 
20 東部州 DGH トリンコマリー病院 
21 南部州 DGH ハンバントタ病院 
22 北部州 IDH キリノッチ病院 
23 西部州 BHA カルワンチクディ病院 

※TH：教育病院、DGH：県総合病院、 IDH：感染症病院、BHA：基幹病院タイプ A、BHB：基幹病院タイプ B、DH:
地区病院 
出典：調査団 

 

 
出典：調査団 

図 2-7 調査対象病院の位置 
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2-2-2-2 地形・地質 

(1) 地形 

スリランカはインド洋にあり、ベンガル湾の南西、アラビア海の南東に位置する。面積は 65,610km2 で、

最北端のジャフナ半島から南のドンドゥラ岬まで、直線で約 450km となる。 

島の北部は平坦地が続き、南部に向かうにつれて山地が多くなる。スリランカは、大きく分けると三つ

に分類できる。第一は中央部から南部にかけての山岳・高原地帯で、最高峰はピドゥルタラーガラ山 
（2,524m）で、アダムスピークも含めて、2,000m 級の山々が連なり、山麓に 1,000m 前後の高原が広がる。

第二は標高 300 - 900m の高原ベルト地帯で、山岳地帯の周辺部である。第三は海岸沿いの平地で、南西

部では狭く、北部から東部にかけては平坦な土地が広がる。雨量の多い南部の中央高地から河川が放射状

に流れ出し、最長の川はマハウェリ川（全長 335km）で、北東に流れてベンガル湾に注ぎ、海岸部に広い

沖積平野を形成している。 

 
(2) 地質 

スリランカの地質は、海岸部を除いて大半の地域が先カンブリア時代の基盤岩類から構成される。これ

らは、構成岩石の特徴により、西からワンニ岩体、ハイラインド岩体、ヴィジャヤン岩体に区分される。

ワンニ岩体は、ミグマタイト質～花崗岩質片麻岩やザクロ石黒雲母片麻岩などが多い。ハイラインド岩体

は、チャーノッカイトや花崗岩質片麻岩、泥質片麻岩のほかに、大理石や珪岩を含む。ヴィジャヤン岩体

には、花崗岩質やミグマタイト質の岩石が多い。花崗岩質片麻岩類が広く分布しており、土砂災害が多く

発生している。 

調査対象病院へのヒアリング調査では、機材設置候補地における地盤の脆弱性は確認されなかった。一

方で、エンビリピティヤ病院では、機材設置候補地は雨水の排水経路となっており、雨季には地面にぬか

るみが生じること、また過去にごみが埋め立てられていた場所であることが確認されている。 

 
2-2-2-3 気象条件 

気候は熱帯性であり高温多湿で、海岸部・低地では年平均気温 27-28℃であるが、高地の気候は冷涼で

ある。ヌワラ・エリヤ（標高約 1,890m）では年平均気温 22℃と、一年中常春のような気候である。気候

の特色はモンスーンの影響が強いことで、年 2 回の季節風である南西モンスーンと北東モンスーンに伴

い、季節に応じて降雨量が変化する。5 月から 9 月にかけての南西モンスーンの時期はヤラ期（yala）と

呼ばれ、風が山岳地帯に遮られて島の南西部に多量の雨をもたらす。特に 5-6 月は大雨で、7-9 月はやや

減少する。ヤラ期には、北部から北東部は風下になり乾燥する。10 月から 12 月は無風状態となって気団

の影響で天候は不安定になり、全島で雨の多い日々が続く。11 月から 3 月にかけての北東モンスーンの

時期は、北東部を中心に 1 月までは雨が多い。この頃、南西部は 1 年で最も雨の少ない時期になる。3-4
月は無風状態に入り、やや雨が増加する。 

参考にコロンボ市の平年値と全国の年間平均降水量分布をそれぞれ図 2-8 及び図 2-9 に示す。 
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出典：気象庁「世界の気候データツール」 

図 2-8 コロンボ市の平年値 

出典：国連国際防災戦略事務局 

図 2-9 年間平均降水量分布 

 
なお、調査対象病院においては、過去の記録によると、少なくとも過去 50 年において立地条件に起因

して常時発生するような浸水被害は確認されていない。 

 
2-3 環境社会配慮 

JICA「環境社会配慮ガイドライン（2022 年 1 月公布）」に基づく本プロジェクトのカテゴリ分類は、廃

棄物処理・処分セクターのうち大規模なものに該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断

され、かつ、同ガイドラインに掲げる影響を及ぼしやすい特性及び影響を受けやすい地域に該当しないこ

とから、「カテゴリ B」に分類された。 

 
2-3-1 環境社会影響を与える事業コンポーネント 

本プロジェクトにおいて想定されている事業内容は、表 2-15 のとおりである。プロジェクトの詳細は、

第 3 章で述べる。 

表 2-15 事業コンポーネントの概要 

概要 諸元 
焼却炉の調達と据え付け、土

台・屋根囲い建設 
病院の敷地内に医療廃棄物処理のための焼却炉の設置 
設置個所：15 か所 
焼却炉の処理能力 ①50kg/h, ②100kg/h の 2 機種 
今回設置する焼却炉からの排水はない 

焼却炉メーカーによる操作指導

とコンサルタントによるソフト

コンポーネント 

機材の維持管理に係る技術指導 

出典：調査団 

 
対象病院は調査対象の 23 病院から絞り込みを行い、15 病院へ焼却炉を設置することになった。対象の

15 病院では 1 日に 10kg～1,000kg の医療廃棄物量がある。これらの病院では、現地調査時点において、
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地中への埋設、野焼き、焼却炉処理、滅菌装置処理などの方法により医療廃棄物の処理を行っている。病

院内には廃棄物処理を行うオペレーターがおり、整備される焼却炉もこのオペレーターが操作を行うこ

とになる。なお、絞り込みにあたっては、院内に設置する空スペースがあることを絶対条件とした。従い

本プロジェクト対象エリアにおいては、土地取得、非正規居住者を含む住民移転は発生しない。 

また、焼却炉の設置場所の選定に当たっては、病院内の施設への影響や、周辺住民への影響が最小限と

なるように考慮し決定した。各病院の焼却炉の設置位置、病院内の施設位置、病院周辺の住宅及び商業施

設などの位置を示した図を添付資料に示している。 

 
2-3-2 ベースとなる環境社会配慮の状況 

(1) 自然環境 

環境大臣は、官報に掲載された命令により、環境的に重要または脅威にさらされている、または保護の

必要性が高い地域を、国家環境法（National Environmental Act : NEA）24（c）および 24 の規定に基づいて

環境保護地域として宣言している。中央環境庁（Central Environmental Authority : CEA）は、以下の条件に

適合する地域/場所を特定し、環境保護地域に指定している。 

 独特な特徴を持つ生態系 （生物多様性の高い地域、固有種または絶滅危惧種の花や動物からなる地

域） 
 景観的、地理的または地理的に重要であり、美的価値のある場所 （滝、温泉、石灰岩を含む洞窟） 
 水文学的に重要な場所（湿地、集水域、重要な水路、湖） 
 観光名所のある風景（ビーチ、山脈、川） 
 事故の危険性が高い土地（地すべりが発生しやすい地域、侵食されやすい地域） 
 科学的に重要なエリア/風景 
 洪水の保持に重要な地域 
 他の法令に基づいて宣言された環境的に重要な地域の緩衝地帯 
 他の機関のマスタープランによって保護/保護されていると特定されたエリア、他の法令または科学

的研究によって保護することが推奨されている地域  
 他のプログラムの下で保護/保護するために特定された、または科学的研究によって特定された領域

（ラムサール地域）  
 
なお、環境保護地域内での規定された活動を行う際に従うべき条件は、関連する官報に明確に記載され

ている。CEA のよって設定されている環境保護地域は以下の 9 地域がある。 

① Lake Gregory Environmental Protection Area 
② Muthurajawela Environmental Protection Area 
③ Maragala Mountain Environmental Protection Area 
④ Talangama Environmental Protection Area 
⑤ Knuckles Environmental Protection Area 
⑥ Walauwewatte Wathurana Environmental Protection Area 
⑦ Bolgoda Environmental Protection Area 
⑧ Hanthana Environmental Protection Area 
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⑨ Warathenna - Hakkinda Environmental Protection Area 
 
事業対象の 15 病院から近隣の環境保護地区および周辺の主な水源への距離は表 2-16 の通り。保護地区

への距離はもっとも近い病院で 4.5km、遠い病院では 100km 以上離れている。また、事業地周辺の水源

としては河川、湖、沼などがある。対象病院のうち、最も水源に近いミリガマ病院でも、水源まで 15m 離

れている。その上、今回設置予定の焼却炉は排水を伴わないため、水質汚染の問題はない。 

表 2-16 環境保護地区から対象病院までの距離と周辺の水源 

出典：CEA 

州 分類 病院名 

設置予定地か

ら保護地まで

の距離(km) 

周辺の水源 

設置予定地か

らの水源まで

の距離(m) 

サバラガムワ州 TH ラトナプラ病院 22 Kalu River 500

サバラガムワ州 DGH エンビリピティヤ病院 80 Chandrika Lake 1250

中部州 BHB リキラガスカダ病院 14 Paddy Fields 500

西部州 BHB ミリガマ病院 37 Paddy Fields 15

南部州 DH ナクルガムワ病院 92 Indian Ocean 500

ウバ州 BHA マヒヤンガナ病院 4.5 Willuwa Lake 450

北西部州 BHB プッタラム病院 105 Water Pond 450

北部州 DGH マナー病院 177 Indian Ocean 2500

北西部州 TH クルネガラ病院 34.6 近隣になし －

西部州 DGH アビッサウェッラ病院
29

Seetahawaka 

River 
850

北中部州 BHA メディリジリヤ病院 66 Paddy Fields 312

北中部州 BHB ウェリカンダ病院 55 Paddy Fields 300

東部州 DGH トリンコマリー病院 118 Indian Ocean 170

南部州 DGH ハンバントタ病院 
83

Lagoon(Karagan 

Lewaya) 
2600

北部州 IDH キリノッチ病院 

200

Lake 

(Kanakambikal 

Kulam) 

780
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出典：CEA 

図 2-10 環境保護 9 地区と事業対象地 

 
スリランカは、アジア地域の中で、単位面積当たりの動物（哺乳類、爬虫類、両生類、淡水魚類）及び

植物（顕花植物）の生息・生育種数が最も多く生物多様性に富んだ国であり、3,207 種の動物（表 2-17）、
3,154 種の被子植物が記録されている。  

表 2-17 動物の生息・生育数と固有種 

動物・植物綱 確認種 

陸産貝類  253

蜻蛉目(トンボ) 118

膜翅目（ハチ）  130

アリ類  194

昆虫 525

鱗翅目（蝶）  243

蜘蛛類  510

淡水カニ  51

淡水漁類  91

両生類  111

爬虫類  193

鳥類  693

哺乳類  95

出典：スリランカ第 5 次生物多様性計画 2014 

 

また、スリランカでは 359 種の絶滅危惧種が確認されており、これらの種の分布から生物多様性重要地

域（Key Biodiversity Area: KBA）が設定されている。KBA は図 2-11 に示ように中央の山岳地帯を中心に
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広く宇分布している。対象の 15 病院はこれら KBA 内には位置していないことを確認している。 

 

出典：Center for Applied Biodiversity Science at Conservation International, Arlington, VA USA 

図 2-11 KBA 分布図と事業対象地との関係 

 
スリランカは、図 2-12 に示すように降水量に基づく 4 つの主要な気候区分（ 1)湿潤地域、2)中間地域、

3)乾燥地域、4)半絶乾地域）がある。半絶乾地域の年間降水量が 1,250 mm 未満であり、乾燥地域では 1,250
～1,900mm である。半絶乾地域と乾燥地域が国土の約 6 割を占める。国土の約 19%が湿地地域にあたり、

年間降雨量は 2,500～5,000 mm となる。湿潤地域での湿度は 75～85%ととても高く、他の地域より固有の

爬虫類の割合が高い。中間地域は国土の約 22%に相当し、平均年間降水量は 1,900～2,500 mm となる。 
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出典：Department of meterology, Sri Lanka  

図 2-12 気候区分図 

 
対象病院が属する気候区分は、表 2-18 に示すとおりである。ラトナプラ病院、アビッサウェッラ病院、

ミリガマ病院は湿潤地域に属するため、工事中は雨の影響を受けやすくなる。工事計画を策定する際には

雨の影響を考慮する必要がある。 

表 2-18 対象病院が属する気候区分 

州 病院名 気候区分 

サバラガムワ州 ラトナプラ病院 湿潤地域 

サバラガムワ州 エンビリピティヤ病院 乾燥地域 

中部州 リキラガスカダ病院 中間地帯 

西部州 ミリガマ病院 湿潤地域 

南部州 ナクルガムワ病院 半絶乾地域 

ウバ州 マヒヤンガナ病院 乾燥地域 

北西部州 プッタラム病院 半絶乾地域 

北部州 マナー病院 乾燥地域 

北西部州 クルネガラ病院 中間地帯 

西部州 アビッサウェッラ病院 湿潤地域 

北中部州 メディリジリヤ病院 乾燥地域 

北中部州 ウェリカンダ病院 乾燥地域 

東部州 トリンコマリー病院 乾燥地域 
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州 病院名 気候区分 

南部州 ハンバントタ病院 半絶乾地域 

北部州 キリノッチ病院 乾燥地域 

出典：調査団 

 
地域ごとの気温差は、主に緯度ではなく高度によるところが大きい。年間の平均気温は、低地ではほぼ

均一な気温で、高地では急激に気温が低下する。標高 100 m から 150 m までの低地では、年間平均気温

が 26.5 度から 28.5 度の間で変化し、年間気温は 27.5 度である。一般的に、月平均気温に対して最も寒い

のは 1 月で、最も暖かいのは 4 月と 8 月である。年間平均気温は、沿岸低地の 27 度から中央高地（平均

海抜 1900m）の 16 度まで変化する。 

年間最高気温         年間最高気温       年間平均気温 

 
出典：Department of meterology, Sri Lanka  

図 2-13 気温分布図 

 
(2) 社会環境 

スリランカの人口は、2,216 万人（2021 年:スリランカ中央銀行）で、大別してシンハラ人（74.9%）、ス

リランカ・タミール人（11.2%）、インド・タミール人（4.1%）、ムーア人（9.3%）、その他（バーガ人、ヴ

ェッダ人）の 4 民族から構成されている。これらの民族は、歴史的背景から、民族単位でほぼまとまって

定住し、シンハラ人は、南部地域全域、スリランカ・タミール人は、北部の Jaffna 県と東部州中央部の

Batticaloa 県、インド・タミール人は、中央高地の Kandy 県、Matale 県、Muwara 県、ムーア人は、北西海

岸の Mannar 県と東部州の Ampara 県に多く見られる。 
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出典：GlobalSecurity.org 

図 2-14 民族分布図 

 
2-3-3 相手国の環境社会配慮制度・組織 

(1) 環境社会配慮に関する法令、基準、ガイドライン 

環境社会配慮に関する法令、基準とその概要を表 2-19 に示す。 

表 2-19 環境社会配慮に関する法令・基準 

分類 名称 種別 所掌機
関 発布年 概要 

環境保全 

環境保護法 （National 
Environmental Act: NEA) 

No.47 
法律 CEA 1980 環境保護全般に関する法律。保護の原則、

CEA の役割や規則などを規定している。 

NEA Amendment Act 
No.56 法律 CEA 1988 

NEA への追加事項（環境アセスメント（以下
EIA という）承認機関、スコーピング手法等に
関する事項を追記）。 

NEA Amendment Act 
No.53 法律 CEA 2000 NEA への追加事項（責任機関の明記）。 

Order published under the 
Gazette 

Notification No. 1533/16 
官報 CEA 2008 EIA が必要なプロジェクトが記載されており、

本プロジェクトは EIA 対象外である。 

Notificaton No. 2264/18 官報 CEA 2022 EPL が必要なプロジェクト追加で示してい
る。 

Order published under the 
Gazette 

Notification No. 1534/18 
官報 CEA 1994 

廃棄物管理に関する EPL の取得について、取
得が必要とされているプロジェクトが記載さ
れている。 

水質（排
水を含
む） 

Specification for Potable 
Water Quality SLS 

614:201 
官報 CEA 2015 飲料水基準について数値が示されている。 

National Environmental 
(Ambient Water Quality) 
Regulations, No. 01 No 

2148/20 

官報 CEA 2019 
６つのカテゴリを示し、飲料水として使うた
めに処理が必要な水質、灌漑用に適した水質
など飲料水以外の水質の基準を示している。 
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分類 名称 種別 所掌機
関 発布年 概要 

Amended - National 
Environmental Protection 
& Quality Regulation No 

2264/17 

官報 CEA 2022 排水の基準値について数値が示されている。 

大気質
（排気ガ
スを含
む） 

Regulations published 
under the Gazette 

Notification No. 1562/22 
官報 CEA 2008 大気質の基準について数値が示されている。 

National Environmental 
(Ambient Air Quality) 

Regulations, 1994, Gazette 
(Extraordinary) No 

1562/22 

官報 CEA 2008 排気の基準について数値が示されている。 

Stationary Sources 
Emission Control 

No.2126/36 
官報 CEA 2019 排気基準（焼却炉の排気基準を含む）につい

て数値を一部修正している。 

騒音 
Order published under the 
Gazette Notification No. 

924/12 
官報 CEA 1996 騒音基準が示されている、なお、振動につい

て基準はない。 

自然環境 

森林法 (Forest Act,) 法律 水資源
森林省

1996 森林造成、森林伐採、林産物利用、森林保護
に係る指定・管理方針を定めている。 

動植物保護法 (Fauna and 
Flora Protection Act,) 法律 CEA 1,993 動植物の商業取引の制限、動植物の生育・生

息地の保護を規定している。 
国家遺産・原生地域法 
(National Heritage and 

Wilderness Areas Act,） 
法律 CEA 1998 

自然環境保護と野生生物保護の観点から、固
有の生態系、遺伝資源、希少な動植物の保
護・管理について規定している。 

魚類及び水産資源保護法 
(Fisheries and Aquatic 

Resources Act,) 
法律 CEA 1996 内水面の水産資源の保護・管理を規定してい

る。 

海岸保全法(Coastal 
Conservation Act 

No.57/1981) 
法律 

漁業水
産資源
開発省

1981 海岸域の管理行政の枠組と海岸域での開発に
係る許認可事項を規定している。 

出典：調査団 

 
(2) EIA、環境保護ライセンスと廃棄物管理ライセンス 

EIA や初期環境調査（Initial Environmental Examination、以下、「IEE」という。）が必要とされる事業は、

官報（No.772/22,1992）に基づき 52 の事業が指定されている。このうち、廃棄物処理事業は、100t/日以上

の固形廃棄物の処理事業が対象とされている。本プロジェクトで設置する予定の医療廃棄物の焼却炉は

小型のものであり、EIA/IEE の対象とはならない。 

1990 年の環境保護ライセンス（Environmental Protection License、以下、「EPL」という。）官報 595/16 と

2008 年の改正法 1534/18 では、EPL が必要なプロジェクトが記載されており、廃棄物処理に関連するプ

ロジェクトでは以下に適用される。 

 1 日当たり 5t 以上の処理能力をもつ焼却炉 
 1 日当たり 1 万立方メートル以上の処理能力をもつ水処理プラント 
 1 日当たり 10t 以上の都市固形廃棄物とその他の固形廃棄物の堆肥化プラント 
 1 日当たり 10t 以上の固形廃棄物回収/リサイクルまたは処理プラント 
 1 日当たり 10t 以上の処理能力を有する固体廃棄物処理施設 
 すべての有毒・有害廃棄物処理施設、廃棄施設 
 有害廃棄物を生成する工業/施設における廃棄物管理ライセンス（Scheduled Waste Management 
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License、以下、「SWML」という。）で明記されたプロジェクト 
 
本プロジェクトで設置予定の焼却炉は小型のものであり、１日あたり 5t 以上の供給能力はないが、医

療廃棄物は有害廃棄物に該当するため、焼却炉を設置する病院では EPL の取得が必要となる。一方、国

家環境法（NEA）（2008 年）の改訂に伴い、焼却炉の有無に関わらず、すべての病院は、EPL と SWML を

取得しなければならない。SWML については、1996 年の EPL 改正官報 924/13、2000 年の第 1159/22、及

び 2008 年の第 1533/16 において規定されている。ただし法的違反に対しては、通常、法的措置が必要で

あるが、違反に対する罰則に関する条項は制定されていない。 

法令に基づいた規定はないが CEA では、環境に影響を及ぼす可能性のある事業については、事業者が

CEA に対して事業実施前に環境基準適合証（Environmental Recommandation、以下、「ER」という。）の申

請・取得を強く推奨している。CEA へのヒアリングでは、本プロジェクトでも事業開始時に対象病院が

ER の申請を行うよう指導されている。 

本プロジェクトの実施に当たっては EIA/IEE の実施は必要ないが、事業開始時に ER、焼却炉の稼働後

に EPL と SWML の取得が必要となる。 

 
(3) EIA に関するスリランカ国内法と JICA ガイドラインとの相違 

スリランカの EIA 法制度と JICA 環境社会配慮ガイドラインを比較した場合、大きな乖離は見られなか

った。表 2-20 に JICA ガイドラインとスリランカの EIA 法制度を比較した。 

表 2-20 JICA 環境ガイドラインとスリランカ法制度の比較 

項目 JICA環境ガイドライン スリランカEIA法制度 
ギャップの有無と本プロジェク

トでの対応方針 

基
本
的
事
項 

プロジェクトを実施するに当たって、

その計画段階で、プロジェクトがもた

らす環境や社会への影響について、で

きる限り早期から調査・検討を行い、こ

れを回避・最小化するような代替案や

緩和策を検討し、その結果をプロジェ

クト計画に反映しなければならない。 

事業主が事業計画の早期の段階で

EIAを実施することを推奨する。

IEE/EIAは、影響を最小化するための

事業の代替案、緩和策の検討する手

順であるとされている。 

ギャップ無。計画段階で、本プ

ロジェクトがもたらす環境や

社会への影響について、できる

限り早期から、調査・検討を行

い、これを回避・最小化するよ

うな代替案や緩和策を検討す

る。 
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項目 JICA環境ガイドライン スリランカEIA法制度 
ギャップの有無と本プロジェク

トでの対応方針 

情
報
公
開 

-環境社会配慮調査報告書は、プロジェク

トが実施される国で公用語または広く使

用されている言語で書かれていなければ

ならない。また、説明に際しては、地域

の人々が理解できる言語と様式による書

面が作成されねばならない。 

-環境社会配慮調査報告書は、地域住 民

等も含め、プロジェクトが実施される国

において公開されており、地域住民等の

ステークホルダーがいつでも閲覧可能で

あり、また、コピーの取得が認められて

いることが要求される。 

IEE/EIA報告書は英語、シンハラ語ま

たはタミル語で作成する。事業主は

一般公開用にシンハラ語とタミル語

の報告書を用意することが推奨さ 

れる。事業承認機関は関心のある者

に報告書のコピーの取得を常に可能

にする。 

ギャップ無。ステークホルダー

協議の資料等は英語、シンハラ

語、タミル語で作成し、住民へ

説明する。情報公開はJICA環境

ガイドラインに従い、スリラン

カ側に英文報告書を一般公開す

るように依頼する。 

カ
テ
ゴ
リ
分
類 

概要、規模、立地等を勘案して、環境・

社会的影響の程度に応じて4段階のカ

テゴリ分類を行う。 

IEE/EIAの実施が必要な事業（52業

種）を規定している。 

ギャップ有。JICA環境ガイド

ラインではカテゴリB、スリラ

ンカ制度ではカテゴリCに分

類される。スリランカ側では

IEE/EIAは実施しないがJICA

環境ガイドラインではIEEレ

ベルの環境社会対応が必要と

なる。IEEレベルの調査を実施

する。 
影
響
評
価
対
象
項
目

環境社会配慮の調査・検討すべき項目

に関して、30項目が挙げられている。 

調査項目は規定されておらず、事業

の規模とインパクトに沿ってCEAが

その調査TORを判断する。 

ギャップ有。JICA環境ガイド

ラインの30項目を基に環境社

会影響調査のTOR調査項目と

する。 

許
認
可
の
取
得 

当該国に環境アセスメントの手続制度

があり、当該プロジェクトがその対象

となる場合、その手続を正式に終了し、

相手国政府の承認を得なければならな

い。 

事業実施の前にIEE/EIA報告書の承

認を得て環境許可を取得しなければ

ならない。 

ギャップ無。IEE/EIAが必要と

された場合には保健省が本プ

ロジェクト実施前に許認可の

取得を行う必要があることを

説明する。調査団は許可の取得

状況を確認する。今回の事業は

スリランカEIA法ではEIAの取

得が必要ないので事業実施前

の環境承認の必要はない。 
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項目 JICA環境ガイドライン スリランカEIA法制度 
ギャップの有無と本プロジェク

トでの対応方針 

住
民
協
議 

特に環境に与える影響が大きいと考え

られるプロジェクトについては、プロ

ジェクト計画の代替案を検討するよう

な早期の段階から、情報が公開された

上で、地域住民等のステークホルダー

との十分な協議を経て、その結果がプ

ロジェクト内容に反映されていること

が必要である。 

EIAではスコーピング時（代替案検討

を含む）の住民協議とEIA報告書の情

報公開が定められている。IEEは報告書

の情報公開は規定なし。 

ギャップ無。 本プロジェクト

の対象病院でステークホルダ

ー協議を実施し、その結果をプ

ロジェクト内容に反映する。 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

第三者等から、環境社会配慮が十分で

ないなどの具体的な指摘があった場合

には、当該プロジェクトに関わるステ

ークホルダーが参加して対策を協議・

検討するための場が十分な情報公開の

もとに設けられ、問題解決に向けた手

順が合意されるよう努めなければなら

ない。 

EIA報告書には環境管理計画（EMP）

＆環境モニタリング計画（EMOP）が

記載され、事業実施の際には行われな

ければならない。 

ギャップ無。モニタリングは保

健省及び施工業者が主体的に

実施する。 

生
態
系
及
び
生
物
相 

プロジェクトは、重要な自然生息地ま

たは重要な森林の著しい転換または著

しい劣化を伴うものであってはならな

い。 

 

 

保護地区とその周辺等、指定された区

域での規定はあるが、区域の内外を含

めた広範囲での規定ない。 

ギャップ有。JICAガイドライ

ンに従い、本プロジェクトが重

要な自然生息地、または重要な

森林の著しい転換または著し

い劣化を伴わないように配慮

する。 

先
住
民
族 

プロジェクトが先住民族に及ぼす影響

はあらゆる方法を検討して回避につと

めなければならない。このような検討

を経ても回避が可能でない場合には影

響を最小化し、損失を補填するために、

実効性のある先住民族のための対策が

講じられなくてはならない。 

該当する規制はない。 

 

 

ギャップ有。本プロジェクトの

対象では先住民族はおらず、影

響は想定されない。 

出典：調査団 

 
(4) スリランカの用地取得・住民移転制度と JICA ガイドラインの比較 

スリランカの用地取得と住民移転に関する法制度の比較と本プロジェクトでの対応方針を表 2-21 に示

す。なお、本プロジェクトでは、機材設置場所が病院内の空地があることが実施条件であるため用地取得、

住民移転は発生しない。 
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表 2-21 JICA 環境ガイドラインとスリランカ法制度の比較（用地取得、住民移転） 

No 
JICA環境ガイドライン スリランカ関連法規・政策 

ギャップの有無と本プロジェク

トでの対応方針 

１ 

非自発的住民移転及び生計手段の喪失

は、あらゆる方法を検討して回避に努

めねばならない。 

代替案検討による住民移転の回避・

軽減を求めている。 

ギャップ無。あらゆる方法を検

討して非自発的住民移転及び

生計手段の喪失を回避する。 

2 

このような検討を経ても回避が可能でな

い場合には、影響を最小化し、損失を補

償するために、対象者との合意の上で実

効性ある対策が講じられなければならな

い。 

被影響者の移転先、生計損失の補償

や回復の選択に関して、早期の段階

から関与することを求めている。 

ギャップ無。影響を最小化し、損

失を補償するために、対象者と

の合意の上で実効性ある対策を

講じる。 

3 非自発的住民移転及び生計手段の喪失の

影響を受ける者に対しては、相手国等に

より、十分な補償及び支援が適切な時期

に与えられなければならない。 

移転後の収入は確保されるとともに生

計回復されるべきという規定があるが

時期に関しては記載がない。 

ギャップ有。移転費用及び生計

回復に関してはギャップがない

が、時期に関しては補償金が事

前に支払われること以外、記載

がなくギャップがある。JICAガ

イドラインに従い、相手国等に

より、十分な補償及び支援が適

切な時期に与えられるようにす

る。 

4 補償は、可能な限り再取得価格に基づ

き、事前に行われなければならない。 

再取得価格による補償の規定があり、

また再取得価格による補償を求めてい

る。 

ギャップ無。補償は、可能な限り

再取得価格に基づき、事前に行

う。 

5 補償や支援は、移転前に行われなければ

ならない。 

補償は移転前にされるべきと規定があ

る。 

ギャップ無。補償や支援は、移転

前に行う。 

6 大規模非自発的住民移転が発生するプロ

ジェクトの場合には、住民移転計画が、

作成、公開されていなければならない。 

20 世帯以上が影響を受ける場合、住

民移転計画（  Resettlement Action 

Plan：RAP）作成を義務付けている。

ギャップ有。計画の作成は義務

付けられているものの公開につ

いては記載がない。JICAガイド

ラインに従い、大規模非自発的

住民移転が発する場合には住民

移転計画を作成、公開する。 

7 住民移転計画の作成に当たり、事前に十

分な情報が公開された上で、これに基づ

く影響を受ける人々やコミュニティとの

協議が行われていなければならない。 

住民移転計画の作成に当たり、関係住

民との協議を求めている。 

ギャップ無。事前に十分な情報

を公開しこれに基づき影響を受

ける人々やコミュニティとの協

議を行う。 



 スリランカ国感染性廃棄物管理改善計画 
                                               準備調査報告書 

46 

No 
JICA環境ガイドライン スリランカ関連法規・政策 

ギャップの有無と本プロジェク

トでの対応方針 

8 協議に際しては、影響を受ける人々が理

解できる言語と様式による説明が行われ

ていなければならない。 

報告書はシンハラ語、タミル語、英語

で作成され、公開の対象としている。

協議の際の使用言語に関する規定は

ないが、通常、シンハラ語及びタミル

語で実施されている。 

ギャップ無。協議に際しては、シ

ンハラ語及びタミル語で実施す

る。 

9 非自発的住民移転及び生計手段の喪失に

係る対策の立案、実施、モニタリングに

は、影響を受ける人々やコミュニティの

適切な参加が促進されていなければなら

ない。 

地方行政機関が住民移転に伴う計

画、実施モニターに参加する旨の規

定がある。 

ギャップ無。モニタリングでは、

影響を受ける人々やコミュニテ

ィの適切な参加を促進する。 

10 影響を受ける人々やコミュニティからの

苦情に対する処理メカニズムが整備され

ていなければならない。 

プロジェクト単位の苦情処理メカニ

ズムの構築を求めている。 

ギャップ無。苦情に対する処理

メカニズムを整備する。 

11 被影響住民は補償や支援の受給権を確立

するため、初期ベースライン調査を通じ

て特定・記録される。これは補償や支援

等の利益を求めて不当に人々が流入する

ことを防ぐため、可能な限り事業の初期 

段階で行われることが望ましい。 

カットオフデートに関する規定がある

ものの初期ベースライン調査を通じた

受給者の規定はない。 

ギャップ有。JICAガイドライン

に従い、被影響住民は補償や支

援の受給権を確立するため、初

期ベースライン調査を通じて特

定・記録する。 

12 補償や支援の受給資格者は、土地に対す

る法的権利を有する者、有していないが

権利を請求すれば当該国の法制度に基づ

き権利が認められる者、占有している土

地の法的権利及び請求権を確認できない 

ものとする。 

土地の権利を持たない影響住民も補

償対象とすべきとしている。 

ギャップ無。土地の権利を持た

ない影響住民も補償対象とす

る。 

13 移転住民の生計が土地に依存している場

合は土地に基づく移転戦略に重きを置

く。 

移転に際しては、代替地の提供を基

本とし、代替地の調達が不可能な場

合現金補償するとしている。 

ギャップ無。土地に依存した生

計手段を持つ者に対する補償を

優先する。 

14 移行期間の支援を行う。 移行期間の支援に言及している文書

は無い。 

ギャップ有。JICAガイドライン

に従い、以前の生活水準回復ま

での移行期間に対する支援を行

う。 

15 移転住民のうち、社会的な弱者、特に貧

困、土地を所有しない者、老人、女性、

子供、少数民族、先住民族について 

は特別の配慮を行う。 

社会的な弱者、特に貧困、土地を所有

しない者、老人、女性、子供、少数民

族、先住民族などのグループへの支援

を規定している。 

ギャップ無。社会的弱者に対し

特に配慮を行う。 



 スリランカ国感染性廃棄物管理改善計画 
                                               準備調査報告書 

47 

No 
JICA環境ガイドライン スリランカ関連法規・政策 

ギャップの有無と本プロジェク

トでの対応方針 

16 200 人未満の住民移転または用地取得を

伴う場合には要約版移転計画を策定す

る。 

20 世帯未満で要約版移転計画書を作成

する方針となっている。 

ギャップ無。小規模の非自発的

住民移転に対しては簡易RAPを

作成する。 

出典：調査団 

 
2-3-4 代替案の検討 

プロジェクトの対象となった 15 病院の既存の廃棄物処理機材は、適切な医療廃棄物の処理ができない、

あるいは、出来ても医療廃棄物量に対して処理量が追いついていない。焼却炉での処理には、適切な温度

管理及び排気ガス処理が必要であり、老朽化した焼却炉にはそれらの機能が備わっていない。さらに医療

廃棄物量が処理能力を上回っている場合には、未処理の感染性廃棄物を含む医療廃棄物が院内に山積さ

れることとなり、感染性病原体への曝露リスクにつながる。そのため病院で発生する医療廃棄物を適切に

処理することは重要である。本プロジェクトを実施しない場合は、引き続き野焼きや機能の不十分な焼却

炉あるいは老朽化した焼却炉での処理が行われ、医療廃棄物を適切に処理できない状況が続くことにな

る。焼却炉を設置することにより、焼却炉からの排気による大気汚染や、焼却灰の飛散による近隣の水源

汚染のリスクにより環境への負のインパクトが想定されるが、緩和策を講じることにより環境への負荷

を最小限にすることが可能である。 

なお、焼却炉の代わりに滅菌装置を設置する場合は、大気汚染の影響が少ない。一方で、安定した電力

の供給と焼却炉に比べると高度な現場での機材維持管理が必要となる。また、処理後の残渣量は処理前に

比べて減らないため、滅菌後の処分についても対策が必要である。 

表 2-22 プロジェクトの代替案 

項目 第１案 第２案 本プロジェクトを実施し
ない案 

代替案の種類・概要 病院内に焼却炉の設置し廃棄
物を処理する。 

病院内に滅菌装置を設置し廃
棄物を処理する。 

医療廃棄物が適切に処理
されない状況が継続する。

技術的視点 廃棄物の量の削減、および高温
処理技術によりダイオキシン
の発生を防ぐことができる。一
方、不適切な操作や燃料の供給
が十分でない場合には煙や臭
いの問題がある。 

滅菌処理により医療廃棄物を
処理する。焼却炉のように処
理後で廃棄物の容量が減るこ
とはなく、滅菌後の残渣の処
分に問題がある。また、安定
した電力供給がないと使用が
制限される。保守・運用は焼
却炉より難しい。 

現状は野焼きや簡易焼却
炉を使って医療廃棄物を
処理している。 

環境影響 汚染 影響：中(-)  
焼却炉の運転のため大気汚染
や騒音などの影響は他の場合
に比べて比較的大きくなる。 

影響：小(-) 
大気汚染や騒音などの影響が
少ない。 

影響：大(-)  
焼却温度も調節されてお
らず、ダイオキシンなどが
発生している。 

自 然 環
境 

影響：小(-) 
自然環境への影響は少ない。 

影響：小(-) 
自然環境への影響は少ない。

 

社 会 環
境 

影響：中(+) 
現在使用されている古い焼却
炉は煙や臭いの問題を引き起
こし、近隣住民から苦情がでて
いる。新しい焼却炉は、この問
題を回避することができ社会

影響：小(-) 
処理中に刺激臭のような強い
臭いを発生し、作業員の労働
環境に影響する。 

影響：中(-) 
既存の焼却炉は煙や臭い
の問題を引き起こし、近隣
住民から苦情がでている。
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項目 第１案 第２案 本プロジェクトを実施し
ない案 

環境へのプラスの影響をもた
らす。 

操作上の留意点 不完全燃焼による、煙や臭いを
防ぐため機器の適切な操作を
行い、定期的なメンテナンスを
実施し、熟練した（訓練を受け
た）オペレーターにより運用す
る。 

新しい技術であるため操作や
メンテナンスの難しさがあ
る。また処理した後の残渣の
処理方法が確立されておら
ず、稼働を停止している病院
もある 

 

評価 この案を採用する。 機器の維持管理が難しく、現
地の電力状況を考慮し採用し
ない。また、スリランカ保健
省からも滅菌装置は希望しな
い旨の要求があった。 

採用しない。 

出典：調査団 

 
2-3-5 スコーピング 

事業に対する環境影響のスコーピングが行われ、既存の資料に基づく調査が実施された（表2-23参照）。

環境汚染面では、工事中の周辺環境への騒音の配慮を要するほか、供用時には焼却炉からの排ガスによる

大気汚染、焼却灰による水質汚染などが危惧されるが、温度管理及び排ガス処理が可能な機材を用いて、

適切に処理することで、特に大きな影響は想定されない。社会環境の面では焼却炉が導入されることによ

り、これまで旧式の焼却炉により適切に処理することができなかった医療廃棄物が適切に処理すること

ができるようになり、病院内及び周辺住民への健康被害のリスクを軽減することができる。 

表 2-23 スコーピング結果 

 No. 
環境項目  

(JICA ガイドラ
インより) 

評点 
評価理由 

工事中 供用時

環
境

汚
染

 

1 大気汚染    
工事中：建設機械の使用により、大気質に対する一時的な負の影響

が予想される。 
供用時：焼却炉自体は小型であるが、稼働により周辺の空気の質が

影響を受ける可能性がある。 

2 水質汚濁   
工事中：工事は焼却炉の据え付けのみであり水質に対する影響は予

想されない。 
供用時：焼却灰による近隣の水源が影響を受ける可能性がある。 

3 廃棄物（掘削土
を含む）    

工事中：廃土や伐採などの建設廃棄物の発生は想定されないが工事

中の労働者のごみや建設工事で発生する固形廃棄物の増加が予想さ

れる。 
供用時：病院内で廃棄物管理が行われているため、地域及び病院内

での廃棄物への影響は想定されない。 

4 土壌汚染   

工事中、供用時：設置する焼却炉からの汚水の排水はないが機材の

整備不良による運転中のオイル漏れの発生は懸念されるが土台はコ

ンクリートであるため直接土壌への汚染は予想されない。従って焼

却炉の設置及び稼働によって引き起こされる、土壌への影響は想定

されない。  

5 騒音・振動    
工事中：クレーンの操作に関連して、建設エリアの騒音レベルの増

加が想定される。 
供用時：焼却炉の稼働によって引き起こされる周辺地域への騒音の

影響が想定される。 

6 地盤沈下   工事中、供用時：事業に地下水のくみ上げ等、地盤沈下を引き起こ

す活動は含まれておらず、周辺環境への影響は想定されない。 

7 悪臭   工事中、供用時：院内で廃棄物管理が行われ、医療廃棄物は保管さ
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 No. 
環境項目  

(JICA ガイドラ
インより) 

評点 
評価理由 

工事中 供用時

れ、処理されているため、本プロジェクトで悪臭を引き起こす可能

性はない。 

8 底質   工事中、供用時：事業に、底質の悪化を引き起こす活動は含まれて

おらず、周辺環境への影響は想定されない。 

自
然

環
境

 

9 保護区域   工事中、供用時：事業地周辺に法令により保護地域はなく、特に影

響は想定されない。 

10 生態系   工事中、供用時： 供用時には焼却炉からの排ガスにより周辺の生態

系への影響が想定される。 

11 水文   工事中、供用時：焼却炉の設置と稼働によって引き起こされる、こ

の地域の環境に対する水文学的な悪影響は想定されない。 

12 地形・地質   
工事中、供用時：焼却炉の設置と稼働によって地域の地形変化は想

定されない。また、注目すべき/保護された地形的および地質学的な

場所は確認されていない。 

社
会

環
境

 

13 非自発的住民移
転   

工事中：本プロジェクトにおいて非自発的住民移転は発生しない。

供用時：非自発的住民移転に関連する影響は想定されない。 

14 貧困   
工事中：据え付け工事は5名程度で行う小規模工事でありその地域で

の就業機会の増加は想定されない。 
供用時：影響は想定されない。 

15 先住民族    
工事中：病院周辺には先住民族はいないため影響は想定されない。

供用時：病院周辺には先住民族はいないため影響は想定されない。

16 雇用や生計手段
等の地域経済   

工事中：据え付け工事は5名程度で行う小規模工事でありその地域で

の就業機会の増加や生計改善は想定されない。 
供用時：地域のビジネスへの影響は想定されない。 

17 土地利用や地良
い資源利用   

工事中：工事による土地利用などへの影響は想定されない。 

供用時：焼却炉の稼働により土地利用などへの影響は想定されない。

18 水利用（日常的
利用）   

工事中：工事により水利用へのアクセスは制限されない。 
供用時：運用段階における影響は特に想定されない。 

19 
既存の社会イン
フラや社会サー

ビス 
   

工事中：組み立て作業が主体であるため機材搬入後は工事車両が行

き来することはないため通行制限による緊急時サービス、公共施設

への住民のアクセスへの影響は想定されない。 
供用時：焼却炉導入により、医療廃棄物が適切に処理され、病院で

の汚染リスクは低減することが期待される。 

20 

社会関係資本や
地域の意思決定
機関等の社会組

織 

  

工事中、供用時：本プロジェクトによる現地の意思決定機関への特

定の影響は想定されない。  

21 被害と便益の偏
在   

工事中、供用時：本プロジェクトでは、焼却炉導入による、医療廃

棄物の適切な処理が期待されており、利益と損害の不均衡な分配に

対する特定の影響は想定されない。 

22 地域内の利害対
立   工事中、供用時：本プロジェクトによって引き起こされる地域にお

ける大きな利益相反は想定されていない。 

23 文化遺産   工事中、供用時：プロジェクトサイトには、法的に指定された特定

の宗教的および文化的遺産はない。 

24 景観   工事中、供用時： プロジェクトサイトには、法的に指定された特定

の景観はない。 

25 ジェンダー   

工事中、供用時：工事は病院内の空き地で行われるが院内には看護

師や従業員として女性が従事している。また、女性の患者も来院す

る。工事中は工事場所周辺には女性を含め、立ち入りを工事関係者

に制限する。従い、焼却炉の設置作業にあたってジェンダーへの影

響は想定されない。また、供用時では本プロジェクトは、男女を問

わず国民を対象とする医療施設内の焼却炉整備であるため、ジェン

ダーに係る影響は特に想定されない。 
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 No. 
環境項目  

(JICA ガイドラ
インより) 

評点 
評価理由 

工事中 供用時

26 子供の権利   
工事中、供用時：本プロジェクトは子供を含めた国民を対象とする

医療施設内の焼却炉整備であり、工事は5名程度行う小規模工事で子

供が従事することは無く、子供への影響は特に想定されない。 

27 HIV/エイズ等の
感染症   工事中、供用時： 5名程度で行う据付工事であり、外部労働者の流

入により、感染のリスクが増加する可能性はない。 

28 労働環境   

工事中、供用時：5名程度の労働者が行う短期間での機材の据え付け

工事であり、労働者はメーカーからの派遣であり短期的な雇用では

ないため、労働環境は保護、補償されている。供用時では院内の医

療廃棄物処理施設で働いている病院に雇用されている労働者が機材

を使うことになるため、労働環境の影響は想定されない。 

そ
の

他
 29 事故    

工事中：工事中の労働災害への配慮が必要である。 

供用時： 焼却炉稼働に際して事故のリスクがあるが、半自動のごみ

投入装置を設置することでリスクを低減している。 

30 越境の環境及び
気候変動   

工事中、供用時：関連施設の運用に起因する、国境を越えた影響お

よび気候変動に関連する悪影響は特に想定されない。 

出典：調査団 

 
2-3-6 環境社会配慮調査の TOR 

スコーピング結果に基づき、主要な環境社会配慮項目に関する調査項目及び調査方法を表 2-24 に示す

ように設定した。本プロジェクト内容は焼却炉の小規模な設置工事であるため、調査方法は機器をつかっ

た環境測定（大気測定、水質測定、騒音測定など）などは行わず、既存データおよび環境団員による対象

病院及びその周辺での聞き取り調査とした。なお、2-3-11 で後述の通り、モニタリングのベースラインと

して騒音測定を行っている。 

表 2-24 調査項目と調査方法 

分類 環境項目 調査項目 調査方法 

環境汚染 

1.大気汚染 関連環境基準 
大気質の現状 

既存資料調査（大気環境基準の入手） 
対象病院周辺での聞き取り調査による大気質の影響予

測、焼却炉メーカーからの排気ガスデータから供用時の

環境予測を行う。 
ベースラインデータとして、一部の病院周辺で大気質を

測定する。 

2.水質汚濁 関連環境基準 
水質の現状 

既存資料調査（水質基準と排水基準の入手） 
対象病院周辺での水源調査と水質の聞き取り調査によ

る影響予測を行う。 

3.廃棄物 
工事内容の確認 
病院での一般廃棄物の

処理状況 

工事業者より工事中に発生する一般廃棄物量を確認し

影響予測を行う。 
院内の一般廃棄物の処理状況を確認し、工事による一般

廃棄物が処理可能かを確認する。 

5.騒音・振動 関連環境基準 
騒音・振動の現状 

既存資料調査（騒音基準の入手） 
対象病院周辺での騒音・振動についての聞き取り調査に

よる影響予測を行う。 
ベースラインデータとして病院の騒音調査を実施する。

自然環境 10.生態系 生態系の確認 
排ガス量の確認 

既存資料調査（the national red list of sri lanka）により事

業地周辺の絶滅のおそれのある生物の確認により影響

予測を行う。 
焼却炉メーカーからの聞き取りによる設置予定の焼却

炉の排ガス量の確認とその生態系への影響予測を行う。
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分類 環境項目 調査項目 調査方法 

社会環境 19.既存の社会インフ

ラや社会 
事業で影響を受けると

みられる施設 インフラ施設調査による影響予測を行う。 

その他 29.事故 工事内容、焼却炉構造と

仕組み 
工事業者からの工事内容の聞き取りによる事故の影響

予測、焼却炉による事故予測を行う。 
出典：調査団 

 
2-3-7 影響評価 

現時点で確認された事業において想定される環境上の影響（暫定版）を表 2-25 に示す。調査結果は評

価理由に追記した。プロジェクトでの整備が想定されている焼却炉は、処理能力が最大 100kg/時程度の

小型焼却炉である。スリランカの法令では、このような小型焼却炉は EIA や IEE の対象外となっている。

ただし、各対象病院は事業開始時に ER を取得する必要がある。さらに、焼却炉の稼働後に EPL と SWML
を取得し、毎年更新する必要がある。更新に当たって、各対象病院では焼却炉の排ガスを測定する必要が

ある。ER 及び両ライセンスともに、申請から取得までの期間は約 3 ヶ月である。既に保健省から対象病

院に対して、ER の取得指示が出され、各病院が申請の手続きを進めているところである。 

表 2-25 環境影響評価 

 No. 
JICAガイドラ
インにおける
環境項目  

スコーピング 評価 
評価理由（調査結果） 

工事中 供用時 工事中 供用時

環
境

汚
染

 

1 大気汚染     D B- 

工事中：工事は 5 名程度行う焼却炉の据え付けのみで
あり、使う重機もクレーンのみであり、大気質に対する
影響は予想されない。 
供用時：焼却炉が適正に稼働しない場合には周辺の空
気の質が影響を受ける。ただし、ガスの発生量は、自動
車数台程度と少なく、煙突もあるためすぐに希釈して
しまう。 

2 水質汚染    N/A D 

工事中：工事は焼却炉の据え付けのみであり水質に対
する影響は予想されない。 
供用時：スコーピング時には焼却灰による水質汚染が
想定されたが、病院内のピットに灰を処理することに
より周辺の水環境への影響は想定されない。また対象
地域周辺に汚染対象となる水源（河川、湖沼は）存在
しない。 

3 廃棄物    D N/A 

工事中：工事中には労働者のごみや建設工事で発生す
る固形廃棄物の増加が予想されたが、病院内で発生す
る一般廃棄物は民間業者によって収集されることが確
認され、同様に処理することができるため廃棄物によ
る工事中の廃棄物の影響は想定されない。 

5 騒音・振動     B- B- 

工事中：建設中は重機（クレーン）による機材の据え付
け工事を行うため騒音レベルの増加が想定される。 
供用時：焼却炉の稼働によって引き起こされる周辺地
域への騒音の影響が想定される。 

自
然

環
境

 

10 生態系    N/A D 

供用時：設置工事は院内の空き地で行われ、設置は各病

院で小型焼却炉 1 台であるためであるため排ガス量も

小さく、既存生態系への影響は想定されない。また院内

では医療廃棄物管理が行われており、廃棄物は適正に

処理されており生態系への影響はない。また、工事中は

動物の立ち入らないように囲いをし、供用時にも焼却

炉の周辺には動物が立ち入らないようにフェンス設置

などの配慮をするため影響はない。 

社
会

環

境
 

19 
既存の社会イ
ンフラや社会
サービス 

   N/A B+ 

工事中：5名程度で行う据付工事であるため、機材を
搬入後は工事車両が行き来することはないため通行制
限による緊急時サービス、公共施設への住民のアクセ
スへの影響は想定されない。 
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 No. 
JICAガイドラ
インにおける
環境項目  

スコーピング 評価 
評価理由（調査結果） 

工事中 供用時 工事中 供用時

供用時：焼却炉導入により、医療廃棄物が適切に処理
され、病院での汚染リスクは低減することが期待され
る。 

そ
の

他
 

29 事故     B- B- 

工事中：クレーンを使い、重量物を扱うため重量物落
下などによる事故に注意が必要。 
供用時：半自動のごみ投入装置を設置することでリス
クを低減しているが焼却炉は高温になるため操作ミス
によるケガを防ぐ必要がある。 

注) 評点:  
A +/-：重大な正（＋）又は負（－）の影響が予測される。 
B +/-：ある程度の正（＋）又は負（－）の影響が予測される。 
C +/-：影響の程度が不明である（さらなる検討が必要であり、影響は調査の進捗が進むにつれて明らかとなる）。 
D：影響はないと予測される。 
N/A: スコーピングで D としたため、影響評価は実施していない。 
出典：調査団 
 

2-3-8 緩和策及び緩和策実施のための費用 

上記の負の影響を回避、最小化、排除、または軽減する可能性のある緩和策を、計画、建設、運用の各

段階で検討し、プロジェクトが付随する環境影響を最小限に抑えて目的を達成できるようにした。さら

に、環境管理計画（Enviromental Management Plan:EMP）では、緩和策とモニタリング、および実施組織、

責任組織、監督組織それぞれの役割は表 2-26 に示すとおりである。 

表 2-26 環境管理計画（案） 

 No. 

JICAガ
イドラ
インの
影響項

目 

主要な緩和策 責任 

費用 
工事中 供用時 実施機関 担当機関 

環
境
汚
染

 

1 大 気 汚
染 

 [焼却炉からの排気ガス]
 ダイオキシン等の発

生を防ぐため焼却温
度を 800℃以上にな
るように適切な操作
を行う。

業者及び
病院 
 

保健省 機材には排気ガス対策
がされているため追加
で費用は発生しない。 

5 騒音・
振動 

[建設騒音] 
 低騒音機器の選択 
 重機の夜間作業を

避ける。 
 建設スケジュール

の周辺コミュニテ
ィへの連絡。 

[焼却炉からの騒音] 
 焼却炉に低騒音タイ

プの送風機を設置す
る。 

 焼却炉の送風機に防
音ボックスを設置す
る。

業者及び
病院 
 

保健省 機材には防音対策がさ
れているため追加で費
用は発生しない。 

そ
の
他

 

29 事故 [クレーン操作による
事故] 
 現場付近は一般人

が立ち入らないよ
うに囲いをする。 

 クレーン操作時に
は積み荷の下に入
らないなど安全管
理を徹底する。 

[焼却炉操作による事故]
 
 操作指導を行い、オ

ペレーターが適切に
操作できるようにす
る。 

 操作マニュアルを準
備する。 

業者及び
病院 
 

保健省 工事費に含む。 

出典：調査団 

 

2-3-9 環境管理計画・モニタリング計画 

調査結果に基づき、環境モニタリング計画（Enviromental Monitoring Plan: EMoP）案を表 2-27 のように
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作成した。スリランカ国内での測定機材の入手可能性や能力を考慮し、現実的な方法とした。測定結果を

分析しモニタリング頻度及び項目を見直す。 

表 2-27 環境モニタリング計画（案） 

環境項目 項目 モニタリ

ング方法 

モニタリ

ング地点/
場所 

頻度（期

間） 参考基準 実施機関 責任/監督機

関 
費用負担機

関 

工事中        
騒音・振動 騒音レベル 現地測定 各病院の

据え付け

工事現場1
点と近隣

の住宅地

付近1点の

計2点 

毎日 スリラン
カ環境基
準 

業者 保健省   
および 
設置する病

院 

建設費に含

む 

事故 事故やニア

ミスの記録 
業者から

報告書 
 毎日  業者 保健省   

および 
設置する病

院 

建設費に含

む 

供用時 
大気汚染 CO, NOx, 

SO2 
サンプル

採取、実

験室分析

（検査機

関に依頼

して行

う。） 

焼却炉の

排気より

直接採取 

1回/ 年 
（3年
間） 

スリラン
カ環境基
準 

保健省 保健省   
および 
設置する病

院 

保守契約に

含む 

騒音・振動 騒音レベル 現地測定 焼却炉稼

働中に病

院周辺 

1回/ 年 
（3年
間） 

スリラン
カ環境基
準 

保健省 保健省   
および 
設置する病

院 

保守契約に

含む 

事故 操作ミスに

よる事故記

録 

操作報告

書 
 1回/ 年 

（3年
間） 

保健省 保健省   
および 
設置する病

院 

維持管理費

に含む 

出典：調査団 

 
2-3-10 環境管理計画及び環境モニタリング計画の実施体制案 

上述の環境管理計画及び環境モニタリング計画を効果的に実施するため、関連組織の実施体制を表 2-28
のように提案する。また、工事中と供用時の実施体制図（案）を図 2-15 と図 2-16 に示す。 

表 2-28 工事中及び供用時（焼却炉稼働中）の実施体制案 

保健省 
設置病院 

- 緩和策を講ずるため、環境管理計画の監視の責任を担う。 
- 工事前においては環境管理計画の対策が仕様に含まれているか確認をする。 
- 工事中における環境へのあらゆる損害は、施工業者と共通の責任を負う。 
- 工事中、供用時（保守期間）は業者、焼却炉メーカーが作成する環境モニタリング報告書を確認し、

必要に応じて対応を指示する。 

業者及び焼
却炉メーカ
ー 

- 工事において環境管理計画及び環境規制を適用する責任がある。環境に係る専門家を従事者に含
め、環境的な制約の遵守、及び現場での環境モニタリングを実施する。 

- 環境モニタリング報告書を作成して、保健省及び設置病院に提出する。 
- 供用時には検査機関に依頼し、環境測定を行う。 

CEA - 環境管理計画が適切に実施されているか、必要に応じてモニタリングを行う。 

出典：調査団 



 スリランカ国感染性廃棄物管理改善計画 
                                               準備調査報告書 

54 

 
工事中は業者が環境管理計画に沿って、緩和策を講じ建設を行う。コンサルタントは作業監理を行い、

業者から提出される環境モニタリング計画に沿ったモニタリング結果を JICA 及び保健省へ報告する。ま

た、保健省は CEA とも情報を共有し、問題ないことを確認してもらう。病院及び周辺住民からの問題等

があればコンサルタントが聞き取りを行い対処する。 

出典：調査団 
図 2-15 実施体制（案）（工事中） 

 
供用時では業者が保守契約に基づき排ガスと騒音の測定を行い、結果を病院へ提出する。病院は事故状

況と合わせて、モニタリング結果を保健省と CEA に共有する。また周辺住民からの焼却炉についての問

い合わせなどは病院が対応する。また、モニタリング結果は JICA とも共有する（供用後 3 年間）。 

 

出典：調査団 

図 2-16 実施体制（案）（供用時） 

 
2-3-11 モニタリングフォーム（案） 

工事中、供用時において保健省ならびに施工業者が実施するモニタリングにて使用するモニタリングフ

ォーム（案）を表 2-29 と表 2-30 に示す。なお、本プロジェクトで整備する焼却炉は小型であり、その排

ガス量は大規模モデルでも 2,500m3N/h（湿ベース）で、自家用車 4 台分程度の排ガス量である。そこで

モニタリングは 15 病院で行うが、ベースライン調査に関しては、全病院では行わず、環境負荷の度合い
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を考え、本機材での処理量が 900kg/日を超える 4 病院（ラトナプラ病院、マヒヤンガナ病院、クルネガラ

病院、アビッサウェッラ病院）にて実施するものとする。なお、ベースラインとして、焼却炉設置前には

排ガスは発生しないため、現状の大気汚染の度合いを把握する目的で大気質を測定する。 

騒音及び大気質のベースライン値を、添付資料に記載する。騒音のベースライン結果については、多く

の病院で基準値を上回っている。これらの病院では、工事中及び供用時の騒音レベルが、現地基準や国際

的基準を参考に、ベースライン調査結果を大きく上回らないよう管理する。一方、大気質は 4 病院とも基

準値を満たしていた。 

表 2-29 モニタリングフォーム（工事中）（案） 

 測定項目（単
位） 

ベースライ
ン値 

測定値（平
均値） 

測定値（最
大） 現地基準 参照した国際

的基準 
備考 

(測定場所、頻度) 

騒音・振動 騒音 dB(A)    50 50 工事現場と住宅地、
毎日 

 
 状況 
事故 （記載欄）

 
表 2-30 モニタリングフォーム（供用時）（案） 

 測定項目（単
位） 

ベースライ
ン値 

測定値（平
均値） 

測定値（最
大） 現地基準 参照した国際

的基準 
備考 

(測定場所、頻度) 

大気 
（排ガス測
定値） 

CO(mg/m3)   50 50 焼却炉からの排ガ
ス、年 1 回

NOx(mg/m3)     300 200 焼却炉からの排ガ
ス、年 1 回

SO2(mg/m3)     70 20 焼却炉からの排ガ
ス、年 1 回

騒音 dB(A)   50 50 最も近い住宅地、年
1 回 

 
 状況 
事故 （記載欄） 

 
2-3-12 環境チェックリスト 

環境チェックリストを表 2-31 に示す。 

表 2-31 環境チェックリスト 

分
類 環境項目 主なチェック事項 Yes:Y 

No :N 
具体的な環境社会配慮 

(Yes/No の理由・根拠、緩和策等) 

１
．
許
認
可
・
説
明 

(1) 
EIA及び
環境許認
可 

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポ
ート)等は作成済みか。 

(b) EIAレポート等は当該国政府により
承認されているか。 

(c) EIAレポート等の承認は付帯条件
を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。 

(d) 上記以外に、必要な場合には現地
の所管官庁からの環境に関する許
認可は取得済みか。 

(a)N 
(b)N 
(c)N 
(d)Y 

(a) 本プロジェクトではEIAレポートの作成は必
要ない。 

(b) 同上。 
(c) 同上。 
(d) ERを事業開始時に、EPL及びSWMLを焼却炉

稼働後に取得する必要がある。ERは、保健省
が対象病院に対して取得の指示を出し、各病
院が申請準備をしている。EPLとSWMLは機
材据付後に排気ガス試験を行い、申請し取得
する。 

(2) 
現地ステ
ークホル

(a) プロジェクトの内容及び影響につ
いて、情報公開を含めて現地ステー
クホルダーに適切な説明を行い、理

(a)Y 
(b)Y 

(a) 第１回目のステークホルダー会議（SHM）は
実施された。SHMでは事業内容の説明と設
置される予定の焼却炉の数とその仕様など
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分
類 環境項目 主なチェック事項 Yes:Y 

No :N 
具体的な環境社会配慮 

(Yes/No の理由・根拠、緩和策等) 
ダー
（SH）
への説明 

解を得ているか。 
(b) 住民等からのコメントを、プロジェ

クト内容に反映させたか。 

がSHに示された。その後3つの病院にて会議
を開催して、周辺住民を含むSHから意見を
聞いた。情報公開については、保健省のWEB
ページで行うように働きかける。 

(b) SHからの意見を反映し最終的な機材仕様と
した。 

(3) 
代替案の
検討 

(a) プロジェクト計画の複数の代替案
は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。 

(a)Y (a) 医療廃棄物処理ための焼却炉設置案と滅菌
装置の設置案の2案を検討した。 

２
．
汚
染
対
策 

(1) 
大気質 

(a) 対象となる施設から排出される大
気汚染物質（硫黄酸化物（SOx）、窒
素酸化物（NOx）、媒じん等）等、
大気質に関する対策は取られる
か。 

(a)Y (a) 焼却炉稼働時の大気汚染の防止については
緩和策に示している。 

(2) 
水質 

(a) 施設からの排水は当該国の排出基
準、環境基準等と整合するか。 

(b) 廃棄物処分場から発生する浸出水
等の水質は当該国の排出基準、環
境基準等と整合するか。 

(c) これらの排水が表流水あるいは地
下水を汚染しない対策がなされる
か。 

(a)N/A 
(b)N/A 
(c)N/A 
  

(a) 焼却炉から汚水の排水はない。 
(b) 該当しない。 
(c) 該当しない。 

(3) 
廃棄物 

(a) ゴミの破砕、選別工程で発生する
処理残渣、焼却灰、飛灰、コンポス
ト施設から発生するコンポスト化
不適物等の廃棄物は当該国の規定
に従って適切に処理・処分される
か。 

(b) 有害廃棄物、危険物については、他
の廃棄物と区別し、無害化された
上で当該国の基準に従って適切に
処理・処分されるか。 

(a) Y  
(b) Y 

(a) 病院内で適切に処理されている。 
(b) 病院内で適切に分別されている。 

(4) 
土壌汚染 

(a) 廃棄物処分場から発生する浸出水
等により、土壌、地下水を汚染しな
い対策がなされるか。 

(a) N/A  (a) 焼却炉からの排水はない。 

(5) 
騒音・ 
振動 

(a) 施設稼働（特に焼却施設、廃棄物選
別・破砕施設）、ゴミの収集・運搬
を行う車両の通行による騒音・振
動は当該国の基準と整合するか。 

(a) Y (a) 工事中・供用時の焼却炉による騒音の対策
については緩和策に示している。 

(6)悪臭 (a) 悪臭防止の対策はとられるか。 (a) Y (a) 悪臭を含む医療廃棄物管理は各病院で実施
されている。 

３
．
自
然
環
境 

(1) 
保護区 

(a) サイトは当該国の法律・国際条約
等に定められた保護区内に立地す
るか。プロジェクトが保護区に影
響を与えるか。 

(a) N 
 

(a) サイト周辺に保護区は存在しない。 

(2) 
生態系 

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生
態学的に重要な生息地（珊瑚礁、マ
ングローブ湿地、干潟等）を含む
か。 

(b) サイトは当該国の法律・国際条約
等で保護が必要とされる貴重種の
生息地を含むか。 

(c) 生態系への重大な影響が懸念され
る場合、生態系への影響を減らす
対策はなされるか。 

(d) 水生生物に悪影響を及ぼす恐れは
あるか。影響がある場合、対策はな
されるか。 

(e) 植生、野生動物に悪影響を及ぼす
恐れはあるか。影響がある場合、対

(a)N/A 
(b)N/A 
(c)N/A 
(d)N/A 
(e)N/A 

(a)(b)(c)(d)(e)はいずれも該当しない。 



 スリランカ国感染性廃棄物管理改善計画 
                                               準備調査報告書 

57 

分
類 環境項目 主なチェック事項 Yes:Y 

No :N 
具体的な環境社会配慮 

(Yes/No の理由・根拠、緩和策等) 
策はなされるか。 

(3) 
跡地管理 

(a) 処分場の操業終了後の環境保全対
策（ガス対策、浸出水対策、不法投
棄対策、緑化等）は考慮されるか。

(b) 跡地管理の継続体制は確立される
か。 

(c) 跡地管理に関して適切な予算措置
は講じられるか。 

(a)N/A 
(b)N/A 
(c)N/A 
 

(a)(b)(c)はいずれも該当しない。 

４
．
社
会
環
境 

(1) 
住民移転 

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発
的住民移転は生じるか。生じる場
合は、移転による影響を最小限と
する努力がなされるか。 

(b) 移転する住民に対し、移転前に補
償・生活再建対策に関する適切な
説明が行われるか。 

(c) 住民移転のための調査がなされ、
再取得価格による補償、移転後の
生活基盤の回復を含む移転計画が
立てられるか。 

(d) 補償金の支払いは移転前に行われ
るか。 

(e) 補償方針は文書で策定されている
か。 

(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老
人､貧困層､少数民族・先住民族等
の社会的弱者に適切な配慮がなさ
れた計画か。 

(g) 移転住民について移転前の合意は
得られるか。 

(h) 住民移転を適切に実施するための
体制は整えられるか。十分な実施
能力と予算措置が講じられるか。 

(i) 移転による影響のモニタリングが
計画されるか。 

(j) 苦情処理の仕組みが構築されてい
るか。 

(a)N/A 
(b)N/A 
(c)N/A 
(d)N/A 
(e)N/A 
(f)N/A 
(g)N/A 
(h)N/A 
(i)N/A 
(j)N/A 

(a)(b)(c)(d)(e)(f)(g)(h)(i)(j)はいずれも該当しな
い。 
 

 

(2) 
生活・ 
生計 

(a) プロジェクトによる住民の生活へ
の悪影響が生じるか。必要な場合
は影響を緩和する配慮が行われる
か。 

(b) ウェストピッカー等を含めた既存
の資源再回収システムへの配慮は
なされるか。 

(c) 廃棄物運搬による地域交通への影
響はあるか。 

(d) 本プロジェクトからの排水、廃棄
物処分場から発生する浸出水等に
よって漁業及び地域住民の水利用
（特に飲料水）に悪影響を及ぼす
か。 

(e) 衛生害虫は発生するか。 

(a)N 
(b)N/A 
(c)N 
(d)N/A 
(e)N 

(a) 本プロジェクトによる住民の生活への悪影
響は想定されない。 

(b) 該当しない。 
(c) 交通への影響はない。 
(d) 供用時に汚染されていない温水が発生する

可能性がある。 
(e) 該当しない 

(3) 
文化遺産 

(a) プロジェクトにより、考古学的、歴
史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。

(a)N (a) 施設周辺に文化遺産はない。 

(4) 
景観 

(a) 特に配慮すべき景観が存在する場
合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策は
取られるか。 

(a)N 
 

(a)事業対象地周辺には配慮すべき景観は存在し
ない。 

(5) 
少数民族
先住民族 

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様
式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。 

(a)N/A 
(b)N/A 

(a) 周辺に少数民族、先住民族は住んでいない。
(b) 該当しない（土地収用なない）。 
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分
類 環境項目 主なチェック事項 Yes:Y 

No :N 
具体的な環境社会配慮 

(Yes/No の理由・根拠、緩和策等) 
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資

源に関する諸権利は尊重される
か。 

(6) 
労働環境 

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき
当該国の労働環境に関する法律が
守られるか。 

(b) 労働災害防止に係る安全設備の設
置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配
慮が措置されるか。 

(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に
対する安全教育（交通安全や公衆
衛生を含む）の実施等、プロジェク
ト関係者へのソフト面での対応が
計画・実施されるか。 

(d) プロジェクトに関係する警備要員
が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよ
う、適切な措置が講じられるか。 

(a)Y 
(b)Y 
(c)Y 
(d)Y 

(a) 労働環境に関する法律の遵守については、
委託業者との契約書に明文化され、管理が
行われる。 

(b)(c)(d)工事中及び供用時の安全対策については
緩和策に記載する。 

５
．
そ
の
他 

(1) 
工事中の
影響 

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、
粉じん、排ガス、廃棄物等）に対し
て緩和策が用意されるか。 

(b) 工事により自然環境（生態系）に悪
影響を及ぼすか。また、影響に対す
る緩和策が用意されるか。 

(c) 工事により社会環境に悪影響を及
ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。 

(a)Y 
(b)N/A 
(c)N/A 

(a) 工事現場から排出する騒音、振動、粉塵、排
ガスは環境管理計画に詳細を明記してお
り、環境モニタリング計画を基にモニタリ
ングを行う。 

(b)(c)該当しない 
 

(2) 
モニタリ
ング 

(a) 環境項目のうち、影響が考えられ
る項目に対して、事業者のモニタ
リングが計画・実施されるか。 

(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はど
のように定められているか。 

(c) 事業者のモニタリング体制（組織、
人員、機材、予算等とそれらの継続
性）は確立されるか。 

(d) 事業者から所管官庁等への報告の
方法、頻度等は規定されているか。

(a)Y 
(b)Y 
(c)Y 
(d)Y 

(a) 保健省がモニタリング結果の確認を行い、
環境管理計画は必要に応じて改定される。 

(b) モニタリング結果を基に環境社会管理計画
の妥当性を検討する。 

(c) 業者は環境担当を配置し、必要な措置を執
る。 

(d) 環境社会管理計画に従って、業者は業務報
告に環境モニタリング結果を記載する。 

６
．
留
意
点 

(1) 
他の環境
チェック
リストの
参照 

(a) 必要な場合は、林業に係るチェッ
クリストの該当チェック事項も追
加して評価すること（廃棄物処分
場等の建設に伴い、大規模な森林
伐採が行われる場合等）。 

(a)N/A 
 

(a)該当せず。 
 

(2) 
環境チェ
ックリス
ト使用上
の注意 

(a) 必要な場合には、越境または地球
規模の環境問題への影響も確認す
る（廃棄物の越境処理、酸性雨、オ
ゾン層破壊、地球温暖化の問題に
係る要素が考えられる場合等）。 

(a)N/A (a)本プロジェクトは地球規模の環境問題を引き
起こすものではない。 

出典：調査団 

 
2-3-13 ステークホルダー会議 

本プロジェクトは、対象病院の敷地内に医療廃棄物用の小型焼却炉を整備するものである。対象病院ご

とに処理する医療廃棄物量が異なるため、焼却炉の処理能力は 2 種類に分類されるが、それ以外の性能・

仕様はほぼ同じである。また焼却炉の設置場所は、病院の敷地内であるため、設置場所周辺の建物は、病

棟、病院周辺の住宅や事業所であり、社会的な状況には大きな違いがない。そこで本調査では、過去に住

民から既存医療廃棄物処理機材に関して苦情のあった 3 病院（エンビリピティヤ病院、クルネガラ病院、
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トリンコマリー病院）を対象として、ステークホルダー会議を開催した。ステークホルダー会議の概要に

ついては添付資料に記載している。 

 
2-4 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点 

責任機関が保健省、実際の運営・維持管理は対象病院である。対象病院は 15 あり、全国に広範囲に分

布している。したがって、保健省及び対象病院の連携、保健省による免税等の手続きが確実に実施される

必要がある。 

 
2-5 その他（グローバルイシュー等） 

2-5-1 ジェンダー主流化への効果 

23 の調査対象病院における清掃員の女性比率は、ヒアリング調査結果、平均 64%であった。ただし、

90%が男性と回答している病院もあり、全ての病院で女性の従事者が多いというわけではない。また、医

療廃棄物は院内処理が基本であり、病院外の最終処分場でのウェストピッカー等への影響はないことを

確認した。以上のことを踏まえ、ジェンダー主流化ニーズが調査・確認されたものの、ジェンダー平等や

女性のエンパワーメントに資する具体的な取組みを実施するに至らなかったため、ジェンダー分類は、

【対象外】GI（ジェンダー主流化ニーズ調査・分析案件）に該当する。 
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第3章 プロジェクトの内容 

 
3-1 無償資金協力の概要 

3-1-1 上位目標とプロジェクト目標 

本プロジェクトは、15 か所の公的医療施設において、医療廃棄物焼却炉の整備を行うことにより、感染

性廃棄物処理の強化を図り、もって健康被害の軽減に寄与するものである。本プロジェクトの上位目標と

プロジェクト目標を表 3-1 に示す。 

表 3-1 上位目標とプロジェクト目標（案） 

 目 標 ・ 成 果 

上位目標 対象病院において、医療廃棄物が適正に管理されることで、健康被害が軽減する。 

プロジェクト目標 対象病院の感染性廃棄物が適正に処理される。 

プロジェクト成果 15 か所の医療施設において、医療廃棄物焼却炉が整備される。 

指標 

[定量的効果]適正に処理される医療廃棄物の量 

[定性的効果]感染性病原体への曝露被害又はそのリスクの減少 

周辺環境への負荷（煙害・悪臭等）の低減 

出典：調査団 

 
3-1-2 プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、上記目標を達成するため、対象病院において医療廃棄物処理機材として医療廃棄物

用焼却炉を整備する。また、本プロジェクトによる機材整備後、焼却炉の適正な運転・維持管理と、院内

医療廃棄物管理改善のため、ソフトコンポーネントを実施するものである。 

 
3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針（機材選定・規模に関わる方針） 

本プロジェクトの対象病院の選定及び焼却炉の規模の設定は、図 3-1 の手順で実施する。対象医療機関

の概況として、拡張工事等の計画、機材設置スペースなどのサイト状況を確認する。さらにスリランカで

は、一定地域内の複数の公共病院をグループ化し、発生する医療廃棄物を特定の病院で一括処理するクラ

スター構想を整備中であり、この状況も把握する。その上で、病院の医療廃棄物の種類、発生量などを把

握する。その際、病院で提供されている保健医療サービス内容やベッド数などによる検証を行う。次に既

存医療廃棄物処理機材の種類、処理能力、設置年数などを把握し、病院ごとに機材整備の必要性と調達機

材の処理能力を評価する。 
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出典：調査団 

図 3-1 対象病院と機材選定のフロー 

 
3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

プロジェクトサイトは全国に分布しており、地域によっては年間雨量が多いことから、プロジェクトサ

イトに応じて機材の浸水対策を検討する。 

 
3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

2022 年 7 月には国の「破産」宣言もあり、スリランカの社会経済は過渡期となっている。特に、燃料不

足が深刻な課題となっていることから、焼却炉の燃料確保や燃料種類の検討が課題となってくる。今後の

情勢を注視しながら検討を進める。 

 
3-2-1-4 建設事情／調達事情若しくは業界の特殊事情／商習慣に対する方針 

(1) 主な環境法令 

スリランカにおける医療廃棄物処理に係る主な環境法令には以下のものがある。 

表 3-2 医療廃棄物処理に関連する環境法令 

種類 タイトル 

国家環境 
- National Environmental Act No.47 of 1980 
- National Environmental (Amendment) Act, No. 56 of 1988 
- National Environmental (Amendment) Act, No. 53 of 2000 

 環境 
保護 

- No. 1534/18 National Environmental (Protection and Quality) Regulations, No.1 of 2008 
- No. 2264/17 Amended National Environmental (Protection and Quality) Regulations, No.1 of 

2008, 2022 
 大気質 - No. 2126/36 National Environmental (Stationary Sources Emission Control) Regulations, No. 01 

of 2019. 
 騒音 - No 924/12 National Environmental (Noise Control) Regulations No.1 1996 

- No 973/7 Amendment National Environmental (Noise Control) Regulations No.1 1996, 1997 
 水質 - No. 2148/20 National Environmental (Ambient Water Quality) Regulations, No. 01 of 2019 

 廃棄物 
管理 

- No. 1627/19 National Environmental (Municipal Solid Waste) Regulations, No. 1 of 2009 
- No. 1534/18 National Environmental (Protection and Quality) Regulations, No.1 of 2008 

出典：スリランカ環境省 

 
(2) 大気 

国家環境（固定排出源規制）規則（2019 年）では、煙突から排出される固定排出源に対する基準が定め
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られている。焼却炉に関連する主な規則は次のものがある。 

a) 排ガス基準（第 2条） 

感染性廃棄物焼却炉に対する排ガス基準を表 3-3 に示す。また、参考として日本の排ガス基準も記載し

ている。 

表 3-3 感染性廃棄物焼却炉に対する排ガス基準 

項目 感染性廃棄物焼却炉 
（参考）日本の環境基準 

一定規模以上の焼却施設 左記以外 
（小型焼却炉） 

二酸化硫黄 (SO2) 70 mg/m3N 地域の区分により設定 
（K 値規制） ※1 － 

窒素酸化物 (NOx) 300 mg/m3N 250ppm ※1 － 

ばいじん (PM) 100 mg/m3N 40-150mg/m3N 
（施設規模による） ※1 － 

排煙 10% Opacity － ※1 － 
一酸化炭素 (CO) 50 mg/m3N － ※1 － 
塩化水素 (HCl) 15 mg/m3N 700mg/m3N  ※1 － 

水銀 (Hg) 0.001 mg/m3N 0.03-0.05mg/m3N 
（施設規模による） ※1 － 

鉛 (Pb) 0.01 mg/m3N － ※1 － 
ダイオキシン / フ
ラン類 

二次燃焼室において、温度 1000℃  to 
1250℃で 2-3 秒滞留させる。 0.1-5 ng-TEQ/m3N ※2 － 

※1：処理能力 200kg/h 以上又は火格子面積 2m2以上 
※2：処理能力 50kg/h 以上又は火格子面積 0.5m2以上 
出典：スリランカ環境省、日本環境省 
 
b) 煙突の高さ（第 11 条） 

総入熱量が 0.62MW 以上の燃焼源における煙突の高さは、次の式で求める高さ以上とすること、総入熱

量が 0.62MW 未満の場合を除き、20m 以上とすることが規定されている。 

C(m) = H(m) + 0.6U (m) 

where H = The height in meters of the tallest building within 5U radius of the point source

 C = Minimum stack height in meters. 

 U = Uncorrected stack height in meters. 

U shall be determined by following equation. 

 U (m) = 1.36Q 0.6 

where Q  Gross heat imput in Mega Watt (MW) 

出典：スリランカ環境省 

 
本プロジェクトの総入熱量は 0.62MW 未満になるため、CEA へ聞き取りしたところ、医療廃棄物焼却

炉の煙突高さは原則 30 フィート（約 10m）以上とすること、また、CEA による周辺環境検査により、そ

れ以上の高さ延長の要否を含む煙突高さが決定されることが明らかとなった。 

c) ダイオキシン類及びフランの抑制（第 14 条） 

焼却炉からのダイオキシンおよびフランの排出は、二次燃焼室温度を 1000℃～1250℃に維持し、ガス
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滞留時間を 2～3 秒にすることで管理することが規定されている。11 

 
(3) 騒音 

国家環境（騒音規制）規則（1996 年）では、地区ごとの敷地境界における騒音基準が定められている

（表 3-4）。病院の敷地境界から 100m の地区は、「静寂地区（Silent Zone）」として位置づけられている。 

表 3-4 騒音基準 

地区 
騒音基準 dB(A) 

日中 
午前 6 時から午後 6 時 

夜間 
午後 6 時から午前 6 時 

低騒音 55 45 
中騒音  63* 50 
高騒音 70 60 
静寂地区 50 45 

*ただし、日中の騒音レベルが既存の住宅において 60dB（A）を超えないこと。 
出典：スリランカ環境省 

 
(4) 水質 

国家環境（水質）規則（2019 年）では、汚染物質の表層水への排出に関する基準値が定められている。

今回調達を予定している医療用廃棄物焼却炉からの汚水の排水はないため、当該法令には抵触しない。 

 
3-2-1-5 現地業者（建設会社、コンサルタント）の活用に対する方針 

本プロジェクトでは、焼却炉の基礎と建屋の建設と据付工事が発生する。スリランカの既存焼却炉は、

現地業者によって据付工事が行われている。本プロジェクトの建屋等は簡易な構造物であり、現地工事業

者が施工を、現地コンサルタントが施工管理を実施可能であり、これらを実施する建設業者及びコンサル

タントもスリランカで調達が可能である。 

 
3-2-1-6 日本企業活用に係わる方針 

(1) 医療廃棄物焼却炉 

日本においては、「感染性廃棄物は、原則として、医療関係機関等の施設内の焼却設備で焼却、溶融設

備で溶融、滅菌装置で滅菌（中略）するものとする。」とされており、焼却処理は従来もっとも一般的な

方法となっている。また、感染性廃棄物のみならず、一般廃棄物においては、その約 8 割が焼却処理され

ており、焼却処理に対する法制度や技術が確立されている。 

現在はほとんどの医療機関が廃棄物処理を外部委託していることから、個々の病院に対する小型医療廃

棄物焼却炉の市場は縮小傾向にあるが、現在も複数の日本企業が存在する。また、その技術は東南アジア

諸国をはじめ、海外へ展開している日本企業も少なくない。 

以上のことから、本プロジェクトの焼却炉の調達において日本企業を活用することが望まれる。 
 
 

                                                        
11 日本のダイオキシン類発生防止等ガイドラインにおいては、燃焼温度は 850℃以上（900℃以上の維持が望ましい。）、

滞留時間は 2 秒以上としている。 



 スリランカ国感染性廃棄物管理改善計画 
                                               準備調査報告書 

64 

3-2-1-7 運営・維持管理に対する方針 

設置機材の有効活用や日本企業の国際展開促進の観点から、1 年間のメーカー保証期間に加えて、2 年

間の保守メンテナンス契約を付帯する方針とする。メーカー保証の内容は、期間内の部品・スペアパーツ

の無償交換や故障や不具合への無償対応であり、保守契約の主な実施内容は、期間内における契約した一

定範囲のスペアパーツの提供、定期点検・整備及び環境保護ライセンス更新のための環境測定とする。な

お、メーカー保証の満了前の検査は実施しない、また同様に、瑕疵検査も実施しないものとする。 

 
3-2-1-8 機材のグレードの選定に係る方針 

(1) 医療廃棄物焼却炉 

焼却炉の性能に関しては、日本の焼却設備の基準を満たすものとし、不完全燃焼を防ぐために、(a) 適
切な量の空気を供給できる構造、設備を設け、(b) 燃焼ガスの温度を測定するための装置を設け、(c) 燃
焼ガス温度を規定の温度以上に保つことができる助燃バーナーを有するものとする。また、燃焼温度を一

定に保つための温度管理が自動制御できるもの、ばいじん除去のための集じん設備を有するものとする。 

さらに、スリランカ保健省及び中央環境庁の専門家チームによる標準仕様についても、本プロジェクト

において整備する焼却炉が比較的小型であることを考慮にいれつつ、スリランカ保健省及び中央環境庁

が必要と判断する項目については、標準仕様を満たすものとする。特に、処理能力が 90kg/h 以上の場合

には、半自動ごみ投入装置を備えるものとする。 

候補となる調達機材の概要は表 3-5 に示すとおりである。対象病院における処理量に応じて、機材を選

定するものとする。本プロジェクトにおいては、処理能力 50kg/h 前後のモデル（A1、B1、C1）と処理能

力 100kg/h 前後のモデル（A2、B2、C2）の 2 パターンでの展開を想定している。 

表 3-5 候補となる調達機材の概要 

項目 A 社 B 社 C 社 

製品 Model A1 Model A2 Model B1 Model B2 Model C1 Model C2 

処理能力 50 kg/h 100 kg/h 67 kg/h 100 kg/h 45 kg/h 90 kg/h 

火床面積 0.48 m2 0.8 m2 1.10 m2 1.10 m2 0.49 m2 1.00 m2 

外形寸法 m 2.4 x 2.05 2.75 x 2.5 3.0 x 1.9 4.0 x 2.05 1.0 x 1.8 x 1.8 x 2.46 

電気容量 2.6 kW 6.0 kW N/A N/A 0.8 kW 2.0 kW 

燃料消費量 N/A N/A N/A N/A 2-8 L/h 4-16 L/h 

本体重量 2,570 kg 5,260 kg 13,000 kg 15,000 kg 2,400 kg 3,400 kg 

出典：メーカーパンフレット、ホームページ 

 
3-2-1-9 調達方法、工期に係る方針 

焼却炉は、本邦調達とする。工期については、調達業者選定後、1 年程度と想定されるが、半導体や鋼

材などの世界的な需要ひっ迫による製造遅延と、海上輸送の遅延に十分留意する必要がある。調達機材は

規模の差はあるが焼却炉のみであることから、ロット分けはしない。ただし、機材の緊急性を考慮して、

製造が完成した機材ごとに出荷（船積み）を数回に分け、その都度、据付・初期操作指導を行い、部分引

渡として機材の使用を開始する。 
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3-2-1-10 安全対策に係る方針 

スリランカでは、2022 年現在、経済危機に伴い政府に対する大規模な抗議活動が行われており、デモが

頻発している。据付工事・初期操作指導などの現地作業時には、安全対策に十分留意する必要がある。 

 
3-2-2 基本計画（機材計画） 

3-2-2-1 対象病院／機材選定の考え方 

対象病院の選定は、機材整備のための敷地の有無を確認したうえで、処理する医療廃棄物量（将来見込）

と既存機材の状況（能力、導入年など）を比較し、機材整備の必要性を検討した。 

 スリランカ及び我が国の焼却炉メーカーに確認したところ、一般的に焼却炉の耐用年数は、7-10
年程度とのことである。目標年次（事業完成 3 年後）である 2027 年を想定した場合、2016 年に

設置した機材は、2027 年に 11 年目を迎え、稼働停止している可能性が高い。 
 既存機材の能力は、一人の作業員が対応できる範囲として、6 時間稼働を前提とした。 

 
3-2-2-2 医療廃棄物処理機材計画 

(1) 対象病院からの医療廃棄物発生量 

対象病院における医療廃棄物発生量を表 3-6 に示す。本数値は各病院に対するアンケート調査によるも

のであるが、多くの病院で計量器による計量とその記録が行われている。また、スリランカでは、一定地

域内の複数の公共病院をグループ化し、発生する医療廃棄物を特定の病院で一括処理するクラスター構

想を整備中である。近隣の医療機関の廃棄物を受け入れている病院については、受け入れ廃棄物を含む発

生量として整理している。さらに、将来の病院自体の拡張計画も加味して、医療廃棄物発生量の将来見込

を推計している。このため医療廃棄物の将来見込量が現状から著しく増加している病院がある。 

表 3-6 対象病院における医療廃棄物発生量 

No 州 分類 病院名 
外部病院からの受入病院数 拡張 

計画 
医療廃棄物発生量（kg/日）

現在 将来計画 現在 将来見込

1 サバラガムワ州 TH ラトナプラ病院 10 10 あり 1,000 1,500
2 サバラガムワ州 DGH エンビリピティヤ病院 10 10 1,257 1,257
3 中部州 BHB リキラガスカダ病院 0 22 19 57
4 西部州 BHB ミリガマ病院 0 6 25 50
5 南部州 DH ナクルガムワ病院 0 10 0.6 119
6 ウバ州 BHA マヒヤンガナ病院 0 4 110 1,000
7 北西部州 BHB プッタラム病院 0 36 45 325
8 東部州 BHA カルミュナイ（北）病院 4 4 220 220
9 北部州 DGH マナー病院 25 25 55 55

10 北西部州 TH クルネガラ病院 0 0 1,000 1,000
11 西部州 DGH アビッサウェッラ病院 36 36 981 981
12 北中部州 BHA メディリジリヤ病院 0 8 40 118
13 西部州 BH ホマガマ病院 6 6 165 165
14 北中部州 BHB ウェリカンダ病院 0 7 10 250
15 中部州 DH ガラハ病院 0 6 5 20
16 中部州 BHA ダンブッラ病院 0 0 100 100
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No 州 分類 病院名 
外部病院からの受入病院数 拡張 

計画 
医療廃棄物発生量（kg/日）

現在 将来計画 現在 将来見込

17 西部州 BHB ディンブラ病院 15 15 60 60
18 北西部州 BHB ガルガムワ病院 0 0 32 32
19 サバラガムワ州 BHB カラワネラ病院 20 20 100 100
20 東部州 DGH トリンコマリー病院 7 7 あり 770 1,079
21 南部州 DGH ハンバントタ病院 0 11 210 433
22 北部州 IDH キリノッチ病院 0 0 100 100
23 西部州 BHA カルワンチクディ病院 0 9 21 95

出典：アンケート調査 

 
(2) 対象病院の選定 

調査対象病院ごとに本プロジェクトでの機材整備の必要性を表 3-7 に整理した。表中の医療廃棄物将来

見込量は、クラスター構想によって、近隣病院から持ち込まれる医療廃棄物も含めている。 

機材設置用の土地がない No.16 ダンブッラ病院と No.18 ガルガムワ病院は、対象外としている。No.15
ガラハ病院は、既存の処理機材がないため、医療廃棄物を敷地内で野焼き・埋立しており、改善が必要な

状況である。しかし、医療廃棄物の発生量が少なく、近隣病院で処理することも可能であり、他の必要性

の高い病院に比べて優先度が下がるため、対象外とした。さらに、既存の機材で処理量が足りている 5 病

院も対象外とした。一方、No.10 クルネガラ病院は教育病院で医療廃棄物量も多いが、焼却炉、廃棄物用

滅菌装置ともに故障しており、早急に廃棄物処理機材を必要としているものの、病院でも保健省でも修理

は困難とのことで、対象とした。この結果、15 病院を本プロジェクトの対象に選定する。 
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3-2-3 医療廃棄物処理機材の概要 

本プロジェクトにおいて整備する焼却炉はすべて小型医療廃棄物焼却炉であるが、医療廃棄物発生量に

応じて、表 3-8 に示すように小規模モデル（処理能力約 50kg/h：6 台）と大規模モデル（処理能力約 100kg/h：
9 台）の 2 パターンで合計 15 台を計画している。本プロジェクトで整備する焼却炉を用いて処理する医

療廃棄物量が、300kg/日を超える病院は、大規模モデルを整備する。ただし、ハンバントタ病院では、既

存焼却炉の故障が頻発していることから、300kg/日未満だが大規模モデルとした。またキリノッチ病院は、

感染症病院（Infectious Desease Hospital：IDH）であり、COVID-19 など感染症のパンデミック時には、大

量の医療廃棄物が発生するため、大規模モデルを整備する計画とする。 

表 3-8 医療廃棄物処理量と焼却炉パターン 

州 分類 病院名 
現在の医療廃

棄物の適正処

理量（kg/日）

医療廃棄物将

来見込量 (kg/
日) 

処理能力の

不足 
（本機材の

処理量） 
(kg/日) 

焼却炉モデ

ル 

サバラガムワ州 TH ラトナプラ病院 600 1,500 900 大 
サバラガムワ州 DGH エンビリピティヤ病院 690 1,257 567 大 
中部州 BHB リキラガスカダ病院 0 57 57 小 
西部州 BHB ミリガマ病院 0 50 50 小 
南部州 DH ナクルガムワ病院 0 119 119 小 
ウバ州 BHA マヒヤンガナ病院 0 1,000 1,000 大 
北西部州 BHB プッタラム病院 0 325 325 大 
北部州 DGH マナー病院 55 55 55 小 
北西部州 TH クルネガラ病院 0* 1000 1,000 大 
西部州 DGH アビッサウェッラ病院 180 981 981 大 
北中部州 BHA メディリジリヤ病院 0 118 118 小 
北中部州 BHB ウェリカンダ病院 0 250 250 小 
東部州 DGH トリンコマリー病院 600 1,079 479 大 
南部州 DGH ハンバントタ病院 180 433 253 大 
北部州 IDH キリノッチ病院 0 100 100 大 

合計 2,305 8,324 6,254 小 6、大 9
*既存処理機材は稼働停止している 
出典：調査団 
 
焼却炉の主要な仕様を表 3-9 に示す。保健省及び中央環境庁の専門家チームによる標準仕様をもとに保

健省及び中央環境庁と協議をし、本プロジェクトの仕様を決定した。 

表 3-9 医療廃棄物焼却炉の主要な仕様 

主要設備仕様 

1. 供給設備 
・処理能力①50kg/h 前後：オペレーターが手動にてごみを投入する 
・処理能力②100kg/h 前後：半自動ごみ供給装置（オペレーターが供給装置に廃棄物を

置き、自動的に焼却炉に供給する方式） 

2. 燃焼設備 

・二次燃焼システムとする 
・一次燃焼室：850℃以上 
・二次燃焼室：1200℃以上 
・ガス滞留時間：1200℃、2 秒以上 
・バーナー：LP ガス焚き低 NOx バーナー、自動制御であること 

3. 排ガス処理設備 ・環境基準を満たす処理設備を有すること 

4. 通風設備 ・押込送風機：低騒音タイプとすること 
・煙突高さ：10m 

5. 電気計装設備 ・燃焼時の温度表示が可能であること 
出典：調査団 
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3-2-4 調達・施工計画 

3-2-4-1 調達・施工方針 

本プロジェクトの無償資金協力に係る交換公文（Exchange of Notes、以下「E/N」）・贈与契約（Grant 
Agreement、以下「G/A」）締結後、スリランカ政府によって、本邦コンサルタントが選定され、実施設計

が実施される。実施設計結果に基づく入札図書の完成後、入札によって決定した本邦調達業者と契約を行

い、機材調達が実施される。なお、本プロジェクトは医療廃棄物処理機材調達の機材案件とする。 

機材調達の入札に関しては本邦業者による日本製品の調達を原則とするが、一部のメーカーに偏ること

のない仕様とし、広く多くの調達業者・メーカーが入札参加できる内容とする。調達に当たっては、機材

供給メーカーより派遣された技術者による操作・維持管理に関する技術指導（実務を通じて行う教育トレ

ーニング：On-the-Job Training、以下「OJT」という。）を行う必要がある。メーカーの技術者が現地で指

導する事を前提とするが、コロナウイルスの感染状況によっては、代理店技術者による指導、本邦からの

遠隔での指導も必要に応じて検討する。 

焼却炉の整備に当たっては、土台と建屋も併せて据付工事の一環として整備する。土台と建屋の建設も

含めた据付工事の期間は、1 病院当たり 30 日間を想定している。なお、対象となる 15 病院の焼却施設の

設置場所は、水はけが比較的よく、降雨が滞水することは想定されないため、土台の盛土は想定していな

い。 

① 準備・掘削： 3 日間 
② 型枠・生コン打設：7 日間 
③ 梁・柱・組立： 7 日間 
④ 梁・柱・養生： 7 日間 
⑤ 焼却炉据付設置： 2 日間 
⑥ 屋根・組立・完成：4 日間 

 
3-2-4-2 調達・施工上の留意事項 

本プロジェクトは無償資金協力として実施されるため、免税が原則である。しかし、スリランカで免税

となるのは、特定の要件を満たした Strategic Development Projects だけであり、本プロジェクトは Strategic 
Development Projects に該当しない。本プロジェクトは機材案件であり、係わる税目としては、付加価値

税 VAT（12%）、関税（0%～30%）及び港湾・空港開発税（5%）であり、保健省が荷受人として必要な手

続き及び税等を負担する。スリランカの予算年は、1 月から 12 月までであり、保健省は 7 月末までに来

年予算案を策定し、財務省へ提出する。保健省は 2023 年予算に本プロジェクトで発生する税等の予算を

計上する必要がある。 

 
3-2-4-3 調達・据付区分 

本プロジェクトでは、対象病院がそれぞれ敷地内に、機材設置用の土地を用意し、調達業者が現地建設

会社等を活用して、機材の据付工事を行う。日本とスリランカの調達・据付区分は、表 3-10 のとおりで

ある。 
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表 3-10 機材の調達・据付区分 

据付工事等 据付区分 
材設置場所・用地（以下、プロジェクトサイトと称す）の確保、

整地、草刈り及び障害物の撤去 
スリランカ 

既存機材・施設の撤去及び移動（必要に応じて） スリランカ 
機材用建屋・据付工事 日本 
電気、水道及び下水の院内既存接続地点までの工事 日本 

出典：調査団 

 
3-2-4-4 調達監理計画 

我が国の無償資金協力制度に基づき、コンサルタントは概略設計の趣旨を踏まえ、調達監理業務につい

て一貫したプロジェクトチームを編成し、円滑な業務実施を図る。コンサルタントは、機材製品検査、現

地初期操作指導・運用指導等の工程進捗に併せて専門技術者を派遣し、計画に基づいた運用及び安全管理

が実施されるよう努める。以下に主要な調達監理上の留意点を示す。 

(1) 工程監理 

本プロジェクトは対象病院が 15 施設と多く、地域的にも分散している。15 か所の対象病院において、

建屋の建設、機材の輸送、据付工事、初期操作指導を遅滞なく実施する必要がある。コンサルタントは、

請負業者が契約書に明示された業務完了期限を遵守するよう求め、各月毎に進捗監理を行う。工程遅延が

予測される場合は、コンサルタントは JICA に報告すると共に請負業者に対して注意を促し、対策案の提

出と実施を求める。コンサルタントの調達の工程管理として、以下の作業を実施する。 

 無償資金協力制度で要求される期間と機材製作、輸送、据付に必要と考えられる期間を考慮し、必要

かつ十分な工期を設定し、計画工程表を作成する。この計画工程表は入札図書で提示する。 
 入札時に請負業者の提示する工程が工期厳守に十分であることを確認する。 
 計画工程と請負業者の実績を比較しながら工程の進捗状況を確認する。 
 請負業者の工程が計画から大きく遅れてきた場合、請負業者に対する警告を発し、請負業者の工期遵

守を促す。また、必要に応じて工期遵守への対応策の検討・提案を行う。 
 
(2) 品質、出来高管理 

コンサルタントは、調達機材が、契約図書に明示されている品質及び出来高が担保されるよう、下記項

目に基づき品質・出来高監理を実施する。確認及び照査の結果、品質や出来高の担保が危ぶまれる場合に

は、コンサルタントは直ちに請負業者に訂正、変更、修正を求める。 

 機材仕様書の照査 
 機材の製作図及び仕様書の照査 
 工場検査への立会いまたは工場検査結果の照査 
 請負業者が行う機材の引渡検査、初期操作指導、運用指導の確認及び検査結果の照査 
 
3-2-4-5 品質管理計画 

品質管理は、前述の調達監理と一体として実施される。コンサルタントは、製作・納入された機材が、

契約図書で要求されている品質、性能、仕様を満たしているか監理する。調達機する焼却炉は、工場で製

作されるため、請負業者の工場の管理に基づく品質管理を原則とする。性能の確認には、実際に医療廃棄
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物を焼却する必要があることから、据付工事後の引渡検査にて行う。コンサルタントは品質管理のため以

下の業務を実施する。 

 概略設計を踏まえた機材仕様を入札図書で提示する。 
 入札時に、請負業者の提案する機材が入札図書で規定した仕様を満たしていることを確認する。 
 必要に応じ、入札図書規定より詳細な部分の仕様を請負業者の承認図書等を通じて確認する。 
 工場製作完了時の品質検査への立会い及び検査結果報告書のレビュー等を通して機材の品質を出荷

前に確認する。必要に応じて、製品の手直し等を請負業者へ指示する。 
 機材据付後の引渡検査への立会い及び検査結果をレビューし、要求される性能が発揮されているか

確認する。性能が発揮されていない場合、製品の手直し等を請負業者へ指示する。 
 
3-2-4-6 資機材等調達計画 

本プロジェクトで調達される機材の調達先は、表 3-11 のとおり整理する。焼却炉は現地でも製作・使

用されているが、本プロジェクトで想定される高温での燃焼条件に耐え、温度管理が自動制御のでき、排

ガス処理装置のある焼却炉は製造されていない。 

表 3-11 本プロジェクトの機材調達先（調達国、原産国） 

機材 
調達国 原産国 

本邦 現地 第三国 本邦 現地 第三国

小型医療廃棄物焼却炉 
小規模モデル 〇 - - 〇 - - 

大規模モデル 〇 - - 〇 - - 

出典：調査団 

 
3-2-4-7 初期操作指導･運用指導等計画 

各病院では、感染対策委員会の担当者が焼却炉の保守管理を担当しており、既存焼却炉機材の運営・維

持管理を行っている。しかしながら、本プロジェクトで調達する機材は、最新の焼却炉であるため、スリ

ランカでは一般には販売されておらず、日本の工場で一括して設計、製造、試験された製品であることか

ら、本プロジェクトの機材調達業者の派遣技術者により、実際の機材を使用した技術指導をスリランカ側

の担当者／技術者及び作業従事者に対し行う必要がある。技術指導の内容及び対象者（受講者）は、表

3-12 に示すとおりとする。 

表 3-12 技術指導実施項目 

技術指導 内容 対象者 
初期操作指導  焼却炉の操作指導  IPCC の担当者 

 機械装置のエンジニア 
 機材操作者（オペレーター） 
 清掃員 など 

運用指導 
 運用中の機材による実地訓練 
 トラブルシューティング 
 機材の維持管理、トラブルシューティング及び安全講習 

出典：調査団 

 
初期操作指導プログラムは、各病院の感染対策委員会担当者及び作業従事者を対象とする。実習作業⇒

習得度確認テスト⇒補習の反復指導を行い、調達機材の管理及び操作について必要な技術を確実に移転

する。また、機材調達業者は、運用指導の受講者に対しては、各機材の定期点検方法、故障時の診断方法

（トラブルシューティング）、メーカーへの修理依頼手順、連絡方法等、日常の維持管理に必要なノウハ

ウを指導する。 
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3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

(1) 背景と目的 

本プロジェクトは、スリランカの 9 州 15 か所の医療施設（教育病院、州・県レベルの公的病院）に対

し、医療廃棄物用焼却炉の更新・導入を行うことにより、対象病院及び周辺地域における医療廃棄物処理

及び滅菌・感染制御基盤の強化を図り、医療廃棄物管理の改善強化をすることを目的としている。 

これらの焼却炉の運転・維持管理は、基本的に既存の廃棄物及び機材の取り扱いの方法を基礎としてお

り、使用する廃棄物処理にかかる備品も従来品の使用及び、関連備品を一部追加するものであるため、取

り扱いそのものに関しては特に問題は発生しない。しかし、多くの対象病院では、医療廃棄物処理機材の

不足や老朽化によって、医療廃棄物管理が十分に実施されていない。本プロジェクトの実施に当たり、整

備機材が有効活用されるためには、基本的な医療廃棄物管理及び機材の運転・維持管理の指導が必要であ

る。また、焼却炉の運転・維持管理技術に関しては、記録等、基礎的と考えられる維持管理体制が十分で

はなく、モニタリング評価を適切に実施するためにも体制強化が必要である。さらに、処理に至るまでの

廃棄物の分別・保管等の管理も、多くの病院では、廃棄物分別や感染症予防等の注意書きの掲示・研修・

情報共有などを実施しているものの、現場に十分に浸透しているとは言い難い。そのため、医療廃棄物の

取扱いや感染リスクに関しても基本的な技術指導を行うことが望ましい。現地調査においても、保健省及

び多くの病院長から、上記、整備機材の運転・維持管理技術、廃棄物分別・処理に関する技術支援の要請

があった。 

以上の背景・課題に加え、対象病院数が多く、また、搬入時期も複数回に渡るため、コンサルタントが

全ての対象病院を周り、対象と成りうる人材全てに技術指導を実施するような体制は予算・スケジュール

的な制約からも難しい状況から、各課題に対する対応として、現地代理店による機械操作等の初期指導に

加え、効率的かつ持続的に実施していくために、以下のような指導者研修（Training of Trainers：ToT）を

取り入れたカスケード方式のソフトコンポーネント体制構築を提案する。 

フェーズ① 技術指導コンサルタントより、保健省の担当部署を対象とした ToT 研修の実施 
フェーズ② 機材整備後、対象病院の感染対策委員会（Infection Prevention and Control Committee：IPCC）

担当者等の院内監督者に対し、保健省担当部署から①を基にした ToT 研修の実施 
フェーズ③ ②を受講した担当者より、病院関係職員に対する技術指導の実施 
 
フェーズ①の研修において、以降フェーズ③までを含めた研修計画の作成も研修内容に盛り込み、フェ

ーズ③の実施終了時期の目途および報告体制・予算措置までを事前に申し合わせ、保健省を通じて、技術

指導コンサルタントにも進捗が確認できるモニタリング・報告体制を構築する。 

そのため、保健省及び対象病院における本計画の関係者は、本ソフトコンポーネント開始前の関係協議

及び、作成された研修計画に基づき、本技術指導の日程調整および会場の提供を行うとともに、対象とな

る参加者を選定し、技術指導に参加させることが求められる。さらに、本ソフトコンポーネント実施後、

スリランカ側が主体として実施する各研修を目標期間内に実施、報告することが求められる。 

詳細は、ソフトコンポーネント計画書を参照のこと。 

上記体制構築により、以下 3 点の技術指導が対象病院で実施される。 
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1) 焼却炉の適正な運転に係る技術指導（コンポーネント 1） 

現地調査において、複数の対象の病院では、過去に焼却炉や滅菌措置の整備が計画され、既にこれら機

材を有し、日常的に使用されていることを確認した。しかしながら、多くの対象病院において、焼却炉及

び滅菌装置が、老朽化、能力不足により、運転が十分にできていない。本課題に対し、整備対象機材であ

る焼却炉の簡易運転マニュアル及び使用前後の簡易チェックリストの作成、運転日報の作成指導、運転に

係る技術指導を行い、対象病院の医療廃棄物処理の質の改善と向上を図る。また、運転日報による処理量

のモニタリングにより、本プロジェクトの効果が適切に評価されることが期待される。 

 
2) 焼却炉の適正な維持管理に係る技術指導（コンポーネント 2） 

現地調査の対象病院では、焼却炉の基本的な維持管理体制が十分でないことを確認した。本プロジェク

トでは、焼却炉を整備する計画であることから、整備後の機材が適切かつ安全に稼働されるため、同体制

の強化は必須である。ソフトコンポーネントにおいては、研修による技術指導を通じ、機材の維持管理方

法を身に着けることにより維持管理体制の強化を支援する。焼却炉の定期点検・校正及びスペアパーツ、

消耗品の管理が適切に実施、記録されることにより、機材の故障を未然に防ぎ、稼働停止状態が削減され

ることが期待される。 

 
3) 院内医療廃棄物管理・行動変容に対する技術指導（コンポーネント 3） 

現地調査において、医療廃棄物管理、特に院内における分別や取り扱いの練度に関しても、病院によっ

て様々である現状を確認した。例えば不適切な分別・運搬は、焼却炉や滅菌装置による処理の効率を下げ

るとともに、病院スタッフや訪問者の感染リスク等の増加をもたらす。研修による技術指導、ワークショ

ップを通じ、医療廃棄物の正しい管理・行動変容を図ることにより、上記処理の効率化や感染リスクの軽

減等様々な効果が期待される。 

 
(2) ソフトコンポーネントの成果 

上記技術指導に係る体制構築の中で、本ソフトコンポーネントでは、フェーズ①保健省担当部署への

ToT を実施し、ソフトコンポーネントに係る活動完了時に、対象者である保健省担当者に対し、以下の成

果が達成される。 

 
1) コンポーネント 1 

技術指導を通じ、整備機材を安全に運転するための知識・技術力を高め、適切な運転管理の指導が行わ

れるようになる。整備機材の簡易運転チェックリストなどの作成及びそれを活用した指導ができるよう

になる。また、運転日報による処理量の把握及び、概要を年次報告書に記載・保健省・保健局へ提出する

指導ができるようになる。 

 
2) コンポーネント 2 

技術指導を通じ、機材の維持管理の重要性を認識し、定期点検・校正の実施及び機材台帳への記帳の指

導ができるようになる。概要を年次報告書に記載し、保健省及び州保健局へ提出する指導ができるように

なる。 
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3) コンポーネント 3 

技術指導を通じ、医療廃棄物管理に対する基礎知識・手技を理解し、適切な指導ができるようになる。

また、研修内ワークショップにおいて、既存のマニュアル等を参考に、「全ての対象病院の廃棄物管理で

必ず行うべき 10 項目（案）」等の院内簡易廃棄物管理マニュアル・チェックシートを作成・活用した廃棄

物管理の指導ができるようになる。実施概要を年次報告書に記載・保健省・保健局へ提出する指導ができ

るようになる。 

 
(3) ソフトコンポーネントの目標 

ソフトコンポーネントの成果に加え、相手国実施機関による継続的な活動の実施により、達成されるべ

き目標は以下の通りである（3 年後を想定）。 

- 焼却炉の適切な運転、維持管理により、対象病院の感染性廃棄物管理能力を強化する。

- 適切な医療廃棄物の管理と焼却炉の使用により、感染予防能力が向上する。 

- 適切な医療廃棄物の管理と焼却炉の使用により、周辺への環境負荷が低減する。 
 
3-2-4-9 実施工程 

我が国の無償資金協力ガイドラインに基づき、図 3-2 に示す事業実施工程とした。本プロジェクトの所

要工期は実施設計、機材調達、据付工事、試験・調整及び初期操作完了までを含めた事業実施工程を図 3-2
に示す。本プロジェクトでは、2 回に分けて製造・船積み・据付を行う計画である。 
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出典：調査団 

図 3-2 実施工程 

 
3-2-5 安全対策計画 

スリランカでは、2022 年 3 月以降、経済状況の悪化を契機とした生活必需品不足や燃料不足等により、

政府に対する国民の不満が高まり、スリランカ各地において抗議活動が頻繁に行われている。経済危機自

体は一朝一夕に解決できる問題ではなく、今後も引き続き治安に対する警戒を継続する必要がある。した

がって、リスクに対し、以下の安全対策計画を講じる。 

1) 不測の事態により移動が制限される可能性があることから、複数の避難経路を事前に想定する。

また、現場事務所に待機せざるを得ない場合に備え、通信手段や備蓄品を確保する。 
2) 本邦調達関係者は、据付工事開始前に、JICA スリランカ事務所からの安全に関する情報収集を行

い共有すると共に、安全対策として実施されている安全情報共有（メール・SMS）に登録し、現

地の治安状況に係る情報収集に努める。 
3) 本邦調達関係者は、セキュリティが確保された宿舎を利用する。 

 
 
 

項目 通算月

交換公文(E/N)締結

贈与契約(G/A)締結

計画内容最終確認

入札図書承認

公示

図渡し、内説

入札

入札評価

業者契約

製作図作成・承認取得

機器製作

機材仕様等のレビュー・入札
図書作成

機材輸送（海上輸送・通関・
内陸輸送）

検査・引き渡し

契
約

実
施
設

計

調
達
工

程

初期操作指導

▼

据付工事（搬入・据付・調
整・試験）

各種検査（製品検査・出荷前
検査・船積前検査）

11 12 13 14 151 2 3 4 9 107 85 6 16 17 1918

▼

▼

▼

▼

第1制作

第2制作

第1回 第2回

第1船

第2船

第1工区

第2工区

第1回

第2回

第1回 第2回

(計4カ月)

(計13カ月)

凡例
現地業務：
国内業務：
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3-3 相手国側負担事業の概要 

3-3-1 主な先方負担事項 

(1) 環境保護許可及び廃棄物管理許可の取得 

本プロジェクトで整備する予定の医療廃棄物焼却炉は、小型のものであり EIA／IEE の対象とはならな

い。しかし、焼却炉の設置には、各対象病院が CEA から環境基準適合証（Environmental Reccomendation）
を取得する必要があるため、G/A 締結後直ちに取得を促す。また焼却施設の稼働後には、各対象病院が環

境保護許可（Environmental Protection License）と廃棄物管理許可（Scheduled Waste Management License）
を取得する必要がある。 

 
(2) 機材設置場所の確保、整地、草刈り及び障害物の撤去 

本プロジェクトで整備される焼却炉は、院内の建設予定地に設置・据付されることになる。建設予定地

は、既存施設の無い空地としているが、スリランカ側は予定地の整地、伐採／草刈り及び障害物の撤去を

行い、建屋の建設工事に支障ない状況を整える必要がある。さらに、スリランカ側は工事車両等が通行で

きるように、建設予定地までのアクセスを確保する必要がある。 

 
(3) 機材設置場所の水道・電気等の基礎インフラの整備 

スリランカ側は、整備機材が適正に運営できるよう以下の準備を行う必要がある。 

 外部から対象病院への配電・通電（工業用電源） 
 外部から対象病院への通水（焼却炉の形式によっては、運転に水道水を必要とする製品がある） 
 外部から対象病院への院内排水への接続（焼却炉の形式によっては、運転時に温水が発生する製品

があり、その際は既設排水路へ排水することになる） 
 
(4) B/A 及び A/P 手続き、免税手続き 

スリランカ側は、日本側コンサルタント及び請負業者への支払いに必要な、A/P（Authorization to Pay）
発行手続きを行う。またプロジェクトの実施に当たり B/A（Banking Arrangement）に必要な以下の費用を

負担する。 

 A/P 開設料 
 支払手数料 

また、スリランカ側は本プロジェクトが遅滞なく実施できるよう、必要な免税手続きを行う必要がある。

免税手続きが困難な場合は、保健省が予算を確保し、必要な税金等を支払う必要がある。 

 
(5) 対象病院への運営指導・研修 

本プロジェクトのソフトコンポーネントでは、焼却炉の適正な運転と維持管理、医療廃棄物管理の強化

を目指し、保健省（及び、対象州保健局）の担当部署を対象とした ToT 研修を実施する。その後、スリラ

ンカ側は、「保健省から対象病院の感染対策委員会担当者に対する研修」、そして、「感染対策委員会担当

者から病院関係職員に対する技術指導」を行うことが求められる。さらに、モニタリング・報告体制を構

築し、進捗状況を日本側へ報告する必要がある。 
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3-3-2 スリランカ側の負担事項 

本プロジェクトに係わるスリランカ国側の負担事項（案）を表 3-13 に示す。 

表 3-13 負担事項（案） 

① 入札前 

NO 負 担 事 項 完了期限 責任機関 概算費用
(USD) 

1 B/Aによる本邦銀行への口座開設への署名 G/A締結後2ヶ月以内 ERD 
 N/A 

2 A/P発行（コンサルタント契約分） 
 

コンサル契約後1カ月
以内 

ERD N/A 

3 B/A に基づく本邦銀行への手数料の支払い     

3,701   A/P 通知手数料 コンサル契約後 1
カ月以内  保健省 

  銀行支払い手数料 毎支払時 保健省 
4 EMoPの実施に必要な予算を確保（承認の条件がある場合は

満たす） 
G/A締結後1ヶ月以内 環境省 

 N/A 

5 環境基準適合証の申請とCEAからのコメントのJICAへのフ
ィードバック 

G/A締結後1ヶ月以内 州政府/州
保健局/病

院 
N/A 

6 焼却炉設置場所の確保 入札公示前 保健省 N/A 
7 焼却炉設置場所の整地、草刈り及び障害物の撤去 

 
入札公示前 保健省 N/A 

8 プロジェクトモニタリングレポート（PMR）の提出（詳細
設計結果を反映したもの） 

入札図書作成前 保健省 N/A 

9 Gazette Extraordinary No.2294/30に基づき、焼却炉の輸入許
可を取得する（必要に応じて） 

入札図書作成前 保健省 N/A 

 

② プロジェクト実施中 

NO 負 担 事 項 完了期限 責任機関 概算費用 
(USD) 

1 A/P 発行（業者契約分） 業者契約後 1 カ月
以内 保健省 N/A 

2 B/A に基づく本邦銀行への手数料の支払い     
①入札前(3)に

含む   A/P 通知手数料 業者契約後 1 カ月
以内  保健省 

  銀行支払い手数料 毎支払時 保健省 

3 
スリランカ荷揚港での迅速な荷揚げと通関手続き
の便宜供与、並びに機材調達業者による内陸輸送
の支援 

実施期間 保健省 N/A 

4 プロジェクト関係者（日本人もしくは第三国人）
の相手国への入国及び滞在に必要な便宜供与 実施期間 保健省 N/A 

5 関税、内税、相手国内での物品やサービスの調達
に伴うその他徴税の免除の保証 実施期間 保健省 559,552 

6 ソフトコンポーネントの費用を含め、本無償資金
協力でカバーされないが、必要な経費の負担 実施期間 保健省 N/A 

7 
作業員、周辺環境、近隣コミュニティ、公衆に重
大な影響をもたらすまたはその可能性のある事故
発生時の JICA への迅速な連絡 

建設期間 保健省 N/A 

8 
プロジェクト・モニタリング・レポートの指定時
期での提出（船積み時、引き渡し時、トレーニン
グ完了時） 

各作業完了 1 ヶ月
以内 保健省 N/A 
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NO 負 担 事 項 完了期限 責任機関 概算費用 
(USD) 

9 プロジェクト・モニタリング・レポート（最終
版）の提出（機材リスト、完成写真など含む） 

契約に基づく完了
証明書の発行後 1
ヶ月以内 

保健省 N/A 

10 プロジェクト完了に関する報告書の提出 プロジェクト完了
後 6 ヶ月以内 保健省 N/A 

11 本プロジェクトの実施に必要な配電、給排水、そ
の他付帯設備等の設置   保健省 N/A 

  1)配電 
対象病院への配電線（産業用電力・3 相） 工事開始前     

  2)給水 
対象病院への水道配水 工事開始前      

  
3)排水 
対象病院への都市排水本管（雨水、下水道など
用） 

工事開始前      

12 
本無償資金協力でカバーされないプロジェクトの
実施に必要な設備・機器の調達 
例：医療廃棄物分別用容器の設備など 

工事開始前 保健省 N/A 

13 本プロジェクトに従事する者の安全の確保 実施期間 保健省 N/A 
14 環境管理計画及び環境モニタリング計画の実施 建設期間 保健省 N/A 
15 4 半期ごとに環境モニタリング結果を JICA へ提出 建設期間 保健省 N/A 

16 環境保護許可と廃棄物管理許可を CEA へ申請す
る。 

機材設置後 1 ヶ月
以内 

州政府/
州保健局

/病院 
N/A 

17 対象病院が環境保護許可と廃棄物管理許可を取得
したことの確認 

稼働開始後 6 ヶ月
以内 保健省 N/A 

 

③ プロジェクト実施後 

NO 負 担 事 項 完了期限 責任機関 概算費用
(USD) 

1 環境管理計画及び環境モニタリング計画の実施 
環境管理計画及び環
境モニタリング計画
に記載の期間 

保健省 N/A 

2 

半年毎に環境モニタリングの結果をJICAに提出 
環境への重大な悪影響の場合、環境モニタリングの期間
が延長される。環境モニタリングの延長は、保健省と
JICA の合意に基づいて決定 

プロジェクト完了後
3 年間 保健省 N/A 

3 

無償資金協力で建設された施設／機材の適切な使用・
維持管理 
1) 維持管理予算の配分 
2) 維持管理体制 
3)日常及び定期点検（医療廃棄物処理量の記録を含む）

工事完了後 保健省 

病院当た
り年間 
20,841 
～  

58,432 

4 焼却灰の適正処分 工事完了後 
州政府/
州保健局

/病院 
N/A 

 
3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 運営体制及び組織 

本プロジェクトの監督官庁・実施機関は保健省であるが、引渡し後は対象医療施設である各病院がその

運営・維持管理にあたる。本プロジェクトは、15 か所の公的医療施設において、感染性廃棄物処理設備
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の整備を行うことにより、感染性廃棄物処理の強化を図り、もって健康被害の軽減に寄与するものであ

る。各病院は、スリランカ政府が定めている感染性廃棄物処理ガイドラインに則り、機材操作員（オペレ

ーター）や機材維持管理担当者（病院管理部門スタッフ）の技能向上と、適正配置に引き続き尽力する必

要がある。また、本プロジェクトでは、オペレーターや病院管理部門スタッフに対し、初期操作指導と焼

却炉運用に係る技能研修が行えるように、保健省や州保健局スタッフを対象に TOT（指導者研修）研修

を実施し、機材引渡し後の運営維持管理を円滑に実施できるよう計画している。 

 
3-4-2 要員計画 

焼却炉の運用は、病院管理部門スタッフやオペレーターが行っているものの、不具合や故障時の対応を

個別の病院で行うことは難しく、各病院が焼却炉の納入業者に依頼してメンテナンスを実施している。焼

却炉の運用管理は、病院管理部門が主導するような体制強化の必要性を保健省や各病院の管理職スタッ

フと確認した。 

 
3-4-3 焼却炉の維持管理計画 

据付時の初期操作指導において、病院管理部門スタッフとオペレーターに対し操作指導と日常点検の作

業について指導を行う。さらに、本プロジェクトで調達される焼却炉の適切な運営・維持管理を確保する

ため、引渡し後 1 年間の無償保証期間満了から 2 年間、日本側負担による保守契約付帯を計画する。保

守契約付帯では代理店エンジニアによる定期点検とオンコールサービス、定期的に交換する部品の交換

を行うと共に、定期点検時に日常点検の点検項目確認と必要に応じた点検実技指導を実施する。 

本プロジェクトによる機材の引き渡し後は下記の維持管理体制が必要となる。 

 
(1) 始業点検及び終業清掃・点検 

現状、焼却炉の定期的な点検が確実に行われているとは言い難く、不具合が発生した際には業者に修理

を依頼するという対応を取っている。これら機器の状態を良好に保ち、故障を防ぐためには、始業時点検、

焼却灰の処分を含めた終業時の清掃を行うとともに、定期点検を実施することが望まれる。したがって、

本プロジェクトの焼却炉引き渡し時には、設置技術者より焼却炉の清掃・点検に関する指導を行う。さら

に、焼却炉の引き渡し後も維持管理が適切に行われるよう、日常点検、定期点検の定着化を目指し、保守

契約期間中に現地代理店の技術者が定期点検に訪問する際には、継続した指導と確認を行う。 

 
(2) 校正 

環境基準の遵守といった観点に立ち、焼却炉の精度確保（性能維持）は重要である。そのため、一定期

間毎に焼却炉の精度チェック（校正）を行う必要がある。精度チェックの定着については州保健局や現地

代理店などの協力のもと、ソフトコンポーネント計画により定期的な焼却炉の保守点検や校正が定着す

るよう指導する。 

 
(3) 故障時の修理 

ほとんどの病院では焼却炉の修理対応はできないため、故障が発生した際には病院管理部門スタッフが

現地代理店に修理依頼を行うか、交換部品や修理が高額なる場合は入札によって修理業者を決定してい
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る。 

故障時には迅速に修理対応を行い、焼却炉を持続的に使用するため、本プロジェクトにおいては、引き

渡し後に 1 年間のメーカー保証、その後 2 年間の保守サービス契約を付帯する。対象の各病院において

は、保守契約期間終了後も、焼却炉の維持管理者（病院管理部門スタッフ）が機材の稼働状況をフォロー

アップすると共に、現地代理店との間で保守契約の継続を提案する。焼却炉の引き渡し時には代理店名、

担当者、連絡先を一覧にしたリストを病院に渡し、不具合時の対応がスムーズに行えるよう体制を整え

る。 

 
(4) 機材資産台帳 

各病院では、所有機材を一元管理する資産台帳があるので、本焼却炉についても、引渡し後直ちに資産

台帳に登録するようソフトコンポーネント計画の実施時に指導する。 

 
3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本プロジェクトを実施する場合に必要となる概略事業費総額は約 5.57 億円（日本側負担：約 4.83 億円、

相手国側負担：約 0.74 億円）となり、日本側とスリランカ側との負担区分に基づく双方の経費内訳は、

以下のように見積もられる。ただし、当該額は交換公文（E/N）上の供与限度額を示すものではない。ま

た、積算条件は下記 3-5-1-3 節に示すとおりである。 

 
3-5-1-1 日本側負担経費 

概略事業費：約 483 百万円 

表 3-14 概略事業費（日本側負担分） 

工種 細目 概略事業費 
（百万円） 

機材調達費 
小型医療廃棄物焼却炉 

小規模モデル（6台） 
440大規模モデル（9台） 

輸送梱包費、据付工事費、調達管理費、保守契約費、一般管理費 

詳細設計・調達監理・技術指導 43

合計 483

出典：調査団、2022 年 

 
3-5-1-2 相手国側負担経費 

先方負担の概算事業費：約 563.25 千 US ドル（約 74 百万円） 

 銀行手数料：  3.70 千 US ドル 
 関税/港湾税：115.49 千 US ドル 
 付加価値税： 444.06 千 US ドル 
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3-5-1-3 積算条件 

(1) 積算時点  2022 年 7 月 

(2) 為替交換レート USD1 = 130.72 円 

LKR1 = 0.378020 円 

(3) 調達期間  入札及び機材調達の期間は、3-2-4-9 実施工程に示したとおり。 

(4) その他  積算は、無償資金協力の制度を踏まえて行うものとする。 

  
3-5-2 運営・維持管理費 

3-5-2-1 運転費 

必要なユーティリティは電気、水、燃料（LP ガス）である。運転員や監督員には既存の人員を活用す

ることで、追加の費用は生じない。運転に係る光熱水費は、処理能力、選定機材及び廃棄物の質により異

なるため、一定の条件（表 3-15 注釈 4）のもと費用を算出した。条件下での運転費は 1 時間あたり LKR 
7,492.45～21,995.16 となり、1 日あたり 3 時間、週 7 日の稼働を想定すると、1 年あたりの費用は LKR 
7,552,390～22,171,121 となる。 

表 3-15 運転費（１時間あたり） 

項 目 単価 
使用量 使用料 

【処理能力】 
50kg/h  ～  100kg/h 

【処理能力】 
50kg/h  ～  100kg/h 

電気 14.55 LKR/kW *1 4.133 ～ 11.533 kWh 60.14 ～ 167.81 LKR

水 53 LKR/L *2 145 ～ 400 L 7.69 ～ 21.20 LKR

燃料（LP ガス） 19,000 LKR/32.5kg *3 12.7 ～ 37.3 kg 7,424.62 ～ 21,806.15 LKR

合  計 － － 7,492.45 ～ 21,995.16 LKR
*1：Ceylon Electricity Board、Customer Category GV-2 の単価を採用 
*2：NATIONAL WATER SUPPLY AND DRAINAGE BOARD LAW、Tariff 07 - Government Hospitals の単価を採用 
*3：Litro Gas web ページ（https://www.litrogas.com/price-list/）、37.5kg-Colombo の単価を採用 
*4：（算出条件）燃焼温度：1200℃、低位発熱量：4,986kcal/kg、処理能力：50～100kg/h、形式：水冷式焼却炉 
出典：調査団 

 
3-5-2-2 維持管理費 

維持管理費は使用状況や使用年数、選定機材により異なるが、標準的な消耗品及び保守契約、廃棄物管

理許可更新のための性能試験等を想定し、年間あたりの維持管理費は LKR 552,538 となる（表 3-16）。な

お、修理等が生じた際には、別途費用がかかることとなる。 

メーカー保証期間の 1 年間及び保守付帯契約 2 年間（計 3 年間）は、本プロジェクトでの負担となる

が、4 年目以降はこの費用を保健省（病院）が負担する。 

 
 
 
 
 



 スリランカ国感染性廃棄物管理改善計画 
                                               準備調査報告書 

83 

表 3-16 維持管理費（1病院あたり） 

消耗品※1    
 No 品目 交換時期 数量 単価 合 計 
 1 フレームアイ 2 年 6 6,000 円 36,000 円 
 2 ノズル 2 年 6 3,000 円 18,000 円 
 3 のぞき窓用アクリルボード 2 年 6 2,000 円 12,000 円 
 4 バーナーブロワーモーター 2 年 1 2,000 円 2,000 円 
 5 サーモカップル 2 年 1 30,000 円 30,000 円 
 6 ボールタップ 2 年 1 8,000 円 8,000 円 
 7 温度調整器 2 年 1 14,000 円 14,000 円 
 8 バーナー用ファン 2 年 2 8,000 円 16,000 円 
 9 電磁ポンブ 2 年 2 7,000 円 14,000 円 
 小 計   150,000 円 
 

小 計（1 年あたり）   75,000 
（198,402 

円 
LKR）

保守契約※1    
 

一式（年間） 100,000 
（264,536 

円 
LKR）

性能試験・環境モニタリング※2   
 

一式 33,871 
（89,600 

円 
LKR）

合  計   208,871 
（552,538 

円 
LKR）

※1：本邦メーカー見積書 
※2：現地検査機関見積書 
出典：調査団 

 
3-5-2-3 運用・維持管理費 

本プロジェクトで新たに追加となる年間運営維持管理費は、表 3-17 のとおりである。運営費について、

人件費は運転員や監督員には既存の人員を活用することで追加費用は生じない。ユーティリティについ

ては、機器の操作・制御のための電気、メーカー機種によって冷却水、炉の立ち上げ（着火）及び規定温

度維持のための LP ガスなどの費用が、焼却炉の処理能力に応じて発生する。維持管理費として、消耗品、

維持管理計画、環境モニタリングが焼却炉の能力に係わらず発生する。運営維持管理費は、各病院に配賦

されている予算の中から支出されることになる。 

表 3-17 年間運営維持管理費（1病院あたり） 

項  目 単位 年間運営維持管理費 

運営費（電気・水・LP ガス） LKR 7,552,390 ～ 22,171,121

維持管理費（消耗品、維持管理計画、環境モニタリング） LKR 552,538 

合  計 
LKR 8,104,928 ～ 22,723,659

UDS 20,841 ～ 58,432
出典：調査団 

 
国家支出に占める保健分野の支出は、国家支出の 6%前後で安定的に推移し、毎年増加している。（表

3-18）。州総合病院、一部の県総合病院、教育病院等の保健省の管轄にある三次医療施設の予算は、病院

から保健省に予算要求があり、保健省が予算要求書を財務省に提出する。他方、基幹病院以下の州・地方
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政府の管轄にある二次医療施設以下の施設に対する予算は、州保健局によって取りまとめられた州保健

サービス予算案が、州議会を通じて財務委員会に送られ、最終的に州予算の規模が決定される。対象病院

のうち 4 つの年間運用予算の内訳を表 3-19 に示す。 

本プロジェクトで整備する焼却炉の運営維持管理費は、病院当たり年間で 8,104,928～22,723,659LKR
（20,841～58,432USD）で、表 3-19 の年間支出と比較すると約 0.5～1.7%12（4 病院には大規模モデルの焼

却炉が導入されるため、年間維持管理費の最大値 22,723,659LKR との比較））であり、各病院で予算確保

できる範囲である。加えて、既存の老朽化した焼却炉を所有している対象病院では、既存焼却炉の代わり

に整備機材を運転する際に、既存焼却炉に掛かっていた運営維持管理費を転用できるため、費用の増額は

さらに小さなものとなり、十分維持管理可能なものと判断される。保健省は、運営維持管理費用を確保す

ることに合意している。 

表 3-18 保健分野予算の年次推移 

項目 単位 2015 2016 2017 2018 2019 

国家支出 

100 万

LKR 3,203,280 3,106,443 3,470,589 3,970,636 4,075,827

100 万

USD* 6,494 6,298 7,036 8,050 8,263

保健分野支出 
（民間医療セクターを除く） 

100 万

LKR 181,122 192,535 206,182 234,899 262,436

100 万

USD* 367 390 418 476 532

保健分野支出（民間保健セクター

を除く）：国家支出に占める割合 (%) 5.65% 6.20% 5.94% 5.92% 6.44%

一人当たり医療費（民間医療セク

ターを除く） 

LKR 8,639 9,081 9,615 10,840 12,037

USD* 18 18 19 22 24

*USD に換算した金額 

出典 Annual Health Statistic 2019、 保健省提供資料を基に作成 

 
表 3-19 対象病院における年間支出 

単位：千 LKR 
費目 クルネガラ病院 ラトナプラ病院 トリンコマリー病院 ハンバントタ病院 

個人報酬 4,101,381 2,606,772 1,157,258 1,381,195
賃金 1,805,838 1,134,443 419,761 586,267
残業代・休日出勤手当 1,548,052 994,115 508,488 536,500
その他手当 747,491 478,214 229,009 258,428
旅費 3,159 4,579 3,035 7,877
国内旅費 3,159 4,579 3,035 7,877
国外旅費         
消耗品 233,780 118,714 48,490 92,041
事務用品 16,899 7,156 6,872 5,179
燃料 13,180 7,889 9,541 21,608
食費・制服等 99,287 86,315 21,956 52,239
医薬品         

                                                        
12一部文書では 0.4～1.5％となっているが、精査のところ 0.5～1.7％がより正しい数値である。 
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費目 クルネガラ病院 ラトナプラ病院 トリンコマリー病院 ハンバントタ病院 
その他 104,414 17,354 10,121 13,015
維持管理費 18,166 30,830 11,587 9,812
車両費 5,508 7,482 4,040 5,136
医療機器 877 588 3,770 1,743
施設・建築 11,781 22,760 3,777 2,933
サービス 282,306 261,253 116,065 170,150
輸送費 6,288 6,777   2,225
通信費 29,087 19,885 9,672 8,870
電気水道代 110,348 85,498 34,691 58,704
賃料・地方税 3,561 118 484 161
その他 133,022 148,975 71,218 100,190
伝送 36,920 16,150 1,677 3,720
不動産ローン利息 36,401 16,150 1,677 3,322
その他 519     398

経常支出 4,675,712 3,038,298 1,338,112 1,664,795

出典：各病院からのデータを基に調査団作成 
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第4章 プロジェクトの評価 

 
4-1 事業実施のための前提条件 

プロジェクト実施のための前提条件は、免税措置及び通関手続き、銀行手数料の支払い、環境基準適合

証（Environmental Reccomendation）、環境保護許可（Environmental Protection License）と廃棄物管理許可

（Scheduled Waste Management License ）の取得といったスリランカ国側の負担事項が確実に実施される

ことである。 

 
4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果を発現・持続するためにスリランカ国側が取り組むべき事項は、以下のとおりであ

る。 

 焼却炉の稼働に必要な電気、LP ガス及び運転要員を確保する。 
 各病院の感染対策委員会担当者及び作業員に対して、機材の運営維持管理及び医療廃棄物管理に係

わる継続的な教育・訓練を行う。 
 機材の維持管理に必要なスペアパーツの使用状況と在庫を管理し、定期的に補充して適正な在庫を

維持する。 
 本プロジェクトの保守契約終了後、メーカーもしくはその代理店と保守契約を締結し、定期点検など

のアフターサービス及び環境モニタリングを継続する。 
 医療廃棄物を焼却処理した後の焼却灰を、院内のピットで処分、自治体に委託するなど、規則に従い

適正に処分する。 
 
4-3 外部条件 

外部条件としては、経済的な混乱などにより、焼却炉の LP ガスが確保困難な状況に陥ることが懸念さ

れる。 

 
4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

4-4-1-1 プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの裨益対象は、対象 15 病院に勤務するスタッフ、患者及び病院管轄地域の住民である。

本プロジェクトの対象病院は、表 4-1 に示す通りスリランカ全 9 州に位置しており、その裨益人口は 2.3
百万人となる。 

表 4-1 本プロジェクトの裨益人口 

州 病院 病院スタッフ数 年間入院患者数 年間外来患者数 裨益人口

スバラガムワ

州 

ラトナプラ病院 2,700 120,000 132,000 254,700
エンビリピティヤ病

院 
975 72,000 108,000 180,975

中部州 リキラガスカダ病院 330 36,000 144,000 180,330
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州 病院 病院スタッフ数 年間入院患者数 年間外来患者数 裨益人口

西部州 
ミリガマ病院 250 2,880 46,800 49,930
アビッサウェッラ病

院 
778 69,600 81,600 151,978

南部州 
ナクルガムワ病院 25 2,400 90,000 92,425
ハンバントタ病院 1,500 84,000 62,400 147,900

ウバ州 マヒヤンガナ病院 695 88,800 87,480 176,975

北西部州 
プッタラム病院 604 48,000 129,000 177,604
クルネガラ病院 3,820 132,000 300,000 435,820

東部州 トリンコマリー病院 856 46,800 116,280 163,936

北部州 
マナー病院 515 30,000 51,600 82,115
キリノッチ病院 40 1,800 0* 1,840

北中部州 
メディリジリヤ病院 383 2,880 96,000 99,263
ウェリカンダ病院 51 10,800 138,000 148,851

合計   13,522 747,960 1,583,160 2,344,642
*キリノッチ病院は、感染症病院という特性上、他の病院のような外来患者を受け入れていない。 
出典：アンケート回答を基に調査団作成 

 
4-4-1-2 緊急性 

保健省は、「感染性廃棄物管理に関するガイドライン」（2020 年 3 月）を発出し、医療施設管理者に対し

て COVID-19 関連の感染性廃棄物は焼却炉及び感染性廃棄物滅菌装置による処理を促しているが、予算

制約により適切な設備導入は不足している。老朽化した焼却炉を使用している医療施設も多く、設備を持

たない医療施設は、感染性廃棄物処理設備を持つ施設への搬出や野焼きで対応している。老朽化した焼却

炉や野焼きは温度管理や適切な排ガス処理が出来ず、黒煙や悪臭などの苦情が周辺住民から寄せられて

ほか、適切な温度に満たずダイオキシンが多く発生するため、周辺住民の健康被害につながる恐れもあ

る。また、COVID-19 感染拡大による感染性廃棄物量の増加に伴い、既存処理施設の処理容量を超過し、

不適切な管理をされた感染性廃棄物からの感染性病原体への曝露リスクが増大しているため、感染性廃

棄物処理設備の整備が喫緊の課題となっている。また、スリランカは所得水準が相対的に高いものの、上

述のとおり人道的なニーズへの対応の他、2022 年以降に顕著となった経済的な危機状態を考慮し、新た

な債務負担を課すことなく、感染性廃棄物管理を改善することは、早急な対応が求められている。 

 
4-4-1-3 スリランカ国保健政策の達成に資するプロジェクト 

国家保健政策（2016 年－2025 年）では、予防医療の強化の基本方針の中で、医療サービス提供に係る

環境維持のためのシステム構築が戦略として挙げられ、医療廃棄物の安全な処理が言及されている。また

国家保健サービス戦略フレームワーク（2016 年－2025 年）では、医療廃棄物管理が戦略テーマ「治療サ

ービス」のうちの 1 つとして取り上げられ、「不適切な廃棄物管理、特に廃棄物処理」が課題とされてい

る。その上、近年、廃棄物管理に関する国家政策（2019 年）や医療廃棄物管理ガイドライン（2021 年）

が策定されている。廃棄物管理に関する国家政策（2019 年）には医療廃棄物管理の政策も含められてお

り、医療廃棄物管理が同国保健セクターの課題の 1 つとして、注目されている。さらに医療廃棄物管理ガ

イドライン（2021 年）では、医療施設管理者に対して COVID-19 関連の医療廃棄物は焼却炉や医療廃棄

物用滅菌装置等での処理を促しているが、予算的制約で機材整備が進んでいない。 

このように、本プロジェクトはスリランカ国の保健政策や COVID-19 対応に一致するものであり、その

実現に寄与するものである。 



 スリランカ国感染性廃棄物管理改善計画 
                                               準備調査報告書 

88 

4-4-1-4 我が国の援助政策・方針との整合性 

対スリランカ民主社会主義共和国国別開発協力方針（2018 年 1 月）において、「脆弱性の軽減」を重点

分野としており、保健・医療分野を中心とした関連施設の整備や能力強化などの社会サービス基盤の改善

を行うとしている。また、対スリランカ民主社会主義共和国 JICA 国別分析ペーパー（2020 年 3 月）にお

いて、「包摂性・脆弱性に配慮した開発協力」を重点分野とし、社会の成熟と変容に伴い発生した新たな

課題の解決を支援するとしており、本プロジェクトはこれら分析、方針に合致する。また、JICA の保健

医療分野の課題別事業戦略では、COVID-19 等の公衆衛生上の危機への対応を強靭化し、人々の生活の基

盤となる健康を守る体制作りを推進しており、本プロジェクトはこれにも合致する。さらに、本プロジェ

クトは病院機能強化に資するものであり、JICA 世界保健医療イニシアティブの「感染症診断・治療体制

の強化」にも位置付けられる。 

これまでスリランカの保健セクターでは、無償資金協力「アヌラダプラ教育病院整備計画」（2008 年度

G/A 締結）及び「ジャフナ教育病院中央機能改善計画」（2009 年度 G/A 締結）により、地域の中核病院の

施設・設備機能を強化した。また、円借款「地方基礎社会サービス改善事業」（2011 年度 L/A 調印）では、

基幹病院を対象とし、「保健医療サービス改善事業」（2018 年度 L/A 調印）では、教育病院、州病院、県

病院を対象に機能改善・拡充を図っている。加えて、技術協力「5S/TQM による保健医療サービス向上プ

ロジェクト」（2009 年～2012 年）では、5S カイゼンアプローチにより保健医療施設における質と安全の

向上に取り組んできた。 

 
4-4-2 有効性 

4-4-2-1 定量的効果 

本プロジェクトから得られる定量的効果の指標と、現状の数値（基準値）及び実施後の目標値は、表 4-2
のとおりである。 

表 4-2 定量的効果 

指標名 基準値 
（2022 年実績値） 

目標値（2027 年） 
【事業完成 3 年後】 

適切に処理される医療廃棄物の量（kg/日）* 2,305 8,324 
*温度管理可能な焼却炉や滅菌装置等により環境負荷の小さい方法で処理される医療廃棄物の量。基準値及び目標値は支援

対象 15 病院の合計値。 
出典：調査団 
 
(1) 適切に処理される医療廃棄物の量 

基準値は 2022 年の対象 15 病院での実績値であり、これには老朽化している焼却炉等での処理は、環境

負荷が大きいため含まない。目標値は 2027 年に対象 15 病院で本プロジェクトの焼却炉及び稼働してい

る既存機材で適正に処理される医療廃棄物量である。詳細は表 3-8 で示したとおりである。 

 
4-4-2-2 定性的効果 

本プロジェクトを実施することにより、次に示す定性的効果が期待できる。 
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(1) 感染性病原体への曝露被害またはそのリスク減少 

病院内において医療廃棄物が適正に収集され、焼却処理されることで、病院スタッフへの感染性病原体

への曝露被害またはそのリスクが減少することが期待できる。 

この定性的効果は、医療廃棄物の分別・保管と、医療廃棄物に関連した感染事故の状況をヒアリングす

ることで計測する。 

 
(2) 周辺環境への負荷（煙害・悪臭等）の低減 

現在使用されている老朽化した焼却炉は、適正な燃焼管理が困難なものもあるために、周辺に煙害や悪

臭を発生されているものがある。本調査のヒアリングでは、これまでに住民等から煙害や悪臭といった医

療廃棄物処理に係わる苦情のあった対象病院は、3 施設であった。これらの機材が更新されることで、周

辺住民に対する環境負荷が低減されることが期待できる。 

この定性的効果は、焼却炉の運転に関して周辺住民等から病院に寄せられた苦情の件数で計測する。 
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Baseline Survey on Noise

1. Purpose of this survey
In order to monitor the environmental impact of the incinerator to be installed, we are requesting you to 

conduct a baseline survey on noise.

We really appreciate your corporation.

2. Outline of the survey
(1) Date: one day in week day, Monday to Friday

(2) Time: during 11am to 12am

(3) Measuring Method: Decibel Meter - Sound Meter, App for mobile phone

(4) Places to be measured: 02 points

i) the nearest building to the proposed site for the installation of the incinerator 

ii) near the entrance gate of the hospital

(5) Measurement Time: 5 minutes 

(6) Data submission: Google form by November 11th

3. How to measure
(1) Download the App for free

Decibel Meter - Sound Meter

for iPhone:

https://apps.apple.com/jp/app/id1373636871

for Android:

https://play.google.com/store/apps/details?id=com.freemium.android.apps.soundmeter&hl=en_US&gl=

US

(2) Select 2 points for measuring

1) The nearest building in the hospital from the candidate place for the incinerator

2) The entrance gate of the hospital

(3) Measure the Noise

Measure the noise using the app for 5 minutes during 11am to 12am.

*Please measure in a hospital working day and time so that all significant variations of noise emission 

are covered.

(4) Input the data to the Google form

If there are any difficulties to submit via Google form, please email the result to our engineer.

Google form:

Email:

Decibel Meter - Sound Meter

資料6c-2



4. How to use the app
(1) Change the chart length to 5 minutes

       

(2) Reset the data just before starting the measurement at the measuring point and measure for 5 minutes

       

(3) Keep the record of Min, Avg and Max, if possible capture a screenshot

(4) Submit the data via Google form
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5. Google form
Please access to the link below;

Following the questions listed in the Google form, please input the data.

Name of hospital

Name of focal person

Email address

Date of measurement

Time of measurement

Remarks

Result of Point 1 (the nearest building in the hospital from the candidate place for the incinerator)

Min.

Avg.

Max.

Result of Point 2 (the entrance gate of the hospital)

Min.

Avg.

Max.

Photos (If you have a google account you can upload a photo here)

Photo (Point 1)

Photo (Point 2)

Photo (Others)
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